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交付申請書の作成要領

1）記入例を参考に１部を作成し、ファイル（Ａ４縦）に綴じて提出してください。
・提出書類は、返却いたしません。控えを各自保管してください。
・表紙及び背表紙には、交付申請書である旨の他、応募番号、事業名、提案者名

を表記してください。（「交付申請書イメージ図」参照）

2）申請書類は、原則としてＡ４サイズとしてください。
・設計図書等は最大でもＡ３サイズとし、Ａ４サイズに折込んでください。
・書類の差替えを考慮し、両面コピーはお控えください。

3）書類の順番は下記一覧表の通りとし、各書類毎にインデックスで区切ってください。
・インデックスには、様式名等、書類内容が分かるように記載してください。
・インデックスは白紙に貼り、その後ろに書類や資料を挟んでください。
・書類に直接インデックスを貼りますと、差替えをした場合に破棄されてしまいます。

提出書類一覧表

　提　　出　　書　　類 様　　式 記入例

令和３年度住宅・建築物環境対策事業費補助金交付申請書 別記様式第１ ○

交付申請額の算出方法及び事業経費の配分 別紙１ ○

交付申請額の算出方法の明細 別紙２ ○

附帯事務費明細書 別紙３ ○

採択通知書 原本写し

建築士による提案内容への適合確認書及び建築士免許の写し　　 　 （※) 別添１ ○

全体事業進捗管理表（複数の建築物等を改修する提案の場合） 別添２ ○

交付申請内訳書（複数の建築物等を改修する提案の場合） 別添３ ○

交付申請概要書（複数の建築物等を改修する提案の場合） 別添４ ○

補助事業に関する宣誓書 別添５ ○

申請の制限に係る事案の有無等の確認書 別添６ ○

振込口座登録票 別添７ ○

建築士による耐震性の基準への適合確認書 (※) 別添８ ○

耐震性を証明する書類（登記事項証明書、建築確認検査済証　等）　　(※) 原本写し

代表提案者の登記簿等事業実態のわかる書類
原本

(３か月以内)

委任状 (※１) 任意様式１ ○

各種工事期間がわかる工事工程表 (※) 任意様式２

改修割合、省エネ効果、エネルギー計測・管理等の計算書 (※)
参考様式１－１

～１－6
○

設計図面（配置図、平面図、立面図など）、改修部分、計測の範囲
が明確で計測機器の設置が分かる書類等 (※)

任意様式３

事業費総額（契約予定時）の見積書  (※) 原本写し

補助対象事業費内訳  (※)
参考様式２－１

～２－３
○

補助対象事業費の見積書 　(※) 任意様式４
(原本写しに追記も可)

○

改修機器の価格表（カタログ、定価表　等） 任意様式５

改修機器、計測機器、未改修機器のカタログ、メーカー仕様書（改修前後） 任意様式６ ○

バリアフリー改修設備のカタログ、メーカー仕様書 (※１) 任意様式７

共同事業実施規約 (※１) 任意様式８

リース契約・ESCO契約等の場合の相関図 (※１) 任意様式９

その他協議会が確認に必要と判断するもの ―

（※）のある様式は建物毎に作成してください。

（※１）のある様式は対象者のみ作成してください。

種別

必
須
様
式

添
付
資
料
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※Ａ様式はマニュアルの交付申請書イメージ図をご参照ください。

・インデックスを付け書類を整理し、見易い資料となるよう作成してください。
・ファイル構成の概要は、下記「交付申請書類一覧」をご参照ください。

交付申請書類一覧
No 様　　式 種　　別

別記様式第１

別紙１
別紙２
別紙３

原本写し
別添２
別添３
別添４
別添５
別添６
別添７

原本（３か月以内）

任意様式１

別添１
別添８

原本写し
任意様式２
参考様式１－１～１－6

任意様式３

原本写し
参考様式２－１～２－３

任意様式４

任意様式５

任意様式６

任意様式７

任意様式８

任意様式９

―

Ｂ様式(複数棟用)　交付申請書イメージ図 ※下図は作成例です。

　提　　出　　書　　類

必
須
様
式

令和３年度住宅・建築物環境対策事業費補助金交付申請書
交付申請額の算出方法及び事業経費の配分
交付申請額の算出方法の明細
附帯事務費明細書

添
付
資
料

採択通知書
全体事業進捗管理表（複数の建築物等を改修する提案の場合）
交付申請内訳書（複数の建築物等を改修する提案の場合）
交付申請概要書（複数の建築物等を改修する提案の場合）
補助事業に関する宣誓書

振込口座登録票
代表提案者の登記簿等事業実態のわかる書類
委任状
建築士による提案内容への適合確認書及び建築士免許の写し

改修割合、省エネ効果、エネルギー計測・管理等の計算書
設計図面（配置図、平面図、立面図など）、改修部分、計測の範囲が明確で計測機器の設置が分かる書類等

共通

申請の制限に係る事案の有無等の確認書

共同事業実施規約
その他リース契約・ESCO契約等の場合の相関図

その他協議会が確認に必要と判断するもの

事業費総額（契約予定時）の見積書
補助対象事業費内訳
補助対象事業費の見積書
改修機器の価格表（カタログ、定価表　等）
改修機器、計測機器、未改修機器のカタログ、メーカー仕様書（改修前後）
バリアフリー改修設備のカタログ、メーカー仕様書

建物毎

建築士による耐震性の基準への適合確認書
耐震性を証明する書類（登記事項証明書、建築確認検査済証　等）
各種工事期間がわかる工事工程表

○B-OOOO

応募番号

事
業
名

提
案
者
名

[ファイル背表紙]

令
和
○
年
度

○
○
○
省
エ
ネ
改
修
工
事

（
交
付
申
請
書
）

株
式
会
社
○
○
○
○

[ファイル表紙]

インデックスには、
様式名など書類内
容が分かるように
記載してください。

インデックスは白
紙に貼り、その後
ろに書類や資料を
挟んでください。

※書類に直接イン
デックスを貼りま
すと、差替えをし
た場合に破棄され
てしまいます。

添付する資料は差
替を考慮して、両
面印刷はご遠慮く

別
記
様
式
第
１

別
紙
１
～
３

・
・
・

採
択
通
知

別
添
２
～
７

謄
本

建
物
Ａ

別
添
１
・
８

参
考
様
式
１

空
調(

既
設)

空
調(

新
設)

工
程
表

・
・
・

建
物
Ｂ

別
添
１
・
８

工
程
表

参
考
様
式
１

空
調(

既
設)

空
調(

新
設)

・
・
・

共
同

・
・
・

○B-○○○○

令和○年度
○○○省エネ改修工事

（交付申請書）

株式会社○○○○

応募番号

事業名

提案者名

チ
ェ
ッ
ク
表

共通 建物Ａ

建物Ｂ

その他

資料が共通している場合は、

「建物毎」ではなく「共

通」にまとめても可

複数棟の場合、
棟別の添付資
料は建物毎に
書類をまとめ
てください。

書類の差替えを考慮
し、両面コピーはお
控えください。
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[作成・提出にあたっての留意点]

採択後、速やかに交付申請書をご提出ください。

※原則として、事業の着手前にご提出をお願いいたします。

1． 建築士による提案内容への適合確認書（別添１）
建築士による耐震性の基準への適合確認書（別添８）

・建築士は、内容について責任を持つものとし、その旨を証明する本書類を作成してください。
不正があった場合は、建築士法に基づき処分を行う場合がありますので留意してください。

・別添１について、提案時からの変更内容(省エネ率、機器および金額等の変更）は、
別添１②にすべて記載し、変更内容・項目がわかる図面をあわせて添付してください。

2． 設計図書等（任意様式３）

・「改修前」と「改修後」とを分けて、図面を作成してください。見積内容が分かる図面を作成してください
・各階毎に設備機器の番号、型番、数量をまとめた集計表を図面に表示してください。
・設備図面等に記載の機器番号、数量については、下記の書類との整合をさせたうえで提出ください。

―「機器一覧表（参考様式1-4）」、「補助対象事業費の見積書（任意様式4）」、
　「改修機器のメーカー仕様書／改修前後(任意様式6）」

・原則、採択された事業の変更は認められませんが、現場での詳細調査によりやむを得ず設備機器等
の変更が生じた場合など、軽微な変更については「建築士による提案内容への適合確認書（別添１
②）」に変更内容と理由等を記載し、変更内容が確認できる資料等を添付してください。それ以外は

理由書を添付してください。

・未改修機器が省エネルギー計算に関係する場合は、図面に反映してください。

3． 補助対象事業費の見積書（任意様式４または原本写し）

・見積書は、対象工事に係る項目と作成者・代表者名を記入および押印いただき提出してください。
・見積内訳書の内容は、設計図書に表示した改修部分に準じるものとしてください。
・工事費の内訳は、「○○工事一式」の表現ではなく、内訳明細がわかるような見積書としてください。
・改修機器、改修工事、付帯工事等でも補助金に係らない項目については、備考欄に手書き等で

「補助対象外」と追記し、補助申請額から除外して算定してください。
※審査の過程において見積書の差し替えはできません。

4． 価格表（見積書に記載のある単価の根拠）

・改修機器の単価の見積根拠を確認するために、メーカー定価表または価格が確認できるカタログ等
を添付してください。その際、該当箇所が分かるよう、マーカー等でマーキングをしてください。

・オープン価格については、メーカー作成の原価見積書（NET金額）を参照して審査しますので、必ず
添付してください。

・業者見積の場合は、発行元の押印があるものを添付してください。

5． 改修機器、計測機器、未改修機器のカタログ、メーカー仕様書（改修前後）　(任意様式６）

・カタログ、仕様書には該当機器(改修前後）の型番および性能値をマーカー等でマーキングし、図面
および設備機器一覧表に記載の設備機器番号(例：PAC-)と照合できるように追記表示してください。

6． その他確認に必要と思われるもの

（1）日射調整フィルムの関係資料 ※対象者のみ
・当該フィルムを使用する場合は「補助金交付申請等マニュアル」P.16に記載の条件 1）～6）に係る
次の資料を添付してください。

① JIS A 5759:2016で規定される日射調整フィルムの性能が第三者の客観的な評価によって示さ
れている資料

② フィルム計算書（書式は仕様のメーカーによる） ※計算の際は、面積表の改修面積と整合させてください

③ 熱割れ計算書（書式は仕様のメーカーによる）
④ 提案申請　別添様式１の写し
⑤ 「建築フィルム１・２級技能士」の資格証明書
⑥ 「フィルム施工」実績書

- 3 -



[重要なお願い]

◇補助事業の変更について
[令和3年度既存建築物省エネ化推進事業補助金交付規定]　第11の1項に記載の通り、
実績報告書の審査においては、交付決定通知を受けた補助事業の内容及びこれに付された条件に
適合することを確認いたします。
交付決定後に補助事業の内容に変更が生じる場合は、変更契約（又は覚書 等）を締結し、実績時に
提出してください。変更契約等で変更内容の確認が出来ない場合は、任意様式11（増減額内訳書）
における交付時からの増額は認められません。

◇改修工事写真の撮影および保管
・改修工事が適切に実施されたかを今後、確認しますので、必ず工事の着工時からの写真撮影
　(工事着工時、改修前、改修中、改修後）を行い、保管してください。
　　　→工事写真は、実績報告書提出時の必要添付資料となりますので注意してください。
　　　　なお、審査時に写真の追加提出を求める場合がありますので、写真（データ）は多めに
　　　　撮影しておいてください。

・下記、補助対象設備の銘版写真は、撤去時または撤去前に撮影してください。
　　既存空調設備：室外機
　　既存照明設備機器
　　既存給湯設備機器

・工事写真は、改修工事が適切に実施されたことを確認するためのものであり、工事などの進捗
　によって不可視となる箇所など後日確認が困難になるものについては特に重要ですので、
　事前に撮影しておいてください。

・写真の画面の中には必ず「工事写真用ボード」を入れて撮影をしてください。
　―「工事写真用ボード」には工事名、工事場所、工事内容、施工者名、撮影日を記入してください。
　　*撮影に際し、ストロボ等の反射によりボードの文字が不鮮明とならないように注意をしてください。
　　*撮影日が確認できない場合は、補助が受けられないことがあります。

工事写真用ボード（例）

・撮影時期は、改修工事の進捗に合わせ「工事着工時」「改修前」「改修中」「改修後」の各段階が
　わかるものを基本としてください。また、改修前・中・後はすべて同じアングルで撮影できるように
　平面図に写真を撮る方向を矢印で示し、写真番号を記載した「写真番号図」を作成してください。

・見積書に記載されている付帯工事(キュービクルの改造、機器撤去工事、天井補修等)は、
　全て撮影し、工事写真として提出してください。

・補助対象事業費として計上している全ての改修項目の確認ができる写真を添付してください。
　ただし、連続設置の照明器具など同一機種で複数ある場合は、過剰な添付は避け、
　各階やフロア毎等でまとめ、代表のものを添付してください。

撮影日 ○年○月○日

○○ビル省エネ化工事

１階 事務室

○○○○工事
（工事内容、機器番号 等）
施行中

○○建設株式会社

電子看板を使用の際は、
「信憑性確認（改ざん探
知機能）を有するソフトを
使用してください。

※撮影日が確認できない場
合は、補助が受けられない
ことがあります。
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・配置図

建物の方角が確認できる配置図を添付してください。

・平面図

開口部全てに「建具番号」を表示し、ガラリ等についても開口部に含まれますので、

開口部面積として算入してください。建具番号は、立面図・面積表と整合させてください。

・立面図

開口部全てに「建具番号」を表示し、ガラリ等についても開口部に含まれますので、

開口部面積として算入してください。建具番号は現状の建具表にあわせるか、または

任意の番号を付け、開口部寸法については、現状の「建具表」を提出するか、

立面図に大きさを記載してください。

未改修開口部

改修開口部

・面積表

① 各方位ごとに、全ての建具番号と大きさを記載して開口面積を算出し、記載してください。

② 躯体の省エネ改修部分（フィルム貼り、複層ガラス等）は、色分け等で区分けしてください。

③ 各方位にて、開口部及び改修部の面積合計を算出してください。

開口面積表　　※図面および見積書との面積を整合させてください。

建具番号 W（ｍ） Ｈ（ｍ） 開口面積 改修面積

南面

１F SD-1 1.2 2.5 3.0

2F AＧ-1 0.5 0.5 0.79

AW-2 1 1.5 1.5

AW-3 1 1.5 1.5

3F AW-4 1 1.5 1.5 1.5

AW-5 1 1.5 1.5 1.5

AW-6 1 1.5 1.5 1.5

南面開口部面積合計 11.29

南面改修面積 4.5

設計図書作成上の注意点（開口部①）

※別紙（開口部②）に
具体例がありますの
で、参照してください。

1000×1500

開口部寸法を立面に記載しても可

立面図と建具表と整合させる

改修部、未改修部については色分け等で明示

9500
高さ記載
外皮面積算定根拠

AW-6AW-4 AW-5

AW-4 AW-5 AW-6

AG-1 AW-2 AW-3

SD-1

ガラリも算定する

（φ300以上）
南立面図

平面図

5000
改修割合の確認のため未改修部にも附番
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（１）開口部面積表（例）
① 各方位ごとに、全ての建具番号と大きさを記載して建物全体の開口面積を算出し、記載してください。

② 躯体の省エネ改修部分（フィルム貼り、複層ガラス等）は、色分け等で区分けしてください。

③ 図面および見積書との面積を整合させてください。

階 方位 建具記号 改修前ガラス 場所 Ｗ(m） Ｈ(m) 箇所 面積(㎡) Ｗ(m） Ｈ(m) 枚数 面積(㎡) ｼﾘｺﾝ(m) 改修後ガラス仕様

1F 東 ＡＷ-1 透明６ 病室 2.400 1.500 1 3.60 1.165 1.400 2 3.26 10.26 Low-E3＋A0.2＋FL3

1F 東 ＡＷ-2 透明６ 病室 2.400 1.500 1 3.60 1.165 1.400 2 3.26 10.26 Low-E3＋A0.2＋FL3

1F 東 ＡＷ-3 透明８ 診療室 0.850 1.300 1 1.11 0.800 1.200 1 0.96 4.00 FL5＋A0.2＋FL3

1F 東 ＡＷ-4 透明10 売店 2.300 2.100 1 4.83 1.100 2.000 2 4.40 12.40 PWN6.8+A0.2+Low-E3

1F 南 ＡＤ-1 透明10 玄関 4.500 2.400 1 10.80 1.050 1.900 4 7.98 23.60 PWN6.8+A0.2+Low-E3

1.050 0.300 4 1.26 10.80 PWN6.8+A0.2+Low-E4

1F 南 ＡＤ-2 透明８ 廊下 1.000 1.900 1 1.90 0.950 1.800 1 1.71 5.50 FL5＋A0.2＋FL3

1F 南 ＡＷ-5 透明６ 病室 2.400 1.500 1 3.60 2.400 1.500 1 3.60 内窓　FL6

1F 南 ＡＷ-6 透明６ 病室 2.400 1.500 1 3.60 2.400 1.500 1 3.60 内窓　FL6

1F 西 ＡＷ-7 透明６ 病室 2.400 1.500 4 14.40 2.400 1.500 4 14.40 内窓　FL6

1F 北 ＡＷ-8 透明６ 病室 2.400 1.500 6 21.60 2.400 1.500 6 21.60 内窓　FL6

2F 東 ＡＷ-9 透明６ 病室 2.400 1.500 6 21.60 未改修

1F 南 ＡＷ-10 透明６ 病室 2.400 1.500 6 21.60 未改修

1F 西 ＡＷ-11 透明６ 病室 2.400 1.500 6 21.60 未改修

1F 北 ＡＷ-12 透明６ 病室 2.400 1.500 6 21.60 未改修

42 155.44 合計 26 66.03 76.82 改修割合42.48%

6.52 Low-E3＋A0.2＋FL3

2.67 FL5＋A0.2＋FL3

13.64 PWN6.8+A0.2+Low-E3

43.20 内窓　FL6

（２）御見積書（例） ※価格についてはあくまでも一例です

数量 単位 備考

1㎡単価

W1,165 ×H1,400 1.63㎡ 2 枚 ¥32,980

W1,165 ×H1,400 1.63㎡ 2 枚 ¥32,980

W800 ×H1,200 0.96㎡ 2 枚 ¥38,000

W1,100 ×H2,000 2.20㎡ 2 枚 ¥50,000

W1,050 ×H1,900 2.00㎡ 4 枚 ¥50,000

W1,050 ×H300 0.32㎡ 4 枚 ¥50,000

W950 ×H1,800 1.71㎡ 1 枚 ¥38,000

W2,400 ×H1,500 3.60㎡ 1 箇所 ¥55,000

W2,400 ×H1,500 3.60㎡ 1 箇所 ¥55,000

W2,400 ×H1,500 3.60㎡ 4 箇所 ¥55,000

W2,400 ×H1,500 3.60㎡ 6 箇所 ¥55,000

76.82 ｍ

22.83 ㎡

43.20 ㎡

1 式 10%

（３）出荷証明書（例）

① 御見積書の数量が確認できるよう仕様等を記載してください。

下記の内容で出荷したことを証明します。

数量

W1,165 ×H1,400 2

W1,165 ×H1,400 2

W800 ×H1,200 2

W1,100 ×H2,000 2

W1,050 ×H1,900 4

W1,050 ×H300 4

W950 ×H1,800 1

W2,400 ×H1,500 1

W2,400 ×H1,500 1

W2,400 ×H1,500 4

W2,400 ×H1,500 6

設計図書作成上の注意点（開口部②）

〇〇〇〇 FL6 〇○年○○月〇〇日 １階　ＡＷ－８

〇〇〇〇 FL6 〇○年○○月〇〇日 １階　ＡＷ－６

〇〇〇〇 FL6 〇○年○○月〇〇日 １階　ＡＷ－７

〇〇〇〇 FL5＋A0.2＋FL3 〇○年○○月〇〇日 １階　ＡＤ－２

〇〇〇〇 FL6 〇○年○○月〇〇日 １階　ＡＷ－５

〇〇〇〇 PWN6.8+A0.2+Low-E3 〇○年○○月〇〇日 １階　ＡＤ－１

〇〇〇〇 PWN6.8+A0.2+Low-E3 〇○年○○月〇〇日 １階　ＡＤ－１

〇〇〇〇 FL5＋A0.2＋FL3 〇○年○○月〇〇日 １階　ＡＷ－３

〇〇〇〇 PWN6.8+A0.2+Low-E3 〇○年○○月〇〇日 １階　ＡＷ－４

〇〇〇〇 Low-E3＋A0.2＋FL3 〇○年○○月〇〇日 １階　ＡＷ－１

〇〇〇〇 Low-E3＋A0.2＋FL3 〇○年○○月〇〇日 １階　ＡＷ－２

商品名 仕様 サイズ 出荷日 備考

諸経費 394,581 394,581

②小計 4,340,396

入替工事施工費 6,600 150,704

内窓取付施工費 8,000 345,600

シリコン 500 38,410

（製品名）内窓　FL6 198,000 1,188,000

①小計 3,411,100

（製品名）内窓　FL6 198,000 792,000

１階　ＡＷ－８

（製品名）内窓　FL6 198,000 198,000

１階　ＡＷ－７

（製品名）内窓　FL6 198,000 198,000

１階　ＡＷ－６

（製品名）FL5＋A0.2＋FL3 64,980 64,980

１階　ＡＷ－５

（製品名）PWN6.8+A0.2+Low-E3 15,750 63,000

１階　ＡD－２

１階　ＡD－１

（製品名）PWN6.8+A0.2+Low-E3 99,750 399,000

１階　ＡＷ－４

（製品名）PWN6.8+A0.2+Low-E3 110,000 220,000

１階　ＡＷ－３

（製品名）FL5＋A0.2＋FL3 36,480 72,960

１階　ＡＷ－２

（製品名）Low-E3＋A0.2＋FL3 53,790 107,580

１階　ＡＷ－１

（製品名）Low-E3＋A0.2＋FL3 53,790 107,580

1.ガラス改修工事

建物全体
改修部分

ガラス

名称 摘要 単価 金額

御見積書でシリコン等を計上し

ている場合には、長さの根拠を

算出

改修前のガラスの仕様を記載

改修後のガラスの仕様を記

備考欄へ㎡あ

たりの単価を

記載

開口部一覧表、図面等と整合確認

用に建具記号を記載してください。

仕様が違う場合は、仕

様別の面積合計を算出
開口部面積表の

サイズ、面積、

仕様を記載
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・外皮面積算定

① 改修割合の確認のため、面積表（まとめたもの）を添付してください。

② 高さおよび間口の寸法は立面図に記入し、算定式と面積表を記載してください。

③ 特に、日射調整フィルムでの改修は、見積書の施工面積と外皮面積を合わせてください。

・断熱材

① 断熱材の種別と施工方法を図面に必ず記入し、カタログ等仕様がわかる資料を添付してください。

② 屋根断熱の場合は、ウレタン塗装のみによる断熱は認められませんので注意してください。

算定式および算定式の根拠となる寸法

を図面に明記してください。

天井面積

　10,000×10,000 ＝ 100.0㎡

改修面積

　5,500×9,000 ＝ 49.5㎡

　3,500×5,000 ＝ 17.5㎡

　　　　合計　67.0㎡

改修面積が確認できるように図示

・その他

不鮮明な図面及び字が潰れている図面では、審査できませんのでご注意ください。

※再度提出していただく場合があります。

設計図書作成上の注意点（外皮）

9,000

5,500

10,000
5
,0

0
0

1
0
,0

0
0

9
,0

0
0

3,500
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　　【設備改修について】

・空調設備機器

① 各階図面毎に必ず機器毎に台数を集計した表（集計表）を添付してください。

② 未改修機器と改修機器との区別がわかるように色分け等による明示をしてください。

③ 熱源機、二次側機器及び搬送が明確にわかるように色分けをしてください。

④ 冷媒管、ドレン管について、未改修（既存利用）、撤去/新設の範囲を色分けしてください。

⑤ 図面に添付の集計表、機器一覧表、および見積書に記載の機器番号、型番、台数は全て整合

している事を確認してからご提出ください。

（例）　既存性能から高効率のパッケージエアコンに交換（冷媒管、ドレン管を既存再利用した場合）

未改修機器

改修機器

集計表　１階 集計表　２階

機 器 番 号 型　番 台　数 機 器 番 号 型　番 台　数

未改修機器 PAC0 SSA40 1台 改修機器 PAC2 SSG60 1台

　室内機 PAC0-1 セット型番 2台 　室内機 PAC2-1 セット型番 2台

PAC0-2 PAC2-2

改修機器 PAC1 SSG60 1台 改修機器 PAC3 SSA40 1台

　室内機 PAC1-1 セット型番 2台 　室内機 PAC3-1 セット型番 2台

PAC1-2 PAC3-2

※各階毎に添付の集計表は、改修前と改修後それぞれ集計してください。

既存図（改修前）

既存図（改修後）

設計図書作成上の注意点（設備①）

壁掛けエアコン 既存
（壁掛けは対象外）

PAC1

PAC2

１階 PAC0 PAC3

PAC1-1 PAC1-2

PAC2-1 PAC2-2

PAC3-1 PAC3-2

PAC0-1 PAC0-2

２階

冷媒管及びドレン管は
既存利用
※新規配管と既存配管
が混在する場合は、配管
系統が明確に分かるよう
に色分けをしてください。
（既設青、新設赤等）

PAC1

PAC2

１階 PAC0 PAC3

PAC1-1 PAC1-2

PAC2-1 PAC2-2

PAC3-1 PAC3-2

PAC0-1 PAC0-2

２階
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・照明設備

① 各階図面毎に必ず機器毎に台数を集計した表（集計表）を添付してください。

② 未改修機器と改修機器との区別がわかるように色分け等による明示をしてください。

③ 図面に添付の集計表、機器一覧表、および見積書に記載の機器番号、型番、台数等は全て

整合している事を確認してからご提出ください。

④ 配線の引替えの場合、引替えた場所が分かるように色分けをしてください。

未改修機器

改修機器

誘導灯

　　　１階　平面図 　２階　平面図

集計表　１階 集計表　２階

部屋名 機器番号 型番 台数 部屋名 機器番号 型番 台数

事務室1 　A 　D１１１ 　４台 事務室6 　A 　D１１１ 　５台

事務室2・3 　B 　D２２２ 　２台 事務室4・5 　B 　D２２２ 　２台

廊下 　Ｃ 　D１１１ 　３台 廊下 　Ｃ 　D１１１ 　３台

・受変電設備（キュービクル、動力盤を改修する場合は必ず添付）

① 受変電設備「結線図」を添付してください。

② 需要場所までの配線ルート、配線サイズを明記してください。

③ 見積書に記載のある項目が確認できる図面を添付してください。

・計測機器

① 建物全体の概要がわかる系統図もしくは結線図をご提出ください。

② 「結線図」または「盤図」に記載の計測ポイントおよび計測機器（計測モニター・ＣＴ等）は、

見積書に記載されている型番、台数と整合するよう図示をしてください。（必須添付図面）

計測ポイントが複数ある場合は、集計表も添付してください。

・ＢＥＬＳプレート

① ＢＥＬＳプレートの設置予定位置を、平面図に図示しご提出ください。

・その他

不鮮明な図面及び字が潰れている図面では、審査できませんのでご注意ください。

※再度提出していただく場合があります。

設計図書作成上の注意点（設備②）

事務室C

事務室３事務室２

廊下

事務室４ 事務室５

廊下

事務室６

事務室１Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ｃ

Ａ

Ａ

Ａ
Ａ

ＡＢ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

ＣＣ ＣＣＣ

（誘導灯は対象外）

誘導灯 既存
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相　関　図

〇〇〇リース株式会社

医療法人社団 〇〇〇〇

〇〇〇〇設備株式会社ｋ ｋ ｊ
補助金支払

￥35,173,000-

工事請負契約

¥105,523,000-
リース契約に基づく発注

代表提案者 建設事業者

建物所有者

リース契約 物件納入・納品

リース内容 空調設備
照明設備
天井断熱工事
BELS性能表示

工事代金 ¥105,523,000-
補助金額 - ¥35,173,000-
リース元本 ¥70,350,000-

リース契約金 ¥89,450,000-
リース期間 10年

リース元本、リース契約、

リース内容を記載

補助金額（予定）を記 工事代金を記載

リース元本＝工事費ー補助金額を記載



応募番号、事業名、代表提案者、建築主の情報を入力してください。

＜ご注意＞
　下記項目については、本シートに入力したものが以降の申請書の同項目すべてに反映されます。
　よくご確認のうえ、不備のないようご入力ください。

21 B -

ﾌﾘｶﾞﾅ

ﾌﾘｶﾞﾅ

〒

ﾌﾘｶﾞﾅ

　役職名

ﾌﾘｶﾞﾅ

〒

　電話番号

令和３年度　既存建築物省エネ化推進事業
基本情報入力シート

〇〇〇ﾘｰｽ ｶﾌﾞｼｷｼｶｲｼｬ

　代表者氏名

△△　△△

　事業名 ○○病院省エネ化工事

　応募番号 0000

　代表提案者

　建築主
　(建物所有者)

○○　○○

　郵便番号 123-4567

　区分

　法人名

法人

東京都○○区○○1-2-3

〇〇〇リース株式会社

○○　○○

　代表者氏名

　役職名

　住所

　電話番号 03-9876-5432

　区分 法人

△△　△△

　住所

　郵便番号

　法人名
医療法人社団　〇〇〇〇

ｲﾘｮｳﾎｳｼﾞﾝｼｬﾀﾞﾝ 〇〇〇〇

987-6543

　部署名理事長

東京都○○区○○9-8-7

　部署名代表取締役

03-1234-5678

プルダウン
より選択

プルダウン
より選択

プルダウン
より選択

基本情報入力シートに入力した内
容と異なる場合は、各申請様式の
転記箇所に入力されている式を削
除し、直接入力してください。

本書は提出不要です。

赤字部分を入力してください。
（次ページ以降についても同じです。）



◇提出書類の確認事項／チェックシート
［事務代行者］

電話番号 03-9999-9999 FAX

携帯番号 090-9999-9999 Ｅ-ｍａｉｌ

〔代表提案者〕

電話番号 03-1234-5678 Ｅ-ｍａｉｌ

［交付申請書］

様式 　提出書類
確認欄

(手書き可)

別記様式第１
令和３年度住宅・建築物環境対策事業費補
助金交付申請書 ■

別紙１
交付申請額の算出方法及び事業経費の配
分 ■

別紙２ 交付申請額の算出方法の明細 ■

別紙３ 附帯事務費明細書 ■

原本写し 採択通知書 ■

別添１ 建築士による提案内容への適合確認書 ■

別添２ 全体事業進捗管理表 －

別添３ 交付申請内訳書 －

別添４ 交付申請概要書 －

別添５ 補助事業に関する宣誓書 ■

別添６ 申請の制限に係る事案の有無等の確認書 ■

別添７ 振込口座登録票 ■

別添８
建築士による耐震性の基準への適合確認
書 ■

原本写し 耐震性を証明する書類 ■

原本(３か月以内)
代表提案者の登記簿等事業実態のわかる
書類 ■

任意様式１ 委任状 ■

任意様式２ 各種工事期間がわかる工事工程表 ■

参考様式
１－１～１－６

改修割合、省エネ効果、エネルギー計測・
管理等の計算書 ■

任意様式３
設計図面（配置図、平面図、立面図など）、
改修部分、計測の範囲が明確で計測機器
の設置が分かる書類等

■

原本写し 事業費総額（契約予定時）の見積書 ■

参考様式
２－１～２－３

補助対象事業費内訳 ■

任意様式４ 補助対象事業費の見積書 ■

任意様式５ 改修機器の価格表（カタログ、定価表　等） ■

任意様式６
改修機器、計測機器のカタログ、メーカー仕
様書（改修前後） ■

任意様式７
バリアフリー改修設備のカタログ、メーカー
仕様書 －

任意様式８ 共同事業実施規約 －

任意様式９ リース契約・ESCO契約等の場合の相関図 －

― その他協議会が確認に必要と判断するもの －

■

確認事項

法人名
フリガナ　ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬ□□□□

株式会社□□□□

部署・役職 □□□部　部長 担当者名
フリガナ　□□　□□

□□　□□

住所
〒999-9999

□□県□□市□□9-9-9　□□ビル5階

03-9999-9990

abc@def.co.jp

　〇〇〇リース株式会社

　ghi@jkl.co.jp

代表提案者の口座情報等を確認。

交付申請額・日付等の整合を確認。
（作成日は別添1の作成日以降となっているか）

金額等に不備がないか確認。

金額等に不備がないか確認。

金額等に不備がないか確認。

国交省が発行した採択通知書の写し（全て）を添付。

建築士は内容について責任を持つものとし、その旨を証明する本書類（建
築士の個人印押印）を提出。不正があった場合は、建築士法に基づき処
分を行う場合があることに留意すること。
適合確認した建築士の建築士免許の写し（別添1①別紙）を提出してくだ
さい。

複数棟申請の場合のみ提出。

複数棟申請の場合のみ提出。

複数棟申請の場合のみ提出。

記入漏れ等がないか確認。
関係会社に該当する場合は、3者見積書を提出。
記入漏れ等がないか確認。
関係会社に該当する場合は、3者見積書を提出。

改修前後を分け、型番・性能値をマーキングし、機器番号を明記する。参
考様式1-4との整合を確認。

記入漏れ等がないか確認のうえ、押印原本を提出。

登記事項証明書、建築確認検査済証　等の写しを提出。

履歴事項全部証明書等を３か月以内の原本で提出。
（会社名・住所・代表者名・発行日等を確認）

代表提案者以外の者が申請に係る事務の代理を行う場合のみ提出。

期間・各工事工程を明記。

交付申請算定用に作成。

作成要領「記入にあたっての留意点」及び「設計図書作成上の注意点」を
参照。

事業費総額の見積書の写しを添付。

交付申請時の申請金額に整合させて作成。バリアフリー改修有の場合は
参考様式2-4、標準単価方式の場合は参考様式2-5を提出。

見積書の写しを添付し、機器一覧表や図面に記載の型番、数量と整合し
ているかを確認。また、改修項目外の項目については、「補助対象外」と追
記（手書きにて追記も可）。

カタログに記載のメーカー定価、またはオープン価格についてはメーカー
が作成した原価見積書（NET記載）にて提出。（特注品及び製作物も同様
例：鉄骨架台、キュービクル、製作盤）

使用設備の型番等をマーキングし、明記する。図面にも使用設備型番等
を記入。

割賦契約、リース契約やＥＳＣＯ契約等の場合は提出。

割賦契約、リース契約やＥＳＣＯ契約等の場合は提出。

フィルムに関する資料　等

提出書類に不備がないように再度チェックをお願いします。
このチェックシートをファイルの一番上に綴じてご提出ください。

法人名
フリガナ　〇〇〇リースカブシキカイシャ

部署・役職 　〇〇〇室・室長
担当者名

（問合せ窓口）

フリガナ

 △△　△△△

交付申請書を提出の際、このチェックシート
をファイルの一番上に綴じてご提出ください。



別記様式第１

一般社団法人　環境共生住宅推進協議会

会長　竹中　宣雄　殿

代表提案者　

建設事業者　

　１．補助事業の名称　　既存建築物省エネ化推進事業

　応募番号

事業名

　２．交付申請額 千円（端数切捨て）

　３．交付申請額の算出方法及び事業経費の配分（別紙１、２、３のとおり）

　４．補助事業の概要（採択通知のとおり）

　５．事業完了の期日

　（申請書類）
１． 交付申請額の算出方法及び事業経費の配分 （別紙１）
２． 交付申請額の算出方法の明細 （別紙２）
３． 附帯事務費明細書 （別紙３）

　（添付資料）
１． 採択通知書 （原本写し）
２． 建築士による提案内容への適合確認書及び建築士免許の写し （別添１）
３． 全体事業進捗管理表（複数の建築物等を改修する提案の場合） （別添２）
４． 交付申請内訳書（複数の建築物等を改修する提案の場合） （別添３）
５． 交付申請概要書（複数の建築物等を改修する提案の場合） （別添４）
６． 補助事業に関する宣誓書 （別添５）
７． 申請の制限に係る事案の有無等の確認書 （別添６）
８． 振込口座登録票 （別添７）
９． 建築士による耐震性の基準への適合確認書 （別添８）

１０． 耐震性を証明する書類（登記事項証明書、建築確認検査済証　等） （原本写し）
１１． 代表提案者の登記簿等事業実態のわかる書類 （原本）
１２． 委任状　＊該当事業者のみ （任意様式１）
１３． 各種工事期間がわかる工事工程表 （任意様式２）
１４． 改修割合、省エネ効果、エネルギー計測・管理等の計算書 （参考様式１－１～１－6）
１５． 設計図面（配置図、平面図、立面図など）、改修部分、 （任意様式３）

計測の範囲が明確で計測機器の設置が分かる書類等
１６． 事業費総額（契約予定時）の見積書 （原本写し）
１７． 補助対象事業費内訳（標準単価方式の場合は様式２－５のみ） （参考様式２－１～２－５）
１８． 補助対象事業費の見積書 （任意様式４）
１９． 改修機器の価格表 （任意様式５）
２０． 改修機器、計測機器のメーカー仕様書（改修前後） （任意様式６）
２１． バリアフリー改修設備のメーカー仕様書　＊該当事業者のみ （任意様式７）
２２． 共同事業実施規約　＊該当事業者のみ （任意様式８）
２３． リース契約・ESCO契約等の場合の相関図　＊該当事業者のみ （任意様式９）
２４． その他協議会が確認に必要と判断するもの

　　（記載上の注意）
１． 用紙の大きさは、日本工業規格で定めるＡ列４とし、縦位置とすること。（設計図書はＡ３折込で可）

令和○年○月○日

（　21B-0000　）

代表取締役　○○　○○

令和○年○月○日

35,173

令和３年度住宅・建築物環境対策事業費補助金交付申請書

記

（　○○病院省エネ化工事　）

○○○○建設株式会社

代表取締役　○○　○○

〇〇〇リース株式会社

　令和３年度住宅・建築物環境対策事業費に要する費用について、補助金の交付を受けた
いので、令和３年度既存建築物省エネ化推進事業補助金交付規程第５の規定により、関係
書類を添えて下記の通り申請します。なお、当該手続にあたっては、令和3年度既存建築
物省エネ化推進事業補助金交付規程を遵守します。

交付申請書の提出日を記入してください。
全ての添付書類の日付以降となります。

補助事業に関する宣誓書（別添5）の「有」
に該当する場合は、建設事業者を記入し
てください。欄はエクセルの非表示行を再
表示してください。

別紙1の交付申請額(Ⅰ)の金額を記入
してください。単位は(千円)です。

工事代金等の最終支払予定日
を記入してください。

基本情報入力シート
より転記されます。

基本情報入力シート
より転記されます。



別紙１

補助率

( ) ( )

100,903

( ) ( ）

988

( ) ( ）

512

( )

( ) ( ）

3,120

( )

事業費計
(Ｇ)＝(Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｅ) 105,523

附帯事務費計
（Ｈ）＝（Ｄ+Ｆ）

交付申請額
（Ｉ）＝（Ｇ+Ｈ）

補助限度額

前回交付決定額
(Ｊ)

変動増減
(Ｉ-Ｊ)

□ あり ■ なし

（記載上の注意）１．

２．

３．

４．

事業名：○○病院省エネ化工事

交付申請額の算出方法及び事業経費の配分

(単位：千円)

事　業　区　分 補助対象事業費 補助金申請額

内

訳

省エネ改修工事費
（Ａ） 1/3

33,634

エネルギー使用量の
計測等に係る事業費

（Ｂ）
1/3

329

省エネルギー性能の
表示に係る事業費

（Ｃ）
1/3

170

附帯事務費（Ｄ)
((A＋B＋C)×2.2%以内) 0

バリアフリー改修に
係る工事費（Ｅ） 1/3

1,040

附帯事務費（Ｆ)
((Ｅ)×2.2%以内) 0

35,173

0

35,173

36,500

補助金申請額合計が補助限度額を超える場合、交付申請額は補助限度額とする。

各金額は千円単位で記入のこと。（端数切捨て）

　　補助対象建築物等における他の補助金の申請有無（予定含む）

　　「あり」の場合は他の補助を受ける内容を具体的に記載した資料を添付してください。

交付変更承認申請の場合には、前回申請で記載した内容を上段（　）内に記載

すること。※交付申請時には、下段のみ記載して下さい。

補助対象事業費には他の補助金を受けるものを含めることはできません。

交付申請時は
（ ）内は記入しないでください。

別紙2の1.省エネ改修工事費における補助
対象事業費（左欄）、補助金申請額（右欄）
を記入してください。

参考様式2-1の附帯事務費
と同じになります。

自動計算されます。

採択通知書の補助限度額
を記入してください。

交付申請時は
記入しないでください。

「あり」か「なし」のどちらかに
チェックしてください。

参考様式2-1のバリアフリーの
附帯事務費と同じになります。

別紙2の2.エネルギー使用量の計測等に係
る事業費における補助対象事業費（左欄）、
補助金申請額（右欄）を記入してください。

別紙2の3.省エネルギー性能の表示に係る
事業費における補助対象事業費（左欄）、
補助金申請額（右欄）を記入してください。

別紙2の4.バリアフリー改修に係る工事費に
おける補助対象事業費（左欄）、補助金申
請額（右欄）を記入してください。

基本情報入力シート
より転記されます。

金額が0円の場

合は、0を記入

してください。

（空欄は未記入

とみなします。）



別紙２

(単位：千円)

補助率

( ) ( ) ( )

1棟 100,903 33,634

(単位：千円)

補助率

( ) ( ) ( )

1棟 988 329

３．省エネルギー性能の表示に係る事業費
(単位：千円)

補助率

( ) ( ) ( )

1棟 512 170

(単位：千円)

補助率

( ) ( ) ( )

1棟 3,120 1,040

２．エネルギー使用量の計測等に係る事業費

1/3

補助対象棟数 補助対象事業費

1/3

補助金申請額

事業名：○○病院省エネ化工事

注２．建築物等毎に補助対象事業費の積算内訳(参考様式２)を添付すること。

1/3

４．バリアフリー改修に係る工事費　※1

補助対象事業費補助対象棟数

注１．交付変更承認申請の場合には、前回申請で記載した内容を上段（　）内に記載すること。

※1　バリアフリー改修に係る工事費は、バリアフリー改修工事を行う場合のみ記載すること。

※交付申請時には、下段のみ記載すること。

補助対象事業費

補助金申請額

補助対象棟数

1/3

補助金申請額

交付申請額の算出方法の明細

１．省エネ改修工事費

補助対象棟数 補助対象事業費 補助金申請額

参考様式2-1の2.補助対象事業費（1）省エネ改修にお
ける建設工事等の合計の金額を記入してください。

参考様式2-1の2.補助対象事業費（2）エネルギー使用
量の計測等のオの金額を記入してください。

参考様式2-1の2.補助対象事業費（3）省エネルギー
性能の表示の④の金額を記入してください。

参考様式2-1の2.補助対象事業費（4）バリアフリー改
修工事の９．の金額を記入してください。

交付申請時は
（ ）内は記入しないでください。

基本情報入力シート
より転記されます。

補助の対象となる棟数
を記入してください。

補助対象事業費の1/3の
金額を記入してください。

金額が0円の場合は、0を記入してください。

（空欄は未記入とみなします。）



別紙３
令和２年
度　既存

費　目 科　目 積　算　内　訳 使　　途

( )

0

( )

0

( )

0

事業名：○○病院省エネ化工事

合　計

　　　また、ここに挙げる事務費は建築工事費の諸経費に含まれないこと。

　　　※交付申請時には、下段のみ記載すること。

　　　複数の建築物等にかかる場合は該当する建物を記載すること。

注３．使途の欄には、必要に応じて、当該積算内訳についての使途の内容を記載すること。

注２．積算内訳の欄には、当該経費に係る額の算出についての積算の内訳を詳細に記載すること。

庁　　費

注１．交付変更承認申請の場合には、前回申請で記載した内容を上段（　）内に記載すること。

附帯事務費明細書

(単位：千円)

金　額

旅　　費

交付申請時は

（ ）内は記入しないでください。

附帯事務費は補助金の交付申請、実績報告にかかる事務費で、
提案申請時の事務費や工事請負契約に含まれる諸経費などは計上できません。

費目、科目、金額、積算内訳、使途（使用者、使用目的 等）を記入してください。

該当する内容がない費目については何も記入しないでください。

附帯事務費は、実績報告時に領収書の写しの添付が必要となりま
すのでご注意ください。

金額が0円の場合は、0を記入してくださ

い。

（空欄は未記入とみなします。）

募集要領P25の「別表１．２ 申請できない経費」を参照してください。

基本情報入力シート
より転記されます。



別添１①

( )

)号

建築士の氏名 印

建築士事務所名または会社名

（ )号

１．建築物の基本事項

事　業　名

建築物の所在地

構造・階数等

２．申請者等の概要

(

(

建築士による提案内容への適合確認書

　当該申請に係る建築物等の設計内容と、提案申請書に記載されている建築物の設計

内容との適合状況は、次のとおりであることを証明します。

一級 )建築士 (

○○○○建築設計事務所

令和○年○月○日

登録番号( -

大臣

○○○○○○

○○　○○

)　第(

一級 ）建築士事務所(

代表提案者
 名称・役職・氏名 〇〇〇リース株式会社　代表取締役　○○　○○

○○県 )知事登録　第( ○○○○○○

○○病院省エネ化工事

○○県○○市○○1-1-1

○造、地上○階建て、地下○階建て

電話番号 03-1234-5678 住所 東京都○○区○○1-2-3

建　築　主
(建物所有者)

医療法人社団　〇〇〇〇　理事長　△△　△△

 住所 東京都○○区○○9-8-7 電話番号 03-9876-5432

 名称・役職・氏名

)　第( ○○○○○○

)号

)号-

○○○○建築設計事務所

　不正があった場合は、建築士法に基づき処分を行う場合があることに留意すること。】

○○○○○ )号

 氏名又は名称 ○○○○設備株式会社（断熱工事・空調工事）

 住所 ○○県○○市○○3-3-3

国土交通大臣 )許可( 特-管29 )第(

建設事業者

 建設業許可番号(

 住所 ○○県○○市○○2-2-2

【建築士は内容について責任を持つものとし、その旨を証明する本書類を提出すること。

建　築　士

○○○○○○

 建築士事務所名
 または会社名

一級 )建築士( 大臣

一級 )建築士事務所( ○○県 )知事登録　　第(

 氏名

) 登録番号(

○○　○○

基本情報入力シートより転記されます。

代表提案者、建築主は基本情報入力シートより転記されます。

右上の建築士記入
欄より転記されます。

一級：大臣、二級：知事
が自動で入力されます。

プルダウン
より選択

建築士事務所登録をしていない場合は、
「登録なし」と記入してください。

建築士事務所登録をしていない
場合は、「登録なし」と記入して、
会社名及び住所は建築士が所
属している会社名と住所を記入
してください。

届出先及び許可を受け
た建設業の種類・番号を
記入してください。

氏名又は名称と住所は、
見積書または契約書の
情報と整合してください。

建設事業者が２以上の場合（分離発
注等）は、建設事業者欄を追加して
いただき、すべての建設事業者の情
報と工事種別を記入してください。

二級の場合は
県名を記入してください。

交付申請の内容が採択された内容に適合していることを確認した
建築士の氏名等を記入し、建築士の個人印を押印してください。
【建築士は本内容について責任を持つものとし、その旨を証明す
る書類を提出すること。不正があった場合は、建築士法に基づき
処分を行う場合があることに留意すること。】

プルダウン
より選択

別記様式第1の提出日
以前の日付を入力し
てください。

工事契約を締結す
る営業所の住所を
記入してください。

住居表示で記入してください。



別添１①添付台紙

紙の免許証の場合は、そのまま写しを提出してください。
カードタイプの免許証の場合は、この台紙に貼付け提出して
ください。
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３．採択された省エネ改修事業の内容への適合状況

48.2 ％ 48.2 ％

18.5 ％ 19.2 ％

注１．

注２. 適合性の評価は、どちらか該当する方を選択すること。

注３. 増改築工事の有無について、どちらか該当する方を選択すること。

４．提案時からの変更内容

　提案時からの変更の有無　（該当する方を選択してください。）

No 変更内容 採択時(変更前)

1 空調設備の省エネ率 ○○○○○

省エネ改修事業の内容

・交付申請書に添付のエネルギーの消費量算定根拠資料一式
 （提案様式3-2～3-5、設計図書、メーカー資料等）

・提案申請様式3-6に記載してあるエネルギー計測・管理の内容に関する資料
　一式 （必要に応じて結線図、計測機器のメーカー資料等）

増改築工事の有無

建物全体の省エネ率（％）

躯体(外皮)の改修面積割合（％）

　※当初提案時からの変更内容を簡潔に記入してください。

採択時

変更理由

適合性の評価

適

無

適合性の評価は、改修前後の設備機器等の名称、仕様、COP等の性能値を確認すること。
また、参考様式1-1～1-4に記載してあるエネルギーの消費量算定根拠及び参考様式1-5に記
載してあるエネルギー計測・管理の内容を確認すること。

有

提案時からの変更

採択時

交付時

交付時

○○○○□

今回の申請(変更後)

より省エネ効果が見込
める空調機器を選定

出来るだけ箇条書きにまとめ
て記入してください。

原則、提案時の省エネ率を下回ることはできませんのでご留意ください。

内容確認のうえ
プルダウンより選択
してください。

採択時より下回らないことを確認してください。
万が一、下回る場合は必ずご相談ください。
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５．採択されたバリアフリー改修の補助対象となる改修箇所と仕様（※1）

■ 　1.幅が80cm以上であること

■
　2.戸を設ける場合は、自動的に開閉する構造その他の車いす使用者が容易に開閉して通過できる
　　構造で、かつ、前後に高低差がない（水平部分を設けている）こと

□ 　1.表面が滑りにくい仕上げであること

□ 　2.階段又は傾斜路の上端に近接する部分において、点状ブロック等が敷設されていること(※2)

□ 　3.幅が120cm以上であること

□
　4.戸を設ける場合は、自動的に開閉する構造その他の車いす使用者が容易に開閉して通過できる
　　構造で、かつ、前後に高低差がない（水平部分を設けている）こと

□ 　1.手すりを設けていること(踊場を除く)

□ 　2.表面が滑りにくい仕上げであること

□ 　3.段が識別しやすいものであること

□ 　4.段がつまずきにくいものであること

□ 　5.段がある部分の上端に近接する踊場の部分において、点状ブロック等が敷設されていること(※3)

■ 　1.手すりを設けていること（勾配1/12以下で高さ16cm以下の傾斜部分を除く）

■ 　2.表面が滑りにくい仕上げであること

■ 　3.前後の廊下等と識別しやすいものであること

■ 　4.傾斜部分の上端に近接する踊場の部分において、点状ブロック等が敷設されていること(※4)

■ 　5.幅が120cm以上(階段に併設する場合は90cm以上)であること

■ 　6.勾配が1/12以下(高さ16cm以下の場合は1/8以下)であること

■ 　7.高さが75cmを超える場合は、高さ75cm以内ごとに踏幅150cm以上の踊場を設けていること

□ 　1.かご及び昇降路の出入口の幅が80cm以上であること

□ 　2.かごの奥行きが135cm以上であること

□ 　3.乗降ロビーは高低差が無く、その幅及び奥行きは150cm以上であること

□ 　4.かご内及び乗降ロビーに車いす使用者が利用しやすい制御装置が設けられていること

□ 　5.かご内に停止予定階・現在位置を表示する装置が設けられていること

□ 　6.乗降ロビーに到着するかごの昇降方向を表示する装置が設けられていること

□ 　1.段差解消機(平成12年建設省告示第1413号第1第九号のもの)であること

□ 　2.かごの幅が70cm以上であること

□ 　3.かごの奥行きが120cm以上であること

□
　4.車いす使用者がかご内で方向を変更する必要がある場合において、かごの幅及び奥行きが十分
　　確保されたものであること

□ □ 　1.車いす使用者用エスカレーター(平成12年建設省告示第1417号第1ただし書のもの)であること

□ 　1.腰掛便座、手すり等が適切に設置されていること

□ 　2.車いすで利用しやすいよう十分な空間が確保されていること

　水洗器具を
　設けた便房

□ □ 　1.水洗器具(オスメイト対応)を設けた便房であること

　男子用小便器 □ □
　1.置式の小便器、壁掛式小便器(受け口の高さが35cm以下のものに限る)その他これらに類する小
　　便器が設けられていること

改修箇所 仕様

　Ⅰ) 出入口 ■

　Ⅱ) 廊下等 □

　Ⅲ)階段 □

　Ⅳ)傾斜路
  （スロープ）

■

　Ⅴ)エレベーター（Ⅵ）に規
　定するものを除く。）及びそ
　の乗降ロビー

□

　Ⅵ)特殊な構造又は使用形
　態のエレベーター

□

　Ⅶ)特殊な構造又は使用形
　態のエスカレーター

　Ⅷ)
　便所
　(※5)

　車いす使用者
　用便房

□

※４　「勾配が1/20以下の傾斜部分の上端に近接する場合」「高さ16cm以下で勾配1/12以下の傾斜部分の上端に接する場合」「自動車車庫

　　　に設ける場合」「傾斜部分と連続して手すりを設ける場合」を除く。

※５　いずれか1以上の改修の場合でも可とする。

注１．「バリアフリー改修工事の内容」欄内に記載されているバリアフリー工事のうち、該当する改修箇所にチェック(☑または■)し、改修箇所に
対する仕様欄における各項目について適合していることを確認し、該当するものをチェック(☑または■)すること。各改修箇所における仕様欄
の全ての項目を満たすものが補助対象となります。

※１　本仕様は原則として「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（バリアフリー法）における建築物移動等円滑化基準に

　　　基づいています。

※２　「勾配が1/20以下の傾斜部分の上端に近接する場合」「高さ16cm以下で勾配1/12以下の傾斜部分上端に接する場合」「自動車車庫に

　　　設ける場合」を除く。

※３　「自動車車庫に設ける場合」「段部分と連続して手すりを設ける場合」を除く。

該当する改修箇所について、仕様欄における
各項目について適合していることを確認し、
該当するものをチェックしてください。

各改修箇所における仕様欄の全ての項目を

満たすものが補助対象となります。

必ず改修前の写真（幅や高さが確認できるも
の）
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採択を受けた棟数
（a）

今後交付変更承認申請を
予定している棟数（c）
（c）＝（a）－（b）

交付変更承認申請
予定時期

月

月

　

全体事業進捗管理表（複数の建築物等を改修する提案の場合）

2 ０　棟

(Ｃ）について交付変更承認申請の予定時期の内訳

事業名：○○病院省エネ化工事

交付申請棟数
（b）

1

（うち交付申請済　1　棟）

交付変更承認申請を
予定している棟数

棟

棟

交付申請時は
（ ）内は記入しないでください。

棟数を分けて申請する場合
（(a)－(b)の差分が出る場合）は、
交付変更承認申請予定時期と
棟数を記載してください。

１棟申請の場合は提出不要です。

基本情報入力シート
より転記されます。



補助対象事業費
（Ａ）

補助対象事業費
（Ｄ）

省エネ改修工事費 省エネ改修工事費

エネルギー使用量の
計測等に係る事業費

エネルギー使用量の
計測等に係る事業費

省エネルギー性能の
表示に係る事業費

省エネルギー性能の
表示に係る事業費

100,903 33,634

988 329

512 170 ( 35,000 ) ( 0 ) ( 1,500 ) ( 0 ) ( 36,500 )

43,210 14,403

864 288

300 100 ( 15,000 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 15,000 )

( ) ( ) ( ) ( ) ( 0 )

( ) ( ) ( ) ( ) ( 0 )

( ) ( ) ( ) ( ) ( 0 )

省エネ改修工事費 144,113 48,037
エネルギー使用量の
計測等に係る事業費 1,852 617
省エネルギー性能の
表示に係る事業費 812 270 ( 50,000 ) ( 0 ) ( 1,500 ) ( 0 ) ( 51,500 )

（単位　：　千円）
※ （Ｂ）は(A)×1/3の金額を記載して下さい。また、（E）は(D)×1/3の金額を記載して下さい。 千円未満の端数は切捨て
※ 他の補助金の対象と重なる工事は補助対象事業費に含めることはできません。
※ 新たに申請するもの（新規）、変更の申請（変更）、交付申請済み（申請済）のいずれかを選択して下さい。
※ 附帯事務費が発生するものについては別紙３附帯事務費明細書にその詳細を記載して下さい。
※1 下段（　）内には採択通知書の金額（またはその合計）を記載して下さい。

事業名：○○病院省エネ化工事

別添３

交　付　申　請　内　訳　書
（複数の建築物等を改修する提案の場合）

棟名
補
助
率

補助基本額（Ｂ）
（※1） 附帯事務費(Ｃ)

(※1)

（B)小計×2.2%以
内

補
助
率

補助基本額（E）
（※1） 附帯事務費(Ｆ)

(※1)

（E)小計×2.2%以
内

補助金交付
申請額(G)(※1)

(G) = (B)小計+(C)
+ (E）+(F)

小計
バリアフリー改修工事

に係る事業費

バリアフリー改修工
事

に係る事業費

新
規

○○病棟 1/3
34,133 0

3,120 1/3
1,040 0 35,173

申
請
済

○〇○病棟 1/3
14,791 0

0 1/3
0 0 14,791

新
規 1/3 1/3

0

新
規 1/3 1/3

0

新
規 1/3 1/3

0

1,040 0 49,964

合計　（Ｉ）
（小計の合計額）

49,964

小計
（H）

（※1）

48,924 0
3,120

下段（ ）内は、採択された金額と
その内訳を記入してください。

１棟申請の場合は提出不要です。

建物毎に記入
してください。

参考様式2-1で
算出した補助対
象事業費を記入
してください。

新たに申請するもの（新規）、
変更の申請（変更）、
交付申請済み（申請済）
のいずれかを選択してください。

補助基本額は、下段（ ）内の金
額を上限額として、補助対象事
業費の1/3以内の金額を記入し
てください。

別紙３で計上された附帯事務費の
金額を各補助基本額×2.2%以内
で振り分けて記入してください。

（Ｇ）は
自動計算
されます。

小計（H)、合計（I)は自動計算されます。

基本情報入力シート
より転記されます。
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棟名

フリガナ

フリガナ

令和 ○年 ○月 着工 ～ 令和 ○年 ○月 完了

□ あり ■ なし

□ あり ■ なし

・
・
・
・
・

■ あり ( ） □ なし
・
・
・

フリガナ

フリガナ

令和 ○年 ○月 着工 ～ 令和 ○年 ○月 完了

□ あり ■ なし

□ あり ■ なし

・
・
・
・
・

□ あり ( ） ■ なし
・
・
・

フリガナ

フリガナ

令和 年 月 着工 ～ 令和 年 月 完了

□ あり □ なし

□ あり □ なし

・
・
・
・
・

□ あり ( ） □ なし
・
・
・

※　棟名は交付申請内訳書と整合すること 事業名：○○病院省エネ化工事

交 付 申 請 概 要 書
（複数の建築物等を改修する提案の場合）

概　要

〇
〇
病
棟

建築主
○○〇ﾘｰｽｶﾌﾞｼｷｶｲｼｬ　ﾀﾞｲﾋｮｳﾄﾘｼﾏﾘﾔｸ　○○　○○

〇〇〇リース株式会社　代表取締役　〇〇　〇〇

所在地
○○ｹﾝ○○ｼ○○1-1-1

〒000-0000　　○○県○○市○○1-1-1

事業期間 （着工～完了）

他の補助金申請
の有無

省エネ改修工事
の内容

○○○○○○
○○○○○○
○○○○○○

増改築工事の有無

エネルギー性能表示
の内容

BELS(モデル建築法にて算定）
○○○○○○

バリアフリー改修工事の有無 Ⅰ　Ⅱ　Ⅲ　Ⅳ　Ⅴ　Ⅵ　Ⅶ　Ⅷ

バリアフリー改修工事
の内容

○○○○○○
○○○○○○

○
○
〇
病
棟

建築主
○○〇ﾘｰｽｶﾌﾞｼｷｶｲｼｬ　ﾀﾞｲﾋｮｳﾄﾘｼﾏﾘﾔｸ　○○　○○

〇〇〇リース株式会社　代表取締役　〇〇　〇〇

所在地
○○ｹﾝ○○ｼ○○2-2-2

〒000-0000　　○○県○○市○○2-2-2

事業期間 （着工～完了）

他の補助金申請
の有無

バリアフリー改修工事
の内容

増改築工事の有無

省エネ改修工事
の内容

○○○○○○
○○○○○○
○○○○○○

エネルギー性能表示
の内容

BELS(モデル建築法にて算定）
○○○○○○

バリアフリー改修工事の有無 Ⅰ　Ⅱ　Ⅲ　Ⅳ　Ⅴ　Ⅵ　Ⅶ　Ⅷ

建築主

所在地 〒

事業期間 （着工～完了）

他の補助金申請
の有無

バリアフリー改修工事
の内容

増改築工事の有無

省エネ改修工事
の内容

エネルギー性能表示
の内容

バリアフリー改修工事の有無 Ⅰ　Ⅱ　Ⅲ　Ⅳ　Ⅴ　Ⅵ　Ⅶ　Ⅷ

改修建物の住所を
記入してください。

工程表・別記様式第１と
整合させてください。

「あり」の場合は、増改築工事の内容が分か
る図面を添付してください。

建物毎に
記入して
ください。

建物毎に、改修部位や設備、改修範囲
や仕様などを簡潔に記入してください。

第三者評価結果および計算方
法を簡潔に記入してください。

「あり」の場合は、該当区分に○を記入し、
改修工事内容を具体的に記入してください。

１棟申請の場合は
提出不要です。

「あり」の場合は、制度名・申請先・金額・対象
工事名称などを具体的に記入してください。

基本情報入力シート
より転記されます。
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本補助事業において、申請者が以下の（1）～（3）のいずれかに該当する関係会社等

からの調達（他の会社を経由した場合、いわゆる下請け会社の場合も含む。）の有無

について、該当する項目にチェックを入れてください。

（1） 100％同一の資本に属するグループ企業

（2） 申請者の関係会社(財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則
第８条第８項で定めるもの。前号に定める者を除く。）

（3） 申請者の役員である者（親族を含む）又はこれらの者が役員に就任
している法人

1）（1）～(3）の関係にある会社からの調達は一切ない。　　 ■

2）（1）～(3）の関係にある会社からの調達がある。　　　　 □

【（1）～（3）の関係にある会社からの調達がある場合 】　※上記2)の場合

　　①価格の妥当性等を確保するため、３者以上からの見積り結果を交付申請に
添付してください。

　　②協議会は、前項により提出された見積り結果について、調達費用の妥当性を
確認します。

　　③申請者は代表提案者及び請負事業者の連名として、交付申請してください。

　本確認書に虚偽の記載をし、記載内容が事実と相違していることが発覚した場合は、
補助金の全額返還となることについて確認しました。

　 （代表提案者）
ﾌﾘｶﾞﾅ

部署名 役職名

ﾌﾘｶﾞﾅ

ﾌﾘｶﾞﾅ個
人
の

場
合

氏名

令和３年度既存建築物省エネ化推進事業
補助事業に関する宣誓書

令和○年○月○日

応募番号 21B-0000

代表者名

事業名 ○○病院省エネ化工事

法
人
の
場
合

法人名
〇〇〇リース株式会社

○○　○○

〇〇〇ﾘｰｽ ｶﾌﾞｼｷｼｶｲｼｬ

○○　○○

代表取締役

上記2)に該当する場合は、別記様式第1の代表提案者欄を連名にしてご提出ください。

基本情報入力シート
より転記されます。

プルダウン
より選択

第８条の8
この規則において「関係会社」とは、財務諸表提出会
社の親会社、子会社及び関連会社並びに財務諸表
提出会社が他の会社等の関連会社である場合にお
ける当該他の会社等（第十七項第四号において「そ
の他の関係会社」という。）をいう。



別添６

 １．申請の制限に係る事案について

□ 有 ■ 無

 補助事業者の名称

 事業名

 返還命令日

 返還日

 返還額（円）

 返還事由

 ２．暴力団及び暴力団員の排除について

  

□ 有 ■ 無

 ３．個人情報の使用について

  

■

　

　応募番号：

　　事業名：

代表提案者：

 上記２の申請の制限に係る事案の有無について

令和３年度既存建築物省エネ化推進事業
申請の制限に係る事案の有無等の確認書

　令和３年度度既存建築物省エネ化推進事業補助金交付規程第５第２項に基づき、過去３
カ年度内に国土交通省住宅局所管事業補助金における同規定第１３（交付決定の取り消
し）に相当する理由での補助金の返還の有無について以下の通り申告を求めます。なお、
該当する事案がある場合には、本補助金への申請が原則として制限されます。

 上記１の申請の制限に係る事案の有無について

　令和３年度既存建築物省エネ化推進事業補助金交付規程第５第３項に基づき、当該申請
を制限される者への該当の有無について申告を求めます。なお、該当がある場合は、本補
助金への申請を制限されます。

令和○年○月○日

21B-0000

○○病院省エネ化工事

〇〇〇リース株式会社　代表取締役　○○　○○

　令和３年度既存建築物省エネ化推進事業補助金交付規程第１３（交付決定の取り消し）
に該当した場合には、本申請に係る個人情報について他府省庁・独立行政法人を含む他の
補助金担当課に当該返還事案の概要（法人又は申請者名・補助金名・交付決定額・補助事
業の実施期間・返還を生じた理由・講じられた措置の内容等）を提供することがありま
す。

 上記３の内容について 　同意する

※補助事業者の名称には法人・団体等の名称（個人の場合は氏名）を記入してください。

※本補助金の交付後に１及び２の内容に虚偽等が存することが判明した場合には、
　本補助金の返還を求めることがあります。

　本確認書の内容について誤りはなく、事実と相違していることが発覚した場合は、
本補助金の全額返還となることがあることについて確認しました。

基本情報入力シート
より転記されます。

プルダウン
より選択



別添７

１．銀行コード 1 2 3 4

２．支店コード 5 6 7

３．預金種別（該当する種別を○で囲んでください）

・ ・ ・

４．口座番号

５．郵便番号及び住所

１）郵便番号 〒

２）住　　所：

注）住所は、都道府県名から記載してください。

６．カ　ナ：

口座名：

応募番号：

事業名：

代表提案者：

3 4

〇〇銀行

〇〇支店

（右詰め）

銀行名

支店名

0 1 2

令和○年○月○日

〇〇〇リース株式会社　代表取締役　○○　○○

21B-0000

○○病院省エネ化工事

〇〇〇リース　カ）　ダイヒョウトリシマリヤク　〇〇　〇〇

○○○リース株式会社　代表取締役　○○　○○

6

123-4567

東京都○○区○○1-2-3

普　通 当　座 貯　蓄 その他

5

振込口座登録票

右詰め

代表提案者の口座情報
を正しく記載してください。
不備があると入金がで
きません。

基本情報入力シート
より転記されます。

基本情報入力シート
より転記されます。

別段はその他に〇



別添８

（ 一級 大臣 ）

登録番号（ - ）　 第（ )号

建築士の氏名　 印

建築士事務所または会社名　

( 一級 ○○県 )号

所在地　

■耐震性に関するチェック項目

確認

■

□

■

□

□

□

※「耐震性を有する」とは新耐震基準（昭和56年6月1日に施行された建築基準法施行令第3章および第5章の4に規定

　する基準をいう。）に適合、又は、耐震改修促進法に基づく「地震に対する安全上耐震関係規定に準ずるものとして

　国土交通大臣が定める基準」（平成18年国土交通省告示185号）に適合しているものを表す。

(代表提案者）

ﾌﾘｶﾞﾅ

部署名 役職名

ﾌﾘｶﾞﾅ

ﾌﾘｶﾞﾅ

【建築士は内容について責任を持つものとし、その旨を証明する本書類を提出すること。不正があった場合は、建築
士法に基づき処分を行う場合があることに留意すること。】

建築士による耐震性の基準への適合確認書

　当該申請に係る建築物の耐震性の基準への適合状況は下記のとおりであり、当該申請に係る

建築物が耐震性を有していることを証明します。

令和○年○月○日

）建築士　　　　　（

○○県○○市○○2-2-2

○○○○○○

○○　○○

○○○○建築設計事務所

)建築士事務所（ ）知事登録　第（ ○○○○○○

③
実績報告時に、以下の書面のいずれかを提出いたします。該当する項目の□を■としてチェック

　イ）　耐震性を有することを証明する書類（耐震診断の結果等）

①

申請する建築物が、耐震性を有している※か？該当する項目の□を■としてチェック

　「有している」にチェックされた方は下記②にお進みください 　有している

　「有していない」にチェックされた方は下記③にお進みください 　有していない

②

交付申請時に、以下の書面のいずれかを提出いたします。該当する項目の□を■としてチェック

　イ）　表示登記がなされた日付が昭和58年4月1日以降である登記事項証明書

　ロ）　建築確認がなされた日付が昭和56年6月1日以降である建築確認検査済証等

　ハ）　その他耐震性を有することを証明する書類（耐震診断の結果等）

代表取締役

○○　○○

○○　○○

事業名 ○○病院省エネ化工事

建物名 〇〇病棟 2棟目／計2棟

個人 氏名

建物所在地 ○○県○○市○○1-1-1

建築主（建物所有者） 医療法人社団　〇〇〇〇

法人

法人名

代表者名

〇〇〇ﾘｰｽ ｶﾌﾞｼｷｼｶｲｼｬ

〇〇〇リース株式会社

事業名、建築主、代表提案者は、
基本情報入力シートより転記されます。

プルダウンより選択

耐震性の基準に適合していることを確認した建築士の氏名
等を記入し、建築士の個人印を押印してください。
【建築士は本内容について責任を持つものとし、その旨を証
明する書類を提出すること。不正があった場合は、建築士
法に基づき処分を行う場合があることに留意すること。】

「有している」にチェックをした場合は、
②のイ）、ロ）、ハ）のいずれかにチェックし、
交付申請時に書類の写しを添付してください。

「有していない」にチェックをした場合は、
③のイ）にチェックし、
実績報告時に書類の写しを添付してください。

建物名、棟数、建物所在地
を記入してください。

別添１①の建築士記入欄
より転記されます。

別添１①と同じ建築士の
個人印を押印してください。

ハ）の書類を提出する場合、旧耐震基準で建
てられた建築物で耐震診断耐震診断の結果が
平成25年11月25日以降で要緊急安全確認大
規模建築物及び要安全確認計画記載建築物
に該当する建物の場合は、「国交省大臣登録
耐震診断資格者講習」を受講終了した耐震診
断資格者でなければなりません。



任意様式１

事務代行者

会社名

印

住所

ます。

委任者（代表提案者）

会社名

印

住所

□□県□□市□□9-9-9　□□ビル5階

委 任 状

株式会社□□□□

役職・代表者名 代表取締役　□□　□□

〒999-9999

役職・代表者名 代表取締役　○○　○○

〒123-4567

東京都○○区○○1-2-3

　私は上記の者を交付申請書等の問い合わせ先となることを定め、令和3年度既存建築物

省エネ化推進事業補助金の交付申請書等に関する問い合わせ先となることの権限を委任し

令和○年○月○日

〇〇〇リース株式会社

代表提案者は基本情報入力シートより転
記されます。代表者印を押印してください。

事務代行者の所属する会社が
代表提案者と異なる場合は、
本書を作成してください。

事務代行を行う会社の代表者の情報を
記載し、代表者印を押印してください。



参考様式１－１

竣工年 年

※1 建物ごとに１枚の計算シートを作成してください。
※2 複数棟を提案する場合、全提案のうち何棟目の計算シートかを上記に明記してください。
※3 改修割合などの数値は、様式集の別添資料「記入上の留意点」をよく読んで、記載してください。

１．躯体改修における改修割合の算定
（１）躯体（外皮）の改修面積割合

注1）
注2）

注3）

*:小数点第２位以下を切り捨てて小数点第１位まで記載すること

（２）改修面積内訳
注4）

注5）

（□の部分は該当するものを■で選択してください）

■

■

□ 外壁（開口部を除く）

□

□

■

*:小数点第２位以下を切り捨てて小数点第１位まで記載すること

２．設備改修における改修割合の算定
（１）建物用途

注6） 参考様式１－３の別添資料「別表１ 建物用途区分」を参考に主要な用途をいずれか一つ■で選択してください。

□事務所 □学校 ■病院 □その他

（２）設備改修の改修割合
注7）

（□の部分は該当するものを■で選択してください）

□ 熱源設備

□ 搬送設備

□ 二次側設備

□ 換気設備 換気ファン

□ 照明設備 照明器具

□ 熱源設備

□ 搬送設備

□ 昇降設備 昇降機

□ （　　　　　　　）

□ （　　　　　　　）

□ （　　　　　　　）

□ （　　　　　　　）

*:小数点第２位以下を切り捨てて小数点第１位まで記載すること

1,061.4 2,200.8 48.2

改修割合の算定シート

建物名 ○○病棟 2000 2棟目／計2棟

改修面積合計(①）には、（2）の「合計[Ａ]」の面積を記入してください。

建物全体の躯体（外皮）面積（②）は、立面図及び平面図（屋根伏図）から算出してください。各階ご
とに建物外周長さ×階高により外壁面積を算出し、その合計面積に屋根面積を加算した値でも可と
します。
計算根拠を別添資料１に記載してください。計算根拠が明示されていない場合は、書類不備として
審査対象外とする場合があります。

改修面積合計（㎡）
(2)の[Ａ]

（①）

建物全体の
躯体（外皮）面積（㎡）

(②）

躯体（外皮）の改修面積割合（％）
（③＝①÷②×100）

 (小数点第１位まで記載)
＊

上表の改修面積合計（①）の改修項目別内訳を下表①に、改修項目別全体面積を下表②に記載し
てください。
計算根拠として立面図４面及び平面図（屋根伏図）に改修箇所、面積等を図示したもの及び集計表
等（A4サイズ又は計算A3サイズ）を別添資料１として添付してください。計算根拠が明示されていな
い場合は、書類不備として審査対象外とする場合があります。

改修項目
項目別の改修面積（㎡）

（①）
項目別の全体面積（㎡）

（②）

項目別の全体面積に対する改修面
積割合（％）（③＝①÷②×100）

 (小数点第１位まで記載)*

a.開口部 0.0 544.0 0.0

屋根（開口部を除く） 846.4 960.5

1,240.3

b.屋根・外壁小計（開口部を除く） 846.4 2,200.8 38.4

c.日射遮蔽 0.0

d.その他（日射調整フィルム） 215.0 544.0 39.5

合計[Ａ] （a.+b.+c.+d） 1,061.4

□物販店 □飲食店 □集会所 □ホテル

改修前エネルギー消費割合は、参考様式１－３の別添資料「記入上の留意点②」を参照の上、記載してください

空調
設備

設備別の改修割合は、補助対象外設備も含めて全設備を分母として計算してください。その計算根拠を参考様
式１－４に必ず記載してください。

改修項目
改修前エネルギー

消費割合（％）
（①）

設備別の
改修割合（％）

（②）

建物全体のエネルギー消費量に対す
る改修割合(％) （③＝①×②÷100）

(小数点第１位まで記載)*

給湯
設備

注8）

建物全体のエネルギー消費量に対する改修割合 合計（％） (小数点第１位まで記載)＊

その他

グレー部分は自動計算です。

特記事項がある場合以外は
記入不要です。

建物名、竣工年、棟数
を記入してください。



参考様式１－２

※1　建物ごとに１枚の計算シートを作成してください。
※2　複数棟を提案する場合、全提案のうち何棟目の計算シートかを上記に明記してください。

１．改修前のエネルギー消費量（建物全体） ※計測期間：

電力 321,000 （kWh/年） 0.00976 （GJ/kWh） ＧＪ／年

都市ガス 66,048 （㎥/年） 0.045 （GJ/㎥） ＧＪ／年

プロパンガス 20 （　　　　） 0.05 （GJ/kg） ＧＪ／年

重油 （　　　　） 0.041 （GJ/L） ＧＪ／年

（　　　　） （　　　　） ＧＪ／年

（　　　　） （　　　　） ＧＪ／年

ＧＪ／年

２．改修工事内容別の省エネ効果 （□の部分は該当するものを■で選択してください）

見なし
省エネ率（％）

項目別の
改修割合（％）

建物全体
省エネ率（％）

□ 開口部 15 0.0 0.0

■ 屋根・外壁 12 38.4 4.6

□ 日射遮蔽 4 0.0 0.0

■ その他 39.5 0.1

小計 4.7

（１）躯体改修工事 （□の部分は該当するものを■で選択してください）

□ 0 ＧＪ／年
■ 280.9 ＧＪ／年
□ 0 ＧＪ／年

■ 6.1 ＧＪ／年

小計[B] 287 ＧＪ／年

（２）設備改修工事 （□の部分は該当するものを■で選択してください）

■ 熱源設備 476.2 ＧＪ／年

■ 搬送設備 ＧＪ／年

■ 二次側設備 ＧＪ／年

□ 自動制御 ＧＪ／年

□ 換気ファン ＧＪ／年

□ 自動制御 ＧＪ／年

■ 照明器具 415.1 ＧＪ／年

□ 自動制御 ＧＪ／年

□ 熱源設備 ＧＪ／年

□ 搬送設備 ＧＪ／年

□ 自動制御 ＧＪ／年

□ 昇降機 ＧＪ／年

□ 自動制御 ＧＪ／年

□ ＧＪ／年

□ ＧＪ／年

□ ＧＪ／年

小計[C] 891.3 ＧＪ／年

1,178 ＧＪ／年

19.2 ％

*:小数点第２位以下を切り捨てて小数点第１位まで記載すること

0

省エネ効果の計算シート

建物名 ○○病棟 2棟目／計2棟

令和○○年○○月～令和○○年○○月

種類
年間使用量（単位）

(①)
一次エネルギー換算値

（単位）　(②)
一次エネルギー消費量

(①×②)

3,133

2,972

1

0

0

改修前エネルギー消費量　合計　[Ａ] 6,106
※改修前の1年間について建物全体のエネルギー使用量（複数年間の平均値でも可）を記載してください。

注1） 一次エネルギー換算値は、「建築物エネルギー消費性能基準等に定める省令における算出方法等に係る事項
　　　 (平成28年1月29日、国土交通省告示第265号)」別表第1による上記の値としてください。同表に記載されていない
　　　 ものは、組成等の実況による数値を使用してください。

建物規模 改修項目

日射遮蔽

断熱性能の強化

内容：日射調整フィルム

改修項目 主たる改修内容

■ 中小規模

（延床面積
5000㎡未満）

省エネ量

開口部
屋根・外壁 屋根断熱材敷設工事

その他 日射調整フィルム

空調
設備

吸収式冷温水発生機とファンコイルを電気式ビルマルとパッケージエアコンに更新

改修項目 主たる改修内容

省エネ量合計　[D]＝小計[B]＋小計[C]

建物全体に対する省エネ率　[D]÷[A]×100　(小数点第１位まで記載)
＊

給湯
設備

昇降
設備

省エネ量

その他
(太陽光発電を除く)

換気
設備

照明
設備

LED照明に交換

建物名・棟数は参考様式1-1
より転記されます。

グレー部分は
自動計算です。

参考様式1-1で
算定した値が自
動転記されます。

提案申請時と同じ計測期間を記入してください。

提案申請時の値と
合致していることを
確認してください。

プルダウンより選択

消費量で算出の場合は、従前の計測期間の消費量が確認でき
る資料（エネルギー会社の検針票 等）を必ず添付してください。

別紙で算出根拠の計算書
を添付してください。

その他を選択した場合は、内容を
記載し、数値を入力してください。



参考様式１－３

※1　建物ごとに１枚の計算シートを作成してください。 
※2　複数棟を提案する場合、全提案のうち何棟目の計算シートかを上記に明記してください。
※3　簡易計算にあたっては、次ページ別添資料の「記入上の留意点」をよく読んで、数値等を記入してください。

１．改修前のエネルギー消費量（建物全体） ※計測期間：

電力 321,000 （kWh/年） 0.00976 （GJ/kWh） ＧＪ／年

都市ガス 66,048 （㎥/年） 0.045 （GJ/㎥） ＧＪ／年

プロパンガス 20 （　　　　） 0.05 （GJ/kg） ＧＪ／年

重油 （　　　　） 0.041 （GJ/L） ＧＪ／年

（　　　　） （　　　　） ＧＪ／年

（　　　　） （　　　　） ＧＪ／年

ＧＪ／年

２．改修工事内容別の省エネ効果
（１）躯体改修工事
※「項目別の改修割合」の欄は参考様式１－１の１．（２）③の値を記載してください。

（□の部分は該当するものを■で選択してください）

見なし
省エネ率
(％) (①)

項目別の
改修割合
(％) (②)

建物全体省エネ
率(％)(①×②÷
100)(小数点第１

位まで記載)
＊

□ 大規模 □ 開口部 3 0.0 0.0

□ 屋根・外壁 2 0.0 0.0

□ 日射遮蔽 1 0.0 0.0

□ その他

■ 中小規模 □ 開口部 15 0.0 0.0

■ 屋根・外壁 12 38.4 4.6

□ 日射遮蔽 4 0.0 0.0

■ その他 39.5 0.1

小計[B] 4.7
*:小数点第２位以下を切り捨てて小数点第１位まで記載すること

（２）設備改修工事
※「改修前ｴﾈﾙｷﾞｰ消費割合」、「設備別の改修割合」の欄は様式１－１の２．（２）①、②の値を記載してください。

（□の部分は該当するものを■で選択してください）

改修前ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ消費割合

(％) (①)

分類別
省エネ率
(％) (②)

設備別の
改修割合
(％) (③)

建物全体省エネ
率(％)(①×②×
③÷10000)(小数
点第１位まで記

載)
＊

■ 30.0 26.5 99.1 7.8

□ 事務所 □ 0.0

□ 0.0

□ 学校 □ 0.0

□ 0.0

□ 物販店 □ 0.0

■ 10.0 69.6 98.6 6.8

□ 飲食店 □ 0.0

□ 0.0

□ 集会所 □ 0.0

□ 0.0

■ 病院 □ 0.0

□ 0.0

□ ホテル □ 0.0

□ 0.0

□ 0.0
*:小数点第２位以下を切り捨てて小数点第１位まで記載すること 小計[C] 14.6

（３）建物全体の省エネ率合計　（％）　(小数点第１位まで記載)＊ [D]=小計[B]＋小計[C] 19.3

（４）建物全体の省エネ量の合計　（GJ） 改修前エネルギー消費量合計[Ａ]×省エネ率[D] 1,178.4

3,133

2,972

1

0

0

0

省エネ効果の計算シート＜簡易計算用＞

建物名 ○○病棟 2棟目／計2棟

令和○○年○○月～令和○○年○○月

種類
年間使用量（単位）

(①)
一次エネルギー換算値

（単位）　(②)
一次エネルギー消費量

(①×②)

断熱性能を強化（複層ガラス等）

（延床面積
 5000㎡以上）

断熱性能の強化

庇やルーバーの設置

内容：

断熱性能を強化（複層ガラス等）

改修前エネルギー消費量　合計　[Ａ] 6,106
※改修前の1年間について建物全体のエネルギー使用量（複数年間の平均値でも可）を記載してください。

注1） 一次エネルギー換算値は、「建築物エネルギー消費性能基準等に定める省令における算出方法等に係る事項
　　　 (平成28年1月29日、国土交通省告示第265号)」別表第1による上記の値としてください。同表に記載されていない
　　　 ものは、組成等の実況による数値を使用してください。

建物規模
（いずれか一つを

選択）

改修項目
（該当するものを選択）

空調設備

　熱源設備

　搬送設備

　二次側機器

　自動制御

換気設備
　換気ファン

　自動制御

（延床面積
 5000㎡未満）

断熱性能の強化

庇やルーバーの設置

内容：日射調整フィルム
注）表中の項目に該当しないものは、その他の欄を使用し、根拠を別添資料に記載してください。

建物用途
（主要な用途をい
ずれか一つ選択）

改修項目
（該当するものを選択）

昇降設備
　昇降機

　自動制御

その他
(太陽光発電を

除く)

　（　　　　　　　　　　　）

　（　　　　　　　　　　　）

　（　　　　　　　　　　　）

照明設備
　照明器具

　自動制御

給湯設備

　熱源設備

　搬送設備

　自動制御

建物名・棟数は参考様式1-1
より転記されます。

グレー部分は
自動計算です。

提案申請時の値と
合致していることを
確認してください。

参考様式1-1で算
定した値が自動
転記されます。

プルダウンより選択

提案申請時と同じ計測期間を記入してください。

熱源・二次側を合算して
記入しても結構です。



参考様式１－４

＜省エネ効果の計算根拠＞

省エネ効果等の計算根拠

建物名 〇〇病棟 2棟目／計2棟

＜設備別の改修割合の計算根拠＞

＜記入上の留意点＞

①参考様式1-1及び参考様式1-2又は参考様式1-3に記載する「設備別の改修割合」の計算根拠
を記載してください。

②参考様式1-2または参考様式1-3の分類ごとに、省エネ量・省エネ率の計算根拠を記載してくだ
さい。

③計算根拠は、改修前と改修後の仕様等の変更内容がわかるように明記し、電卓等の手計算で
計算過程を追えるように記載してください。（計算結果のみの記載は不可）

④効果の算定にあたっては、経年劣化等は考慮せず、改修前と改修後の機器効率等は定格値を
用いて効果を計算してください。なお、建物における設備機器の使用実態を踏まえて定格以外の
部分負荷時の効率、年間を通して運転時間等に合わせた効率による比較も可とします。ただし、
部分負荷時の効率を用いて効果を算定する場合は、部分負荷を採用する合理的な前提条件を必
ず明記するとともに、改修前と改修後の算定方法は必ず同等程度の基準を使用としてください。

⑤躯体改修について、省エネ量の計算が困難な場合は「参考様式1-3」の「簡易計算」による数値
を見なし省エネ率をして参照することが可能です。

⑥設備改修について、分類ごとのエネルギー消費量を推定るすことが困難な場合は「参考様式1-
3」のエネルギー消費割合の数値を参照することが可能です。この場合、「参考様式1-3」の数値を
参照している旨を明記してください。

⑦複数棟を提案する場合、建物ごとに計算根拠を記載してください。

⑧日射調整フィルムを採用する場合は、参考様式1-3に省エネ率の計算根拠を記載し、シミュレー
ション効果等が確認できる効果を添付してください。

⑨省エネ改修を実施する設備の主な仕様を記載した一覧表を新たに導入する設備の主な仕様を

別途省エネ効果等の計算根
拠が必要な場合は記入の上
添付をしてください。



参考様式１－５①

20

( - ) ※熱源設備のみの場合

%

冷房 暖房 冷房 暖房 冷房 暖房

ｋW ｋW ｋW ｋW m3 m3 外 内

AC-1 ルームエアコン（○○○○） 2.50 2.50 0.50 0.48 1 1 壁掛け

AC-2 ルームエアコン（○○○○） 3.20 1.50 4.50 1.48 1 1 壁掛け

2 2 a 5.70 b 4.00 c 5.00 d 1.96 e 0.00 f 0.00

CHP-1 冷温水発生器(〇〇-〇〇〇〇) 211.00 253.00 12.40 5.80 16.20 16.20 2 熱源機

AHU-1 エアハン(〇〇-〇） 0.35 0.35 10 室内機

AHU-2 エアハン(〇〇-〇） 0.25 0.25 2 室内機

FC-1 ファンコイルユニット(〇〇-〇〇〇) 0.15 0.15 10 室内機

FC-2 ファンコイルユニット(〇〇-〇〇〇) 0.08 0.08 7 室内機

FC-3 ファンコイルユニット(〇〇-〇〇〇) 0.08 0.08 5 室内機

FC-4 ファンコイルユニット(〇〇-〇〇〇) 0.05 0.05 10 室外機

FC-5 ファンコイルユニット(〇〇-〇〇〇) 0.05 0.05 30 室内機

FC-6 ファンコイルユニット(〇〇-〇〇〇) 0.08 0.80 5 室内機

FC-7 ファンコイルユニット(〇〇-〇〇〇) 0.05 0.05 10 室外機

FC-8 ファンコイルユニット(〇〇-〇〇〇) 0.04 0.04 10 室内機

PAC-1 パッケージエアコン（〇〇-〇〇） 10.00 11.20 2.76 2.69 1 1 パッケージ

PAC-2 パッケージエアコン（〇〇-〇〇） 10.00 11.20 2.48 2.61 2 2 パッケージ

PAC-3 パッケージエアコン（〇〇-〇〇） 5.60 6.30 1.43 1.25 1 1 パッケージ

RAC-1 パッケージエアコン（〇〇-〇〇） 6.00 8.00 2.30 2.40 2 4 パッケージ

8 107 g 469.60 h 561.90 i 48.31 j 38.92 k 32.40 l 32.40

m 1,690.56 n 2,022.84 o 471.51 p 379.86 q 1,458.00 r 1,458.00

冷房 暖房 冷房 暖房 冷房 暖房

ｋW ｋW ｋW ｋW m3 m3 外 内

OAC-1 ビルマル用エアコン(〇〇〇〇〇） 14.00 16.00 3.64 3.67 8 室外機

OAC-1-1 外気処理(〇〇〇〇〇〇） 0.41 0.41 8 室内機

PAC-1 パッケージエアコン(〇〇〇-〇〇) 10.00 11.20 2.73 2.60 2 4 パッケージ

PAC-2 パッケージエアコン(〇〇〇-〇〇) 7.10 8.00 2.10 2.05 22 22 パッケージ

PAC-3 パッケージエアコン(〇〇〇-〇〇) 20.00 22.40 6.95 5.77 3 3 パッケージ

PAC-4 パッケージエアコン(〇〇〇-〇〇) 25.00 28.00 9.05 7.51 1 1 パッケージ

PAC-5 パッケージエアコン(〇〇〇-〇〇) 3.60 4.00 0.90 1.06 14 14 パッケージ

PAC-6 パッケージエアコン(〇〇〇-〇〇) 3.60 4.00 0.84 0.98 9 9 パッケージ

PAC-7 パッケージエアコン(〇〇〇-〇〇) 12.50 14.00 3.78 3.90 2 2 パッケージ

PAC-8 パッケージエアコン(〇〇〇-〇〇) 6.00 7.80 1.75 1.90 2 4 パッケージ

63 67 ｇ´ 493.00 h´ 557.20 i´ 145.18 j´ 143.02 k´ 0.00 l´ 0.00

m' 1,774.80 n' 2,005.92 o' 1,416.96 p' 1,395.88 q' 0.00 r' 0.00

0.3

燃料消費量の
換算値

燃料消費量の
換算値

V

V 45

確認者名

会　社　名

氏　　　名

m3h

0.00 0.00

0.00 0.00

0.00 0.00

0.00 0.00

1,837.86

0.88

備考

0.00

図面の集計表

■

■

■

　①　機器番号

　②　型番

　③　台数

改修前設備

補助対象 機器番号 機器名称/メーカー型番

機器仕様（１台当り）

台数
能力合計

エネルギー消費量（1時間当り）

備考
能力 電力 ガス 電力消費量 燃料消費量(ガス)

冷房

機器一覧表について、下記書類の項目（①機器番号②型番③台数）
との整合に相違がないことを確認いたしました。

見　積　書

機器一覧表 空調設備 病院 30%

※その他の場合は記入

■

■

■

　①　機器番号

　②　型番

　③　台数

暖房 冷房 暖房 冷房 暖房

ｋW ｋW kWh kWh m3h

0.00

3.20 1.50 4.50 1.48 0.00 0.00

2.50 2.50 0.50 0.48 0.00

計

補助対象
設備

改修予定機器

422.00 506.00 24.80 11.60

0.00 0.00 0.50 0.50

補助対象
外設備

未改修機器

0.00 0.00 0.40 0.40

0.00 0.00 0.50 0.50

5.60 6.30 1.43 1.25

0.00 0.00 1.50 1.50 0.00 0.00

32.40 32.40

0.00 0.00 3.50 3.50 0.00 0.00

0.00 0.00 0.56 0.56 0.00 0.00

0.00 0.00 1.50 1.50 0.00 0.00

0.00 0.00 0.50 0.50 0.00 0.00

0.00 0.00 0.40 4.00 0.00 0.00

10.00 11.20 2.76 2.69 0.00 0.00

0.00 0.00 0.40 0.40 0.00 0.00

20.00 22.40 4.96 5.22 0.00 0.00

12.00 16.00 4.60 4.80 0.00 0.00

計

V：燃料別一次エネルギー換算値は、「建築物エネルギー消費性能基準等に定める省令における算出方法
等に係る事項（平成28年１月29日、国土交通省告示第265号)」別表第1による値としてください。同表に記載
されていないものは、組成等の実況による数値を使用してください。 熱量換算

MJ

g×3.6 h×3.6 i×9.76

機器効率を搬送設備、二次側設備を含めて算定する場合は、以降の「空調設備・搬送設備」、「空調設備・二
次側設備」一覧表中の熱量換算値“ｆ”、“k,l”を右欄の“s”、“ｔ”に加算して算出して下さい。

COP
(一次エネルギー換算）

冷房 u=m/s

j×9.76 k×V l×V

合計
冷房 s=o+q 1,929.51

暖房 t=p+r

暖房 v=n/t 1.10

設備能力合計
冷房 w=a+g 475.30

暖房 x=b+h

補助対象 機器番号 機器名称/メーカー型番

機器仕様（１台当り）

台数
能力合計

565.90

改修割合（設備能力比による場合） 平均（冷房＋暖房） y=(g+h)/(w+x)×100 99.07%

改修後設備

エネルギー消費量（1時間当り）

能力 電力 ガス 電力消費量 燃料消費量(ガス)

冷房 暖房 冷房 暖房 冷房 暖房

ｋW ｋW kWh kWh m3h m3h

0.00

0.00 0.00 3.28 3.28 0.00 0.00

補助対象
設備

改修予定機器

112.00 128.00 29.12 29.36 0.00

20.00 22.40 5.46 5.20

60.00 67.20 20.85 17.31 0.00

0.00

25.00 28.00 7.56 7.80 0.00

0.00

156.20 176.00 46.20 45.10 0.00 0.00

50.40 56.00 12.60 14.84 0.00 0.00

25.00 28.00 9.05 7.51 0.00 0.00

0.00

32.40 36.00 7.56 8.82 0.00 0.00

12.00 15.60 3.50 3.80 0.00 0.00

計

V：燃料別一次エネルギー換算値は、「建築物エネルギー消費性能基準等に定める省令における算出方法
等に係る事項（平成28年１月29日、国土交通省告示第265号)」別表第1による値としてください。同表に記載
されていないものは、組成等の実況による数値を使用してください。 熱量換算

MJ

g´×3.6 h´×3.6 i´×9.76

機器効率を搬送設備、二次側設備を含めて算定する場合は、以降の「空調設備・搬送設備」、「空調設備・二
次側設備」一覧表中の熱量換算値“ｆ”、“k,l”を右欄の“s”、“ｔ”に加算して算出して下さい。

COP
(一次エネルギー換算）

冷房 u'=m'/s'

j´×9.76 k´×V l´×V

合計
冷房 s'=o'+q' 1,416.96

暖房 ｔ'=p'+r' 1,395.88

建物全体の分類別省エネ率 x'=消費割合×y×w' 7.88%

1.25

暖房 v'=n'/t' 1.44

分類別省エネ率 w'=1-((u+v)/(u'+v'))×100 26.50%

提出前に図面と見積書
との記載内容が整合し
ているか確認のうえ
チェックをしてください。
チェックはプルダウンよ
り■を選択してください。

建築用途をプルダウン

必ず型番を記
入してください。

メーカー仕様書にマーキングを
した性能値を転記してください。

プルダウンより選択してください。
特に、セントラル方式等で熱源のみを算出する場合は
プルダウンで（熱源設備のみ）を選択してください。

燃料の場合はプルダウンより該
当する項目を選択してください。

提案時に別の書式で一覧表を作成している場合は、
提案時のものでも結構ですが、補助対象機器の型
番等が確認できるよう記入してください。

建物用途を選択すると連動してエネルギー消費割合も変動します。
その際の割合は熱源+搬送+二次側の合計値となります。
特に熱源のみで算出する場合はその他の場合の欄に該当する値
を記入してください。

必要に応じて各自編集をしてください。

行を挿入・削除する場合は、中間行の間で挿入・削除してくだ
さい。
最上行および最下行で挿入・削除すると、自動計算式が反映
されない場合があります。

行を挿入した場合、グレーのセルは計算式をコピーペーストし
てください。（コピーした行を挿入すると、計算式もコピーされま
す。）

グレー部分は自動計算です。 備考欄には、熱源機、
二次側等を記入してく
ださい。

参考様式1-3の[改修割合]
の欄に転記してください。

プルダウンより選択してください。

参考様式1-3の[分類別省エネ率]
の欄に転記してください。

図面や見積書に用いた機器番号を記
載してください。
（全ての書類において、統一した番号
を使用してください。）

左表の整合確認をした方の会社
名と氏名を記入してください。

燃料消費量の場合は計算で使
用した換算値を入力してください。

燃料消費量の場合は計算で使
用した換算値を入力してください。



参考様式１－５⑤

20

%

改修有無 階数 機器番号 型番 消費電力 階数 機器番号 型番 消費電力

○ 1 A ○○○○○○ 40.00 1 A ○○○○○○ 19.00 廊下5、トイレ5

× 1 B ○○○○○○ 40.00

○ 1 C ○○○○○○ 80.00 1 C ○○○○○○ 28.00 事務室

○ 1 D ○○○○○○ 89.00 27.00

○ 1 E ○○○○○○ 26.00 20.00

○ 1 F ○○○○○○ 33.00 4.60

× 1 G ○○○○○○ 20.00

× 1 H ○○○○○○ 20.00

○ 1 I ○○○○○○ 40.00 1 I 〇〇〇〇〇〇 27.00

○ 1 J ○○○○○○ 80.00 1 J 〇〇〇〇〇〇 31.90

× 1 K ○○○○○○ 10.00

× 1 L ○○○○○○ 10.00

× 1 M ○○○○○○ 10.00

× 1 N ○○○○○○ 10.00

○ 2 A ○○○○○○ 33.00 4.60

○ 2 B ○○○○○○ 33.00 4.60

○ 2 I ○○○○○○ 33.00 4.60

○ 2 I’ ○○○○○○ 20.00 2 I’ ○○○○○○ 10.20

○ 2 J ○○○○○○ 20.00 2 J ○○○○○○ 10.20

× 2 ○○○○○○ 10.00

× 2 K ○○○○○○ 10.00

× 2 L ○○○○○○ 10.00

× 2 M ○○○○○○ 10.00

× 2 N ○○○○○○ 10.00

g 445 697.00 a 18,159.00 i 428 191.70 b 5,443.50

428

98.62%

69.60%

6.86%

機器一覧表について、下記書類の項目（①機器番号②型番③台数）
との整合に相違がないことを確認いたしました。

見　積　書

確認者名

会社名

備考
台数 総消費電力 台数 総消費電力

機器一覧表 病院 10%

照明設備 ※その他の場合は記入

改修前設備 改修後設備

機器番号

型番

台数

図面の集計表

■

■

■

機器番号

型番

台数

■

■

■

①

②

③

①

②

③

5 400.00 5 140.00

22 1,958.00 22 594.00

10 400.00 10 190.00

2 80.00

1 20.00

1 20.00

13 338.00 13 260.00

101 3,333.00 101 464.60

1 10.00

3 30.00

6 240.00 6 162.00

71 5,680.00 71 2,264.90

40 1,320.00 40 184.00

40 1,320.00 40 184.00

1 10.00

1 10.00

40 800.00 40 408.00

1 10.00

40 1,320.00 40 184.00

40 800.00 40 408.00

1 10.00

1 10.00

1 10.00

3 30.00

　総消費電力（全体） 　a 18,159.00 　改修割合 　d=c/a×100

合計（改修前） 合計（改修後）

　改修後総消費電力（補助対象機器） 　b 5,443.50 　分類別省エネ率 　e=(c-b)/c×100

　改修前総消費電力（補助対象機器）
　※○の場合

　ｃ 17,909.00 　建物全体の分類別省エネ率 　f=消費割合×d×e

氏名

台数（全数）g 445 台数（未改修機器） 17 台数（改修後機器）i 428台数（改修前機器）

室名等を記入
してください。

提案時に別の書式で一覧表を作成している場合は、
提案時のものでも結構ですが、補助対象機器の型
番等が確認できるよう記入してください。

未改修の機器は、改修後設備
に記入は不要です。

必ず型番を記入してく
ださい。

メーカー仕様書にマーキングをし
た性能値を転記してください。

wまたはkwで統一した数値を記
入してください。

改修は○、未改修は×をプルダウンより選択してください。
（○×は自動計算に反映されます。必ず選択してください。）

※誘導灯は補助対象外（未改修）となります。

参考様式1-3の[改修割合]および
[分類別省エネ率]の欄に転記してください。

照明の機器一覧表は２種類のうち、

入力しやすい方をお選びいただき
ご提出ください。

図面や見積書
に用いた機器
番号を記入し
てください。

空調と同一とする。



参考様式１－６

※1 建物ごとに１枚のシートを作成してください。
※2 複数棟を提案する場合、必要に応じてコピーし、全建物について記載してください。

また、全提案のうち何棟目の計算シートかを上記に明記してください。

１．エネルギー使用量の把握の方法及び活用方法

① エネルギー使用量の把握対象 ■ 建物全体 □ 設備単体 □ 両方

②エネルギー使用量の把握方法 □ 計測機新設 □ 既存計測機等利用 ■ 領収書等利用

③エネルギー使用量の計測周期 ■ 月別 □ 日別 □ 時刻別

④計測したデータの活用方法

■

□

□

□

□ その他（下記の余白に概要を記載してください）

２．エネルギー計測・管理の詳細（設備単体の計測を行う場合のみ記載）

改修した設備のエネルギー使用量を計測し、設備単体の運用状況や
建物全体のエネルギー使用量に対する割合等を把握する

設備毎のエネルギー使用量を計測し、設備毎の運用状況や建物全体
のエネルギー使用量の内訳等を把握する

エネルギー使用量を見える化するシステムの活用等により、各種設備
の運用状況やエネルギー使用量等を把握する

エネルギー計測・管理の内容

建物名 ○○病棟 2棟目／計2棟

　（□の部分は該当する項目を■で選択してください。）

エネルギー事業者からの料金請求書等に記載されている使用量を建
物全体のエネルギー使用量として集計し、月別の傾向や対前年との
比較、エネルギー消費原単位等により継続的な管理を行う

①設備単体を計測する場合、その計測の方法（計測点、データ記録方法、管理上の取り扱い等）
を記載してください。

②設備単体のエネルギー計測を行う場合、その方法の確認を行うため、必要に応じて単線結線
図、設備系統図等に、計測点及びデータ記録方法等を図示したもの（A４サイズ又はA3サイズ）
を別添資料として添付してください。

建物名・棟数は参考様式1-1
より転記されます。



参考様式２－１

１．事業費
（１）省エネ改修におけ
る建設工事等

 ｄ 102,516

（２）エネルギー使用量
の計測等

 ③ 988

（３）省エネルギー性能
の表示

 ④ 512

合計  ア＝ｄ＋③＋④ 104,016

工事費  イ＝ａ’＋ｃ 59,027

設備費  ウ＝ｂ 41,876

合計  エ＝ｄ’＝イ＋ウ 100,903

988

工事費  カ ＝オ×②／③ 555

設備費  キ＝オ－カ 433

（３）省エネルギー性能
の表示

 ④ 512

３．補助額 工事費  ク＝（イ＋カ）×１／３ (切り捨て) 19,860

設備費  ケ＝（ウ＋キ）×１／３ (切り捨て) 14,103

（２）省エネルギー性能の
表示に係る補助額

 コ＝④×１／３ 170

工事費  ク 19,860

設備費
 サ：ケ、または２５百万円のいずれか
低い額

14,103

 コ 170

合計  シ＝ク＋サ＋コ 34,133

（２）附帯事務費  ス＝シ×２．２％以内 (切り捨て)

（３）補助申請額  セ：「シ＋ス」、または５０百万円のいずれか低い額 34,133

■他の補助金の有無

注１）消費税等は除いた額を記載してください。

注２）千円未満は、切り捨て処理としてください。

補助対象事業費内訳
（バリアフリー改修工事無し）

区分 項目
金額

（単位：千円）

２．補助対
象事業費 （１）省エネ改修におけ

る建設工事等

　本事業以外に、国や地方公共団体の補助金を申請又は受領する予定がある場合、下記に事業名と本事業との区分けを明記してください。

（２）エネルギー使用量
の計測等

 オ：③が100万円を超える場合はｄ×10％と③のいずれ
か低い額、③が100万円以下の場合は③

内訳

（１）省エネ改修におけ
る建設工事等及びエネ
ルギー使用量の計測
等に係る補助額

４．補助申
請額 （１）省エネ改修におけ

る建設工事等、エネル
ギー使用量の計測等
及び省エネルギー性
能の表示に係る補助
金の額

省エネルギー性
能の表示

グレー部分は自動計算です。



参考様式２－２

省エネ改修に係る建設工事等に係る事業費の内訳

１．躯体改修工事（工種別に記載）

屋根断熱工事(846.4㎡) 1 式 4,232

天井開口復旧（点検口取付含む） 1 式 1,500

日射調整フィルム工事(215.0㎡) 1 式 3,225 1/2　1,500千円

小計　ａ 　　 8,957

小計　ａ’ 　 7,344

２．設備改修工事（本体機器費：設備別に記載）

熱源機（63台）、室内機（67台） 1 式 36,750

428台 1 式 5,126

小計　ｂ 41,876

３．設備改修工事（附帯工事費：設備別に記載）

熱源機、室内機、全熱交換機 1 式 22,350

既存熱源、室内機、グリル等 1 式 5,080

ドレン管、冷媒管、、保温等 1 式 18,550

熱源廻り 1 式 2,500

天井材：化粧石膏ボード（100㎡） 1 式 850

1 式 1,712

1 式 641

小計　ｃ 51,683

102,516

100,903

　機器費

補助対象事業費内訳

項目
（部位別・機器別）

仕様 数量 単位
金額

（単位：千円）
備考

断熱工事

日射フィルム

①空調設備

②照明設備

　機器費

③

④

①空調設備

　機器取付

　機器撤去

　配管工事

  内装復旧工事

②照明設備

　機器取付

　機器撤去

　配管撤去

５．省エネ改修における建設工事等に係る補助対象事業費　　　　　　　　　　　　　　　合計　ｄ’＝ａ’＋ｂ＋ｃ　

③

④

４．省エネ改修における建設工事等に係る事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　ｄ＝ａ＋ｂ＋ｃ　　 

２．設備改修工事
設備工事毎に分けて記載してください。

３．設備改修工事
見積書に沿って、設備工事毎に分け
て記載してください。

フィルムの項目は、自動計算で工事費を
1/2した金額が加算されます。
※項目欄に「フィルム」と記入してください。

日射調整フィルムを
採用する場合は、備
考欄に当該工事費を
1/2した金額を記載し
てください。

補助対象金額が採択
金額を超える場合は、
ラベリングをしてくださ
い。

見積書の金額を記載してください。
千円未満は切り捨てをしてください。

見積書の複数の項目を合計している場合は、
該当するページを備考欄に記載してください。

仕様の欄には、補助対象項目の
数量や台数を記入してください。



参考様式２－３

エネルギー使用量の計測等に係る補助対象事業費の内訳

６．設備費（計測機器費）

多回路モニタ　○○○　５台 1 式 433

電子センサー　△△△　１０台

小計　① 433

７．設置工事費（機器設置費等）

1 式 555

小計　② 555

988

省エネルギー性能の表示に係る補助対象事業費の内訳

９．省エネルギー性能の表示に係る費用

BELS申請料 1 式 210

表示プレート代 1 式 12

申請書作成料 1 式 290

小計　④ 512

※ 省エネルギー性能の表示に係る費用は、提案申請時の金額を超えて申請する事はできません。

尚、提案申請時から交付申請時の差額を省エネ改修工費費及びエネルギー使用量の測定等の費用として

移動することもできません。

補助対象事業費内訳

項目
（部位別・機器別）

仕様 数量 単位
金額

（単位：千円）
備考

　エネルギー計測機器

　機器取付費

備考

８．エネルギー使用量の計測等に係る事業費　合計　③＝①＋②

項目 仕様 数量 単位

　申請費用

　表示費用

　作成費用

金額
（単位：千円）



複数棟用 参考様式２－１(建物毎)

※建物ごとに作成してください。 建物名 〇〇病棟 2棟目／計2棟

１．事業費
（１）省エネ改修における建
設工事等

 ｄ 102,516

（２）エネルギー使用量の計
測等

 ③ 988

（３）省エネルギー性能の表
示

 ④ 512

（４）バリアフリー改修工事  ９． 3,120

合計  ア＝ｄ＋③＋④＋９． 107,136

 イ＝ａ’＋ｃ 59,027

 ウ＝ｂ 41,876

 エ＝ｄ’＝イ＋ウ 100,903

988

工事費  カ＝オ×②／③ 555

設備費  キ＝オ－カ 433

（３）省エネルギー性能の表
示

 ク＝④ 512

（４）バリアフリー改修工事  ケ＝９． 3,120

３．補助額  コ＝（イ＋カ）×１／３ (切り捨て) 19,860

 サ＝（ウ＋キ）×１／３ (切り捨て) 14,103

 シ＝コ＋サ 33,963

 ス＝ク×１／３ (切り捨て) 170

（２）バリアフリー改修工事に
係る補助額

 セ＝ケ×１／３ (切り捨て) 1,040

 コ 19,860

 ソ： サ、または２５百万円のいずれか低い額 14,103

 ス 170

 タ＝（コ＋ソ＋ス）×２．２％以内 (切り捨て)

 チ＝コ＋ソ＋ス＋タ 34,133

 ツ＝セ 1,040

 テ＝セ×２．２％以内 (切り捨て)

 ト＝ツ＋テ 1,040

 ナ：チ、または５０百万円のいずれか低い額 34,133

 ニ：ト、または２５百万円のいずれか低い額。
ただし、「ナ」の金額以下であること

1,040

 ヌ＝ナ＋ニ 35,173

■他の補助金の有無

注１）消費税等は除いた額を記載してください。
注２）千円未満は、切り捨て処理としてください。

補助対象事業費内訳

区分 項目
金額

(単位：千円）

２．補助対象
事業費 （１）省エネ改修における建

設工事等

工事費

設備費

小計

（バリアフリー改修工事を実施する場合）

（２）エネルギー使用量の計
測等

 オ：③が100万円を超える場合はｄ×10％と③のいずれか低い額、
③が100万円以下の場合は③

内訳

（１）省エネ改修における建
設工事等、エネルギー使用
量の計測等及び省エネル
ギー性能の表示に係る補助
金額

工事費

設備費

小計

省エネルギー性能
の表示

４．補助申請
額

（１）省エネ改修における建
設工事等、エネルギー使用
量の計測等及び省エネル
ギー性能の表示に係る補助
金の額

工事費

設備費

省エネルギー性能
の表示

附帯事務費

小計

　本事業以外に、国や地方公共団体の補助金を申請又は受領する予定がある場合、下記に事業名と本事業との区分けを明記してください。

（２）バリアフリー改修工事に
係る補助金の額

工事費

附帯事務費

小計

（３）補助申請額

建設工事等、ｴﾈﾙｷﾞｰ計測等
及び省ｴﾈﾙｷﾞｰ性能の表示

バリアフリー改修
工事

合計

グレー部分は自動計算です。



参考様式２－２

※建物ごとに作成してください。 建物名 2棟目／計2棟

省エネ改修に係る建設工事等に係る事業費の内訳

１．躯体改修工事（工種別に記載）

屋根断熱工事（846.4㎡） 1 式 4,232

天井点検口（50ヶ所） 1 式 1,500

日射調整フィルム工事（215.0㎡） 1 式 3,225 1/2　1,612千円

小計　ａ 　　 8,957

小計　ａ’ 　 7,344

２．設備改修工事（本体機器費：設備別に記載）

室外機（63台）、室内機（67台） 1 式 36,750

LED照明（428台） 1 式 5,126

小計　ｂ 41,876

３．設備改修工事（附帯工事費：設備別に記載）

熱源機、室内機、全熱交換機 1 式 22,350

既存熱源、室内機、グリル等 1 式 5,080

ドレン管、冷媒管、、保温等 1 式 18,550

熱源廻り 1 式 2,500

天井材：化粧石膏ボード（100㎡） 1 式 850

1 式 1,712

1 式 641

小計　ｃ 51,683

４．省エネ改修における建設工事等に係る事業費 102,516

５．省エネ改修における建設工事等に係る補助対象事業費 100,903

　機器費

複数棟用

補助対象事業費内訳

　〇〇病棟

項目
（部位別・機器別）

仕様 数量 単位
金額

(単位：千円)
備考

断熱工事

日射調整フィルム

①空調設備

②照明設備

　機器費

③

④

①空調設備

　機器取付

　機器撤去

　配管工事

　配管撤去

②照明設備

　機器取付

　機器撤去

  内装復旧工事

 　合計　ｄ’＝ａ’＋ｂ＋ｃ　

③

④

　合計　ｄ＝ａ＋ｂ＋ｃ

フィルムの項目は、自動計算で工事費を
1/2した金額が加算されます。
※項目欄に「フィルム」と記入してください。

日射調整フィルムを
採用する場合は、備
考欄に当該工事費を
1/2した金額を記載し
てください。

見積書の金額を記載してください。
千円未満は切り捨てをしてください。

２．設備改修工事
設備工事毎に分けて記載してください。

３．設備改修工事
見積書に沿って、設備工事毎に分け
て記載してください。

補助対象金額が採
択金額を超える場合
は、ラベリングをして
採択限度額内に調
整をしてください。

見積書の複数の項目を合計している場合は、
該当するページを備考欄に記載してください。

仕様の欄には、補助対象項目の
数量や台数を記入してください。



参考様式２－３

※建物ごとに作成してください。 建物名 2棟目／計2棟

エネルギー使用量の計測等に係る補助対象事業費の内訳

６．設備費（計測機器費）

多回路モニタ　○○○　５台 1 式 433

電子センサー　△△△　１０台

小計　① 433

７．設置工事費（機器設置費等）

1 式 555

小計　② 555

988

省エネルギー性能の表示に係る補助対象事業費の内訳

９．省エネルギー性能の表示に係る費用

BELS申請料 1 式 250

表示プレート代 1 式 12

申請書作成料 1 式 250

小計　④ 512

※ 省エネルギー性能の表示に係る費用は、提案申請時の金額を超えて申請する事はできません。

尚、提案申請時から交付申請時の差額を省エネ改修工費費及びエネルギー使用量の測定等の費用として

移動することもできません。

複数棟用

補助対象事業費内訳

〇〇病棟

項目
（部位別・機器別）

仕様 数量 単位
金額

(単位：千円）
備考

エネルギー計測器

　設置工事

８．エネルギー使用量の計測等に係る事業費　合計　③＝①＋②

項目 仕様 数量 単位
金額

(単位：千円）
備考

　申請費用

　表示費用

　作成費用

提案時の合計金額が上限となります。
建設工事費への流用は不可です。



参考様式２－４

※建物ごとに作成してください。 建物名 2棟目／計2棟

１．バリアフリー改修工事の工事内容および事業費の内訳

※１ 様式１の提案申請書でバリアフリー改修工事を「実施する」にチェックされた場合は、

本様式に沿って工事種別、施工部位の当該部分に□を■としてチェックをしてください。

また、併せて当該工事の工事箇所数およびその工事費を記入してください。

様式１で「実施しない」にチェックされた場合は、本様式の提出は必要ありません。

※２ バリアフリー改修工事を実施する工事場所が分かる図面を別添資料として提出してください。

□ ヵ所

□ ヵ所

□ ヵ所

■ 2 ヵ所 3,120 通用口用スロープ

□ ヵ所

□ ヵ所

□ ヵ所

□ ヵ所

Ⅷ）便所 □ ヵ所

□ ヵ所

 ９．バリアフリー改修工事に係る事業費　合計 2 ヵ所 3,120

注１）消費税等は除いた額を記載してください。

注２）特記すべき事項がある場合は、備考欄に記載してください。

複数棟用

補助対象事業費内訳

〇〇病棟

施工部位 工事有
工事

箇所数
金額

（単位：千円）
備考

Ⅶ）特殊な構造又は使用形態のエスカレーター

車いす使用者用便房

水洗器具を設けた便房

男子用小便器

Ⅰ）出入口

Ⅱ）廊下等

Ⅲ）階段

Ⅳ）傾斜路（スロープ）

Ⅴ）エレベーター（Ⅵ)に規定するものを除く。）及びその乗降ロ
ビー

Ⅵ）特殊な構造又は使用形態のエレベーター

提案時の合計金額が上限となります。
建設工事費への流用は不可です。



任意様式４

１．空調機　解体工事
２．天井断熱工事
３．空調設備工事

名称 摘要 数量 単位 単価 金額（円） 備考

1.空調機　解体工事 空調機　解体工事 1 式 12,110,000

契約見積書が上記の表示であったときは下記の詳細な内訳書を

作成し提出する。

　熱源機

ビルマルチ 50 台 60,000 3,000,000

　室内機 天井カセット型 300 台 8,200 2,460,000

　配管 冷媒管（保温付） 2,000 m 900 1,800,000

ドレン管 2,000 m 750 1,500,000

　屋上タンクダクト搬出 撤去・クレーン65ｔ 9 台 150,000 1,350,000 3台×3日

　小計 10,110,000

　諸経費 2,000,000 16.50%

2.天井断熱工事 断熱材 1 式 1,785,888

契約見積書が上記の表示であったときは下記の詳細な内訳書を

作成し提出する。

断熱材 GW24ｋ50mm敷込（材工） 210 ㎡ 6,000 1,260,000

諸経費 1 式 77,700 77,700 10%

③小計 1,337,700

躯体工事　合計 ①+②+③ 1,785,888 A

3.空調設備工事 契約見積書に下記内容の記載がある時は見積書をコピーして追記したもので可。

※詳細作成は不要です。

MAC1　ビル用マルチ　室外機 XYZ500〇〇 2 台 1,000,000 2,000,000 補助対象

防振架台 2 組 65,000 130,000

MAC1-1　室内機　天井カセット型 ABC-25〇〇 8 台 150,000 1,200,000

ワイドパネル CC-200 8 組 18,000 144,000

リモコン D50 4 個 8,000 32,000

①小計 3,506,000

冷媒管 9.5φ保温被覆付銅管 10 ｍ 600 6,000

冷媒管 12.2φ保温被覆付銅管 10 ｍ 700 7,000

ドレン管 ２５VP保温被覆付 6 ｍ 2,500 15,000

労務費 25,000×20人工 1 式 500,000 500,000

機器搬入楊重費 10ｔクレーン 2台 1 式 200,000 200,000

諸経費 1 式 62,800 62,800 10%

②小計 790,800

空調設備合計 ①+② 4,382,800

見積書「一式」の詳細内訳書

※見積書に明細表示がある時の追記事項（赤字）

※見積書の一式表記につきましては、見積書に追記、
もしくは別紙にて内訳根拠を記載ください。

メーカー型番

追記事項



１．開口部改修工事（内窓工法・既存サッシを利用した複層ガラス工法）
２．天井断熱工事
３．空調設備工事

名称 摘要 数量 単位 単価 金額 備考

1.窓工事 　

Low-e ペアガラス　　〇〇〇 Low-e3mm +A0.2mm +FL3mm（全て共通）

１階　ＡＷ－１ Ｗ477×Ｈ1231　1.18㎡ 2 枚 7,030 14,060

１階　ＡＷ－２ Ｗ885×Ｈ1281　1.14㎡ 1 枚 16,500 18,000

３階　ＡＷ－３ Ｗ424×Ｈ1231　1.59㎡ 3 枚 12,880 20,480

５階　ＡＷ－５ Ｗ604×Ｈ1170　0.71㎡ 1 枚 12,880 12,880

内窓　〇〇〇 単板ガラス　t=4㎜ 2 箇所 25,000 50,000

５階　ＡＷ－６ Ｗ1600×Ｈ1200　3.88㎡

①小計 115,420

シリコン 23.20 ｍ 500 6,264

入替工事施工費（アタッチメント複層ガラス化） 4.62 ㎡ 6,600 30,492

内窓取付施工費 3.88 ㎡ 9,000 34,920

諸経費 1 式 30,252 30,252 10%

②小計 332,768

2.天井断熱工事

断熱材 GW24ｋ50mm敷込（材工） 210 ㎡ 6,000 1,260,000

諸経費 1 式 77,700 77,700 10%

③小計 1,337,700

躯体工事　合計 ①+②+③ 1,785,888 A

3.空調設備工事

MAC1　ビル用マルチ　室外機 XYZ500〇〇 2 台 1,000,000 2,000,000

防振架台 2 組 65,000 130,000

MAC1-1　室内機　天井カセット型 ABC-25〇〇 8 台 150,000 1,200,000

ワイドパネル CC-200 8 組 18,000 144,000

リモコン D50 4 個 8,000 32,000

PAC1-2　パッケージエアコン　壁掛け ABB-25□□ 2 組 85,000 170,000 補助対象外

リモコン D50 2 個 8,000 16,000 補助対象外

①小計 3,692,000

冷媒管 9.5φ保温被覆付銅管 10 ｍ 600 6,000

冷媒管 12.2φ保温被覆付銅管 10 ｍ 700 7,000

ドレン管 ２５VP保温被覆付 6 ｍ 2,500 15,000

労務費 25,000×20人工 1 式 500,000 500,000 対象外2人工▲50,000

機器搬入楊重費 10ｔクレーン 1 台 100,000 100,000

諸経費 1 式 62,800 62,800 10%

②小計 690,800

空調設備合計 ①+② 4,382,800 B

工事費合計 A+B 6,168,688

出精値引き ▲ 68,688

改め計 6,100,000

補助対象外工事費 ￥186,000(機器費)+￥50,000(工事費　2人工×25,000）) 236,000

補助対象工事費 ￥6,100,000-￥236,000 5,864,000

補助対象額の算出にあたって記載ポイント

別紙にて機器価格の確認
ができる資料を添付。

※見積書の一式表記につきましては、見積書に追記、
もしくは別紙にて内訳根拠を記載ください。

開口部面積表にて算出した開口部の寸法と面積を明記○○○は製品名を明記

設計図書に記載の機器番号を追記(手書き可）。

メーカー型番

補助対象外項目
が含まれている場
合は、備考欄等に
わかるように明記
をしてください。

見積書の一式表記につきまして
は、見積書に追記、もしくは別紙
にて、内訳根拠を記載ください。

一式について、
人工で算出の
場合は、更に
人工算出の詳
細を求める事
があります。

値引きがある場合は、どの項目が値引きされているか明
確にして、補助金額を算出してください。（記載の算出は、
対象外については値引きを無視した一例です。）

補助対象工事、補助対象外工事を集計してください。



○参考様式１-４に記載する性能値（能力・消費電力等）の根拠となる資料をご提出ください。

○改修前・改修後のいずれもご提出ください。なお、仕様書等の入手が困難な場合は、

　型番や性能値が確認できるもの（機器の銘板の写真等）をご提出ください。

○字が潰れているなど、不鮮明な資料では審査できませんので、ご注意ください。

※機器番号は見積書・図面・機器・出荷証明書とも、同一の記号を記載してください。

＜仕様書の場合＞

ＰＡＣ-1
＜エアコン仕様書＞

型番

定格冷房 10.0

定格暖房 11.2

定格冷房 2.73

定格暖房 2.60

＜カタログの場合＞

Ａ１

型番：　〇〇〇〇〇〇
\10,000（税抜）（蛍光灯・ランプ付）

定格消費電力：　19.00W
サイズ ： 〇〇×○○×○○

質量 ： 〇ｋｇ

仕様 ： 〇〇〇〇

メーカー仕様書またはカタログの提出方法について

〇〇〇-〇〇

能力
（ｋＷ）

消費電力
（ｋＷ）

型番、性能値（能力、消費電力等）
にマーキングしてください。

見積書・図面・機器一覧表に記
載の機器番号と照合できるよう、
機器番号を右上に記入してくださ

該当設備をカタログより抜粋し、明示してください。
（カタログ冊子の添付はご遠慮ください。）



省エネ改修審査室

令和３年度　既存建築物省エネ化推進事業

交付変更承認申請書
≪作成要領≫

令和３年８月

一般社団法人　環境共生住宅推進協議会



◇交付変更承認申請書の作成要領

[ 目次 ]
（頁）

1． 交付変更承認申請書の作成要領 1

2． 作成・提出にあたっての留意点 2

3． 提出書類の記入例 3



交付変更承認申請書の作成要領

1）記入例を参考に１部を作成し、ファイル（Ａ４縦）に綴じて提出してください。
・提出書類は、返却いたしません。控えを各自保管してください。
・表紙及び背表紙には、交付変更承認申請書である旨の他、応募番号、事業名、
　提案者名を表記してください。（「交付申請書イメージ図」参照）

2）申請書類は、原則としてＡ４サイズとしてください。
・設計図書等は最大でもＡ３サイズとし、Ａ４サイズに折込んでください。
・書類の差替えを考慮し、両面コピーはお控えください。

3）書類の順番は下記一覧表の通りとし、各書類毎にインデックスで区切ってください。
・インデックスには、様式名等、書類内容が分かるように記載してください。
・インデックスは白紙に貼り、その後ろに書類や資料を挟んでください。
・書類に直接インデックスを貼りますと、差替えをした場合に破棄されてしまいます。

提出書類一覧表　（別記様式第４以外は、交付申請時の様式と同じです。）

　提　　出　　書　　類 様　　式 記入例

令和３年度住宅・建築物環境対策事業費補助金交付変更承認申請書 別記様式第４ ○

交付決定通知書 原本写し

交付申請額の算出方法及び事業経費の配分 別紙１ ○

交付申請額の算出方法の明細 別紙２ ○

附帯事務費明細書 別紙３ ○

採択通知書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(※１) 原本写し

建築士による提案内容への適合確認書 別添１ ○

全体事業進捗管理表（複数の建築物等を改修する提案の場合） 別添２ ○

交付申請内訳書（複数の建築物等を改修する提案の場合） 別添３ ○

交付申請概要書（複数の建築物等を改修する提案の場合） 別添４ ○

補助事業に関する宣誓書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(※１) 別添５

申請の制限に係る事案の有無等の確認書　　　　　　　　　　　　　(※１) 別添６

振込口座登録票　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(※１) 別添７

建築士による耐震性の基準への適合確認書　　　　　　　　　　　　(※１) 別添８

耐震性を証明する書類（登記事項証明書、建築確認検査済証　等）　(※１) 原本写し

代表提案者の登記簿等事業実態のわかる書類　　　　　　　　　　　(※１)
原本

(３か月以内)

委任状　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 　(※１) 任意様式１

各種工事期間がわかる工事工程表　　　　　　　　　　　 　　 　　(※１) 任意様式２

改修割合、省エネ効果、エネルギー計測・管理等の計算書　　　　　(※１)
参考様式１－１

～１－５
設計図面（配置図、平面図、立面図など）、改修部分、計測の範囲
が明確で計測機器の設置が分かる書類等　　　　　　　　　　　　　(※１)

任意様式３

事業費総額（契約予定時）の見積書　　　　　　　　　　　　　　　(※１) 原本写し

補助対象事業費内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(※１)
参考様式２－１

～２－３

補助対象事業費の見積書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(※１) 任意様式４
(原本写しに追記も可)

改修機器の価格表（カタログ、定価表　等）　　　　　　　　　　　(※１) 任意様式５

改修機器、計測機器、未改修機器のカタログ、メーカー仕様書　　　(※１) 任意様式６

バリアフリー改修設備のカタログ、メーカー仕様書　　　　　 　 　(※１) 任意様式７

共同事業実施規約　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　(※１) 任意様式８

リース契約・ESCO契約等の場合の相関図　　　　　　　　　　 　   (※１) 任意様式９

その他協議会が確認に必要と判断するもの ―

（※１）交付申請時から変更がない場合は、提出不要です。

種別

必
須
様
式

添
付
資
料
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[作成・提出にあたっての留意点]

1． 交付変更承認の主旨

・マニュアルのフローチャートに従い、交付変更の内容が増額による変更か、
　事業量の減少による減額かを明確にして作成してください。

2． 既存建築物省エネ化推進事業補助金交付変更承認申請書（別記様式第4）

・交付変更申請額、前回交付決定額と変更増減額を単位（千円）で記入してください。

3． 建築士による提案内容への適合確認書（別添1）

・別記様式第4の「3．変更理由（別紙のとおり）」については、当該別添1②の「3．採択された
　省エネ改修事業の内容への適合状況」に変更内容と理由を簡潔に記入してください。

4． 交付変更がある場合の設計図書等（任意様式3）

・上記の別添1「建築士による提案内容への適合確認書」に記載した変更内容（省エネ率、
　機器及び金額等の変更）が、すべて確認できるよう図面は「変更前」と「変更後」とを分け
　て作成し、あわせて関連資料も添付してください。

◇留意事項

・採択通知の内容と異なる変更は認められません。また、増額変更の場合、
　採択通知の別紙に掲げられた補助限度額を超えることもできません。

　
・採択通知の内容に影響を与えうるおそれのある変更については、交付変更承認申請
　が必要となる場合がありますので、あらかじめ協議会にご相談ください。

・当初の予定どおりに工事を実施しているが、交付決定額よりも少額で完了が見込ま
　れる場合の変更申請は不要です（実績報告書で報告をしていただきます）。　

当初の予定通りに工事を実施しているが、交付
決定額よりも少額で完了が見込まれる場合は、
完了実績報告書で報告していただきます。

交付変更承認申請を行わないで、実績報告書を
提出することはできませんのでご注意ください。
その場合は、増額は認められません。　増額しない　

事業内容に変更が生じる場合は、事前に協議会へご相談いただき、交付変更承認申請書の作成指示が
ある場合のみ作成してください。

採択通知内容の変更を伴うか

増額変更か

事業量の減少による減額か

交付変更承認申請は不要

まずは協議会にご連絡ください

交付変更承認申請が必要

交付変更承認申請もしくは
完了実績報告書により報告

変更なし　
変更あり

増額する

減少する
　減少しない　

- 2 -



◇提出書類の確認事項／チェックシート

［事務代行者］※交付申請時から変更がある場合のみ記入

電話番号 FAX

携帯番号 Ｅ-ｍａｉｌ

［交付変更承認申請書］

様式 　提出書類

別記様式第４
令和３年度住宅・建築物環境対策事業費補
助金交付変更承認申請書 ■

原本写し 交付決定通知書 ■

別紙１
交付申請額の算出方法及び事業経費の配
分 ■

別紙２ 交付申請額の算出方法の明細 ■

別紙３ 附帯事務費明細書 ■

原本写し 採択通知書 ※ □

別添１ 建築士による提案内容への適合確認書 ■

別添２ 全体事業進捗管理表 －

別添３ 交付申請内訳書 －

別添４ 交付申請概要書 －

別添５ 補助事業に関する宣誓書 ※ □

別添６ 申請の制限に係る事案の有無等の確認書 ※ □

別添７ 振込口座登録票 ※ □

別添８
建築士による耐震性の基準への適合確認
書

※ □

原本写し 耐震性を証明する書類 ※ □

原本(３か月以内)
代表提案者の登記簿等事業実態のわかる
書類

※ □

任意様式１ 委任状 ※ □

任意様式２ 各種工事期間がわかる工事工程表 ※ □

参考様式
１－１～１－５

改修割合、省エネ効果、エネルギー計測・
管理等の計算書

※ ■

任意様式３
設計図面（配置図、平面図、立面図など）、
改修部分、計測の範囲が明確で計測機器
の設置が分かる書類等

※ ■

原本写し 事業費総額（契約予定時）の見積書 ※ ■

参考様式
２－１～２－３

補助対象事業費内訳 ※ ■

任意様式４ 補助対象事業費の見積書 ※ ■

任意様式５ 改修機器の価格表（カタログ、定価表　等） ※ ■

任意様式６
改修機器、計測機器のカタログ、メーカー仕
様書（改修前後）

※ ■

任意様式７
バリアフリー改修設備のカタログ、メーカー
仕様書

※ －

任意様式８ 共同事業実施規約 ※ －

任意様式９ リース契約・ESCO契約等の場合の相関図 ※ －

― その他協議会が確認に必要と判断するもの ※ －

確認事項
確認欄

(手書き可)

法人名
フリガナ　

部署・役職 担当者名
フリガナ　

住所
〒

前回交付決定額・交付変更申請額・変更増減額及び実施期間等の整合
を確認のうえ、押印原本を提出。

交付決定通知書の写しを添付。

金額等に不備がないか確認。

金額等に不備がないか確認。

金額等に不備がないか確認。

建築士は内容について責任を持つものとし、その旨を証明する本書類（建
築士の個人印押印）を提出。不正があった場合は、建築士法に基づき処
分を行う場合があることに留意すること。

複数棟申請の場合のみ提出。

複数棟申請の場合のみ提出。

複数棟申請の場合のみ提出。

■
提出書類に不備がないように再度チェックをお願いします。

このチェックシートをファイルの一番上に綴じてご提出ください。

確認欄の「※」の書類については、
交付申請時より変更があるもののみ
提出してください。

交付変更承認申請書を提出の際、このチェックシートをファイ
ルの一番上に綴じてご提出ください。
※事務代行者連絡先は、交付申請時から変更がある場合の
み記入してください。（斜線を削除してから記入してください。）



別記様式第４

一般社団法人　環境共生住宅推進協議会

会長　竹中　宣雄　殿

代表提案者　

建設事業者　

　１．補助事業の名称　　既存建築物省エネ化推進事業

  応募番号

  事業名

　２．交付申請額 千円

　前回交付決定額 千円

　変更増減額 千円

　３．変更理由　　別紙のとおり

　４．交付申請額の算出方法及び事業経費の配分（交付申請書別紙１、２、３のとおり）

　５．事業完了の期日

　（申請書類）
１． 交付決定通知書 （原本写し）
２． 交付申請額の算出方法及び事業経費の配分 （別紙１）
３． 交付申請額の算出方法の明細 （別紙２）
４． 附帯事務費明細書 （別紙３）

　（添付資料）
１． 採択通知書 （原本写し）
２． 建築士による提案内容への適合確認書 （別添１）
３． 全体事業進捗管理表（複数の建築物等を改修する提案の場合） （別添２）
４． 交付申請内訳書（複数の建築物等を改修する提案の場合） （別添３）
５． 交付申請概要書（複数の建築物等を改修する提案の場合） （別添４）
６． 補助事業に関する宣誓書 （別添５）
７． 申請の制限に係る事案の有無等の確認書 （別添６）
８． 振込口座登録票 （別添７）
９． 建築士による耐震性の基準への適合確認書 （別添８）

１０． 耐震性を証明する書類（登記事項証明書、建築確認検査済証　等） （原本写し）
１１． 代表提案者の登記簿等事業実態のわかる書類 （原本）
１２． 委任状　＊該当事業者のみ （任意様式１）
１３． 各種工事期間がわかる工事工程表 （任意様式２）
１４． 改修割合、省エネ効果、エネルギー計測・管理等の計算書 （参考様式１－１～１－５）
１５． 設計図面（配置図、平面図、立面図など）、改修部分、 （任意様式３）

計測の範囲が明確で計測機器の設置が分かる書類等
１６． 事業費総額（契約予定時）の見積書 （原本写し）
１７． 補助対象事業費内訳（標準単価方式の場合は様式２－５のみ） （参考様式２－１～２－５）
１８． 補助対象事業費の見積書 （任意様式４）
１９． 改修機器の価格表 （任意様式５）
２０． 改修機器、計測機器のメーカー仕様書（改修前後） （任意様式６）
２１． バリアフリー改修設備のメーカー仕様書　＊該当事業者のみ （任意様式７）
２２． 共同事業実施規約　＊該当事業者のみ （任意様式８）
２３． リース契約・ESCO契約等の場合の相関図　＊該当事業者のみ （任意様式９）
２４． その他協議会が確認に必要と判断するもの

　　（記載上の注意）
１． 用紙の大きさは、日本工業規格で定めるＡ列４とし、縦位置とすること。（設計図書はＡ３折込で可）
２． 交付変更申請額の算出方法等は、すべて補助金交付申請書の様式を準用し、当初の数字を変更後数字の

上段に(　)書きで記入し、合計欄の下に変更増減の欄を設けること。

令和○年○月○日

令和３年度住宅・建築物環境対策事業費補助金交付変更承認申請書

記

（　21B-0000　）

令和○年○月○日

代表取締役　○○　○○

14,500

13,107

　令和○年○月○日付けＫＫＪ０３発第ＫＣ００ＸＸ号をもって交付決定の通知を受けた
標記事業については、当該決定の額及びその内容を変更したいので、下記のとおり申請し
ます。

〇〇〇リース株式会社

○○○○建設株式会社

代表取締役　○○　○○

1,393

（　○○病院省エネ化工事　）

工事代金等の最終支払予定日
を記入してください。

基本情報入力シート
より転記されます。

前回交付決定通知書に記載の交付決定
日と交付決定番号を記入してください。

今回申請の金額、前回交付決定通
知書に記載された金額を記入してく
ださい。単位は(千円)です。
増減額は自動計算です。
採択金額を超えて申請することは
できません。

交付変更承認申請書の提出日を記入してください。
全ての添付書類の日付以降となります。

補助事業に関する宣誓書（別添5）の「有」に
該当する場合は、建設事業者を記入してくだ
さい。欄はエクセルの非表示行を再表示して
ください。

基本情報入力シート
より転記されます。



別紙１

補助率

( 34,175 ) ( )

38,262

( 987 ) ( ）

987

( 200 ) ( ）

200

( )

( 3,120 ) ( ）

3,120

( )

事業費計
(Ｇ)＝(Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｅ) 42,569

附帯事務費計
（Ｈ）＝（Ｄ+Ｆ）

交付申請額
（Ｉ）＝（Ｇ+Ｈ）

補助限度額

前回交付決定額
(Ｊ)

変動増減
(Ｉ-Ｊ)

□ あり ■ なし

（記載上の注意）１．

２．

３．

４．

交付申請額の算出方法及び事業経費の配分

(単位：千円)

事　業　区　分 補助対象事業費 補助金申請額

内
　
訳

省エネ改修工事費
（Ａ） 1/3

11,391

12,754

エネルギー使用量の
計測等に係る事業費

（Ｂ）
1/3

329

329

省エネルギー性能の
表示に係る事業費

（Ｃ）
1/3

66

66

附帯事務費（Ｄ)
((A＋B＋C)×2.2%以内)

259

289

バリアフリー改修に
係る工事費（Ｅ） 1/3

1,040

1,040

附帯事務費（Ｆ)
((Ｅ)×2.2%以内)

22

22

14,189

311

14,500

14,500

13,107

1,393

補助金申請額合計が補助限度額を超える場合、交付申請額は補助限度額とする。

各金額は千円単位で記入のこと。（端数切捨て）

事業名：○○病院省エネ化工事

　　補助対象建築物等における他の補助金の申請有無（予定含む）

　　「あり」の場合は他の補助を受ける内容を具体的に記載した資料を添付してください。

交付変更承認申請の場合には、前回申請で記載した内容を上段（　）内に記載

すること。※交付申請時には、下段のみ記載して下さい。

補助対象事業費には他の補助金を受けるものを含めることはできません。

上段（ ）内には、前回交付申請で
記載した金額を記入してください。

下段に変更申請する金額
を記入してください。

自動計算されます。

採択通知書の補助限度額
を記入してください。

「あり」か「なし」のどちらかに
チェックしてください。

前回交付決定通知書に記載され
た金額を記入してください。

前回交付決定額と今回申請額の
差額が自動計算されます。

基本情報入力シート
より転記されます。



別紙２

(単位：千円)

補助率

( １棟 ) ( 34,175 ) ( 11,391 )

　
１棟 34,175 11,391

(単位：千円)

補助率

( １棟 ) ( 987 ) ( 329 )

　
１棟 987 329

３．省エネルギー性能の表示に係る事業費
(単位：千円)

補助率

( １棟 ) ( 200 ) ( 66 )

　
１棟 200 66

(単位：千円)

補助率

( １棟 ) ( 3,120 ) ( 1,040 )

　
１棟 3,120 1,040

1/3

交付申請額の算出方法の明細

１．省エネ改修工事費

補助対象棟数 補助対象事業費 補助金申請額

補助金申請額

２．エネルギー使用量の計測等に係る事業費

補助対象棟数 補助対象事業費 補助金申請額

1/3

補助対象棟数 補助対象事業費

事業名：○○病院省エネ化工事

1/3

４．バリアフリー改修に係る工事費　※1

補助対象棟数 補助対象事業費 補助金申請額

1/3

※1　バリアフリー改修に係る工事費は、バリアフリー改修工事を行う場合のみ記載すること。

注１．交付変更承認申請の場合には、前回申請で記載した内容を上段（　）内に記載すること。

　　　※交付申請時には、下段のみ記載すること。

注２．建築物等毎に補助対象事業費の積算内訳(参考様式２)を添付すること。

上段（ ）内は、前回交付申請で記載
した棟数、補助対象事業費、補助金
申請額を記入してください。

下段に変更申請する棟数、
補助対象事業費、補助金
申請額を記入してください。

基本情報入力シート
より転記されます。



別紙３

費　目 科　目 積　算　内　訳 使　　途

( 259 )

289

( 0 )

0

( 259 )

289

附帯事務費明細書

(単位：千円)

金　額

旅　　費 旅費 ○○円×○日：○○○円

労働者派遣事業
者との契約によ
る技術者等の交
通費

庁　　費

合　計

事業名：○○病院省エネ化工事

注１．交付変更承認申請の場合には、前回申請で記載した内容を上段（　）内に記載すること。

　　　※交付申請時には、下段のみ記載すること。

注２．積算内訳の欄には、当該経費に係る額の算出についての積算の内訳を詳細に記載すること。

　　　複数の建築物等にかかる場合は該当する建物を記載すること。

注３．使途の欄には、必要に応じて、当該積算内訳についての使途の内容を記載すること。

　　　また、ここに挙げる事務費は建築工事費の諸経費に含まれないこと。

上段（ ）内は前回交付申請した金額、

下段には変更後の金額を記入してください。

基本情報入力シート
より転記されます。



別添１①

( )

)号

建築士の氏名 印

建築士事務所名または会社名

（ )号

１．建築物の基本事項

事　業　名

建築物の所在地

構造・階数等

２．申請者等の概要

(

(

建築士による提案内容への適合確認書

　当該申請に係る建築物等の設計内容と、提案申請書に記載されている建築物の設計

内容との適合状況は、次のとおりであることを証明します。

令和○年○月○日

一級 )建築士 ( 大臣

○○病院省エネ化工事

登録番号( - )　第( ○○○○○○

○○　○○

○○○○建築設計事務所

一級 ）建築士事務所( ○○県 )知事登録　第( ○○○○○○

○○県○○市○○1-1-1

○造、地上○階建て、地下○階建て（うち○階）

代表提案者
 名称・役職・氏名 〇〇〇リース株式会社　代表取締役　○○　○○

 住所 東京都○○区○○1-2-3 電話番号 03-1234-5678

建　築　士

 住所 ○○県○○市○○2-2-2

一級 )建築士事務所( ○○県 )知事登録　　第(

)　第(一級 )建築士( 大臣 ) 登録番号( -

○○　○○

○○○○○○ )号

建　築　主
(建物所有者)

 名称・役職・氏名 医療法人社団　〇〇〇〇　理事長　△△　△△

 住所 東京都○○区○○9-8-7 電話番号 03-9876-5432

 建築士事務所名
 または会社名

○○○○建築設計事務所

 氏名

○○○○○○ )号

)第(

【建築士は内容について責任を持つものとし、その旨を証明する本書類を提出すること。

　不正があった場合は、建築士法に基づき処分を行う場合があることに留意すること。】

○○○○○ )号

 氏名又は名称 ○○○○建設株式会社（空調工事）

 住所 ○○県○○市○○3-3-3

建設事業者

 建設業許可番号( 国土交通大臣 )許可( 般-○○

交付申請時と同様に作成してください。
変更がある場合は、変更箇所が分かるよう明示してください。



別添１②

３．採択された省エネ改修事業の内容への適合状況

30.0 ％ 31.0 ％

15.0 ％ 15.0 ％

注１．

注２. 適合性の評価は、どちらか該当する方を選択すること。

注３. 増改築工事の有無について、どちらか該当する方を選択すること。

４．提案時からの変更内容

　提案時からの変更の有無　（該当する方を選択してください。）

No 変更内容 採択時(変更前)

1 開口部改修（フィルム）面積の変更 165㎡

2 計測計画の変更 CT設置数60箇所

3 省エネ率の変更 30.0%

建物全体の省エネ率（％）
採択時 交付時

躯体(外皮)の改修面積割合（％）
採択時 交付時

省エネ改修事業の内容 適合性の評価

・交付申請書に添付のエネルギーの消費量算定根拠資料一式
 （提案様式3-2～3-5、設計図書、メーカー資料等）

・提案申請様式3-6に記載してあるエネルギー計測・管理の内容に関する資料
　一式 （必要に応じて結線図、計測機器のメーカー資料等）

適

増改築工事の有無 無

適合性の評価は、改修前後の設備機器等の名称、仕様、COP等の性能値を確認すること。
また、参考様式1-1～1-4に記載してあるエネルギーの消費量算定根拠及び参考様式1-5に記
載してあるエネルギー計測・管理の内容を確認すること。

　※当初提案時からの変更内容を簡潔に記入してください。

有

提案時からの変更

今回の申請(変更後) 変更理由

180㎡に増加 施主要望のため再計測

CT設置数10箇所 計測の合理化として空調盤と照明盤
の大元のみの計測計画に変更

31.0%
より省エネ効果が見
込める器具を選定

交付申請時からの変更内容を記載してください。
※交付申請時と同じ様式のため、「提案時、採択
時」を「交付申請時」と読み替えて作成してください。

交付申請時からの変更内容
を記載してください。
※交付申請時と同じ様式の
ため、「採択時」を「交付時」、
「交付時」を「変更時」と読み
替えて作成してください。

交付申請時と同様に作成してください。
変更がある場合は、変更箇所が分か
るよう明示してください。



別添１③

５．採択されたバリアフリー改修の補助対象となる改修箇所と仕様 (※1)

■ 　1.幅が80cm以上であること

■
　2.戸を設ける場合は、自動的に開閉する構造その他の車いす使用者が容易に開閉して通過できる
　　構造で、かつ、前後に高低差がない（水平部分を設けている）こと

□ 　1.表面が滑りにくい仕上げであること

□ 　2.階段又は傾斜路の上端に近接する部分において、点状ブロック等が敷設されていること(※2)

□ 　3.幅が120cm以上であること

□
　4.戸を設ける場合は、自動的に開閉する構造その他の車いす使用者が容易に開閉して通過できる
　　構造で、かつ、前後に高低差がない（水平部分を設けている）こと

□ 　1.手すりを設けていること(踊場を除く)

□ 　2.表面が滑りにくい仕上げであること

□ 　3.段が識別しやすいものであること

□ 　4.段がつまずきにくいものであること

□ 　5.段がある部分の上端に近接する踊場の部分において、点状ブロック等が敷設されていること(※3)

□ 　1.手すりを設けていること（勾配1/12以下で高さ16cm以下の傾斜部分を除く）

□ 　2.表面が滑りにくい仕上げであること

□ 　3.前後の廊下等と識別しやすいものであること

□ 　4.傾斜部分の上端に近接する踊場の部分において、点状ブロック等が敷設されていること(※4)

□ 　5.幅が120cm以上(階段に併設する場合は90cm以上)であること

□ 　6.勾配が1/12以下(高さ16cm以下の場合は1/8以下)であること

□ 　7.高さが75cmを超える場合は、高さ75cm以内ごとに踏幅150cm以上の踊場を設けていること

■ 　1.かご及び昇降路の出入口の幅が80cm以上であること

■ 　2.かごの奥行きが135cm以上であること

■ 　3.乗降ロビーは高低差が無く、その幅及び奥行きは150cm以上であること

■ 　4.かご内及び乗降ロビーに車いす使用者が利用しやすい制御装置が設けられていること

■ 　5.かご内に停止予定階・現在位置を表示する装置が設けられていること

■ 　6.乗降ロビーに到着するかごの昇降方向を表示する装置が設けられていること

□ 　1.段差解消機(平成12年建設省告示第1413号第1第九号のもの)であること

□ 　2.かごの幅が70cm以上であること

□ 　3.かごの奥行きが120cm以上であること

□
　4.車いす使用者がかご内で方向を変更する必要がある場合において、かごの幅及び奥行きが十分
　　確保されたものであること

□ □ 　1.車いす使用者用エスカレーター(平成12年建設省告示第1417号第1ただし書のもの)であること

□ 　1.腰掛便座、手すり等が適切に設置されていること

□ 　2.車いすで利用しやすいよう十分な空間が確保されていること

　水洗器具を
　設けた便房

□ □ 　1.水洗器具(オスメイト対応)を設けた便房であること

　男子用小便器 □ □
　1.置式の小便器、壁掛式小便器(受け口の高さが35cm以下のものに限る)その他これらに類する小
　　便器が設けられていること

改修箇所 仕様

　Ⅰ) 出入口 ■

　Ⅱ) 廊下等 □

　Ⅲ)階段 □

　Ⅳ)傾斜路
  （スロープ）

□

　Ⅴ)エレベーター（Ⅵ）に規
　定するものを除く。）及びそ
　の乗降ロビー

■

　Ⅵ)特殊な構造又は使用形
　態のエレベーター

□

　Ⅶ)特殊な構造又は使用形
　態のエスカレーター

　Ⅷ)
　便所
　(※5)

　車いす使用者
　用便房

□

※４　「勾配が1/20以下の傾斜部分の上端に近接する場合」「高さ16cm以下で勾配1/12以下の傾斜部分の上端に接する場合」「自動車車庫

　　　に設ける場合」「傾斜部分と連続して手すりを設ける場合」を除く。

※５　いずれか1以上の改修の場合でも可とする。

注１．「バリアフリー改修工事の内容」欄内に記載されているバリアフリー工事のうち、該当する改修箇所にチェック(☑または■)し、改修箇所に
対する仕様欄における各項目について適合していることを確認し、該当するものをチェック(☑または■)すること。各改修箇所における仕様欄
の全ての項目を満たすものが補助対象となります。

※１　本仕様は原則として「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（バリアフリー法）における建築物移動等円滑化基準に

　　　基づいています。

※２　「勾配が1/20以下の傾斜部分の上端に近接する場合」「高さ16cm以下で勾配1/12以下の傾斜部分上端に接する場合」「自動車車庫に

　　　設ける場合」を除く。

※３　「自動車車庫に設ける場合」「段部分と連続して手すりを設ける場合」を除く。

交付申請時と同様に作成してください。
変更がある場合は、変更箇所が分かるよう明示してくださ



別添２

採択を受けた棟数
（a）

今後交付変更承認申請を
予定している棟数（c）
（c）＝（a）－（b）

交付変更承認申請
予定時期

１１　月

月

　

(Ｃ）について交付変更承認申請の予定時期の内訳

交付変更承認申請を
予定している棟数

１　棟

棟

事業名：○○病院省エネ化工事

全体事業進捗管理表（複数の建築物等を改修する提案の場合）

交付申請棟数
（b）

３　棟

２　棟

１　棟

（うち交付申請済　１　棟）

（ ）には、交付決定済の
棟数を記入してください。

棟数を分けて申請する場
合（(a)－(b)の差分が出る
場合）は、交付変更承認
申請予定時期と棟数を記
載してください。

１棟申請の場合は提出不要です。

採択された棟数が３棟、すでに1棟が交付決定されており、
今回追加で１棟申請し、残り１棟は１１月に申請する場合

上段には、交付決定済＋今回
申請の棟数を記入してください。

基本情報入力シート
より転記されます。



補助対象事業費
（Ａ）

補助対象事業費
（Ｄ）

省エネ改修工事費 省エネ改修工事費

エネルギー使用量の
計測等に係る事業費

エネルギー使用量の
計測等に係る事業費

省エネルギー性能の
表示に係る事業費

省エネルギー性能の
表示に係る事業費

38,262 12,754

987 329

200 66 ( 13,149 ) ( 289 ) ( 1,040 ) ( 22 ) ( 14,500 )

43,210 14,403

865 288

300 100 ( 14,791 ) ( 325 ) ( 835 ) ( 18 ) ( 15,969 )

( ) ( ) ( ) ( ) ( 0 )

( ) ( ) ( ) ( ) ( 0 )

( ) ( ) ( ) ( ) ( 0 )

省エネ改修工事費 81,472 27,157
エネルギー使用量の
計測等に係る事業費 1,852 617
省エネルギー性能の
表示に係る事業費 500 166 ( 27,940 ) ( 614 ) ( 1,875 ) ( 40 ) ( 30,469 )

（単位　：　千円）
※ （Ｂ）は(A)×1/3の金額を記載して下さい。また、（E）は(D)×1/3の金額を記載して下さい。 千円未満の端数は切捨て
※ 他の補助金の対象と重なる工事は補助対象事業費に含めることはできません。
※ 新たに申請するもの（新規）、変更の申請（変更）、交付申請済み（申請済）のいずれかを選択して下さい。
※ 附帯事務費が発生するものについては別紙３附帯事務費明細書にその詳細を記載して下さい。
※1 下段（　）内には採択通知書の金額（またはその合計）を記載して下さい。

事業名：○○病院省エネ化工事

別添３

交　付　申　請　内　訳　書
（複数の建築物等を改修する提案の場合）

棟名
補
助
率

補助基本額（Ｂ）
（※1） 附帯事務費(Ｃ)

(※1)

（B)小計×2.2%以
内

補
助
率

補助基本額（E）
（※1） 附帯事務費(Ｆ)

(※1)

（E)小計×2.2%以
内

補助金交付
申請額(G)(※1)

(G) = (B)小計+(C)
+ (E）+(F)

小計
バリアフリー改修工事

に係る事業費

バリアフリー改修工
事

に係る事業費

変
更

○○ビル１ 1/3
13,149 289

3,120 1/3
1,040 22 14,500

申
請
済

○○ビル２ 1/3
14,791 325

2,505 1/3
835 18 15,969

新
規 1/3 1/3

0

新
規 1/3 1/3

0

新
規 1/3 1/3

0

1,875 40 30,469

合計　（Ｉ）
（小計の合計額）

30,469

小計
（H）

（※1）

27,940 614
5,625

変更がない場合は、交付決定され
た内容の金額を記入してください。

１棟申請の場合は提出不要です。

変更後の補助対象事業
費を記入してください。

変更後の申請額を
記入してください。

基本情報入力シート
より転記されます。
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棟名

フリガナ

フリガナ

令和 ○年 ○月 着工 ～ 令和 ○年 ○月 完了

□ あり ■ なし

□ あり ■ なし

・
・
・
・
・

■ あり ( ） □ なし
・
・
・

フリガナ

フリガナ

令和 ○年 ○月 着工 ～ 令和 ○年 ○月 完了

□ あり ■ なし

□ あり ■ なし

・
・
・
・
・

□ あり ( ） ■ なし
・
・
・

フリガナ

フリガナ

令和 年 月 着工 ～ 令和 年 月 完了

□ あり □ なし

□ あり □ なし

・
・
・
・
・

□ あり ( ） □ なし
・
・
・

※　棟名は交付申請内訳書と整合すること

交 付 申 請 概 要 書
（複数の建築物等を改修する提案の場合）

概　要

○
○
ビ
ル
１

建築主
ｶﾌﾞｼｷｶｲｼｬ○○○○　ﾀﾞｲﾋｮｳﾄﾘｼﾏﾘﾔｸ　○○　○○

株式会社○○○○　代表取締役　○○　○○

所在地
○○ｹﾝ○○ｼ○○1-1-1

〒000-0000　　○○県○○市○○1-1-1

事業期間 （着工～完了）

他の補助金申請
の有無

増改築工事の有無

省エネ改修工事
の内容

○○○○○○
○○○○○○
○○○○○○

エネルギー性能表示
の内容

BELS(モデル建築法にて算定）
○○○○○○

バリアフリー改修工事の有無 Ⅰ　Ⅱ　Ⅲ　Ⅳ　Ⅴ　Ⅵ　Ⅶ　Ⅷ

バリアフリー改修工事
の内容

○○○○○○
○○○○○○

○
○
ビ
ル
２

建築主
ｶﾌﾞｼｷｶｲｼｬ○○○○　ﾀﾞｲﾋｮｳﾄﾘｼﾏﾘﾔｸ　○○　○○

株式会社○○○○　代表取締役　○○　○○

所在地
○○ｹﾝ○○ｼ○○2-2-2

〒000-0000　　○○県○○市○○2-2-2

事業期間 （着工～完了）

他の補助金申請
の有無

バリアフリー改修工事
の内容

増改築工事の有無

省エネ改修工事
の内容

○○○○○○
○○○○○○
○○○○○○

エネルギー性能表示
の内容

BELS(モデル建築法にて算定）
○○○○○○

バリアフリー改修工事の有無 Ⅰ　Ⅱ　Ⅲ　Ⅳ　Ⅴ　Ⅵ　Ⅶ　Ⅷ

建築主

所在地 〒

事業期間 （着工～完了）

他の補助金申請
の有無

増改築工事の有無

省エネ改修工事
の内容

事業名：○○病院省エネ化工事

エネルギー性能表示
の内容

バリアフリー改修工事の有無 Ⅰ　Ⅱ　Ⅲ　Ⅳ　Ⅴ　Ⅵ　Ⅶ　Ⅷ

バリアフリー改修工事
の内容

１棟申請の場合は
提出不要です。

交付申請時と同様に作成してください。
変更がある場合は、変更箇所が分かる
よう明示してください。

基本情報入力シート
より転記されます。



省エネ改修審査室

令和３年度　既存建築物省エネ化推進事業

実績報告書
≪作成要領≫

令和３年８月

一般社団法人　環境共生住宅推進協議会



◇実績報告書の作成要領

[ 目次 ]
（頁）

1． 実績報告書の作成要領 1

2． 作成・提出にあたっての留意点 2

3． 提出書類の記入例 4

補足 現場工事写真の添付例



実績報告書の作成要領

1）記入例を参考に１部を作成し、ファイル（Ａ４縦）に綴じて提出してください。
・提出書類は、返却いたしません。控えを各自保管してください。
・表紙及び背表紙には、実績報告書である旨の他、応募番号、事業名、提案者名
　を表記してください。（「交付申請書イメージ図」参照）

2）申請書類は、原則としてＡ４サイズとしてください。
・設計図書等は最大でもＡ３サイズとし、Ａ４サイズに折込んでください。
・書類の差替えを考慮し、両面コピーはお控えください。

3）書類の順番は下記一覧表の通りとし、各書類毎にインデックスで区切ってください。
・インデックスには、様式名等、書類内容が分かるように記載してください。
・インデックスは白紙に貼り、その後ろに書類や資料を挟んでください。
・書類に直接インデックスを貼りますと、差替えをした場合に破棄されてしまいます。

提出書類一覧表

　提　　出　　書　　類 様　　式 記入例

令和３年度住宅・建築物環境対策事業費補助金完了実績報告書 別記様式第10 ○

交付決定通知書 原本写し

補助金精算調書 別紙１ ○

科目別決算内訳 別紙２ ○

科目別決算内訳の明細 別紙３ ○

附帯事務費明細書 別紙４ ○

建築士による提案内容への適合確認書（実績報告）　　　　　　　　（※） 別添１ 〇

建築士による耐震性の基準への適合確認書　　　　　　　　　　　（※１） 別添８ ○

耐震性を証明する書類（耐震診断の結果等）　　　　　　　　　　（※１） 原本写し

BELS等第三者機関の省エネルギー性能に関する評価結果　　　　　　（※） 任意様式１０

増減額内訳書 任意様式１１ 〇

改修工事の内容（仕様・数量）を確認できるもの 任意様式１２ 〇

請負契約書または注文請書・注文書等 原本写し

改修工事の工事費等支払いの事実を証明できるもの 任意様式１３ 〇

事業完了報告書 任意様式１４ 〇

設計変更がある場合の設計図面 任意様式１５

改修写真や計測機器の設置状況の写真等、完了出来形が判別できるもの 任意様式１６ 〇

その他協議会が確認に必要と判断するもの ―

（※）のある様式は建物毎に作成してください。

（※１）交付申請時に提出した「建築士による耐震性の基準への適合確認書」にて

　　　　耐震性に関するチェック項目「有していない」を選択した場合のみ必要。

補助金の支払い／請求書の作成要領

1）実施報告等に基づく審査が終わりましたら、協議会より事業提案者へ確定した
補助金額を通知します。

2）額確定後、記入例を参考に請求書を作成し、速やかに協議会へ提出ください。

　提　　出　　書　　類 様　　式 記入例

請求書 別記様式第12 ○

種別

必
須
様
式

添
付
書
類
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[作成・提出にあたっての留意点]

1． 建築士による提案内容への適合確認書（実績報告）　（別添１）
建築士による耐震性の基準への適合確認書（実績報告）　（別添８）

・建築士は、内容について責任を持つものとし、その旨を証明する本書類を作成してください。
不正があった場合は、建築士法に基づき処分を行う場合がありますので留意してください。

・別添１は、商品名、型番および数量等について、交付申請時と変更がないかを確認してください。

2. 設計変更がある場合の記載方法

3. 改修工事費等支払いの事実を証明できるもの

①出荷証明書又は納品書　（任意様式１２）

②支払済領収書　（任意様式１３）
・請負契約代金の支払いを証する書類として、領収書および送金伝票の写しを提出してください。
1) 領収書：建設事業者が発行したもの
2) 送金伝票：銀行等の第三者機関を通して入金が確認できるもの

4. 事業完了報告書　（任意様式１４）

5. その他協議会が確認に必要と判断するもの

・補足資料等がある場合は提出してください。

6. 設計変更がある場合の設計図面、改修部分・計測範囲が明確・設置が分かる書類等(任意様式１５)

・設計図面・書類等には、変更部分をわかりやすく明示してください。

・実績報告書の添付資料として、補助対象工事が適切に完了し、代表提案者から建設事業者へ補
助対象工事の支払いの完了および建設事業者から代表提案者に引き渡した旨、建築士が確認した
書面に署名捺印し、報告をしてください。

・原則として、採択された事業の変更は認められませんが、やむを得ず設備機器等の変更が生じた
場合は、別添１②「３．計画の変更等の適合状況」の（１）で有にチェックをし、変更内容と理由等を記
載のうえ、適宜資料を添付してください。

・省エネ性能に関係する変更の場合は、別添１②「３．計画の変更等の適合状況」の（２）で有に
チェックをし、変更内容および理由について詳細に記載してください。あわせて機器の性能値を確認
できるメーカー仕様書等を添付し、設計図面も変更箇所をマーキング等で明示してください。

・金額変更（減額）がある場合は、別添１②「３．計画の変更等の適合状況」の変更内容及び理由の
欄に、変更前及び変更後の金額を簡潔に記載してください。あわせて任意様式11「増減額内訳書」
の添付も必要となります。

・宛先（建設業者）、物件名、納入明細（型番・厚み等）、納品日または出荷日、数量（㎡等）、出荷元
の押印が明示されていることを確認してください。

③請負契約にBELS申請費等が含まれていない場合は、別途、評価機関が発行した領収書を提出し
てください。

- 2 -



7. 改修写真や計測機器の設置状況の写真等、完了出来形が判別できるもの　（任意様式１６）

※写真不備不足により施工状況が確認できない場合は、補助金が受けられないことがあります。
　写真がない場合は、工事監理報告書等の提出を求めます。

・写真の画面の中には必ず「工事写真用ボード」を入れて撮影をしてください。
　―「工事写真用ボード」には工事名、工事場所、工事内容、施工者名、撮影日を記入してください。
　　*撮影に際し、ストロボ等の反射によりボードの文字が不鮮明とならないように注意をしてください。

工事写真用ボード（例）

・下記、補助対象設備の銘版写真は、撤去時または撤去前に撮影してください。
　　既存空調設備：室外機
　　既存照明設備機器
　　既存給湯設備機器

・見積書に記載されている付帯工事(キュービクルの改造、機器撤去工事、天井補修等)は、
　全て撮影し、工事写真として提出してください。

　例1）日射調整フィルムの改修写真：「改修前」、「フィルム製品の現場納入時」及び「フィルム貼り
　　　　施工中」、「フィルム貼りが完了した全体写真」

　例2）断熱材の改修写真：「断熱材が納品されている現場」、「断熱材の施工前」及び「断熱材の施工中」及び
　　　「断熱材の施工完了時」

　例3）設備機器の改修写真：「各階毎の改修前・改修後の全体が確認できる写真」、「機器の設置状況」、
　　　「改修前・改修後の機器および型番が確認できる写真」、「機器の型番が確認できる銘板写真」

　例4）建物の外観写真：立面図で図示した４か所以上

　例5）計測機器の写真：「計測する計測機器の設置状況が確認できる写真」、「ソフトウェアについてはパソコン
　　　上で起動していることが確認できる写真」

　例6）バリアフリー改修：提案した全ての項目の「改修前の現状」「提案項目の設置完了写真」　　　
　　　　*廊下や出入口、ＥＶ等の提案では開口部や幅の寸法が確認できるように、メジャー等をあてて
　　　　　目盛が判読できるように撮影してください。

・省エネルギー性能評価結果(BELSプレート等)を掲示している様子がわかるもの（遠景や近景）
　も添付してください。

・撮影時期は、改修工事の進捗に合わせ「工事着工時」「改修前」「改修中」「改修後」の各段階がわ
かるものを基本としてください。また、改修前・中・後はすべて同じアングルで撮影できるように平面図
に写真を撮る方向を矢印で示し、写真番号を記載した「写真番号図」を作成してください。

・補助対象事業費として計上している全ての改修項目の確認ができる写真を添付してください。ただ
し、連続設置の照明器具など同一機種で複数ある場合は、過剰な添付は避け、　各階やフロア毎等
でまとめ、代表のものを添付してください。

・工事写真は、改修工事が適切に実施されたことを確認するためのものであり、工事などの進捗に
よって不可視となる箇所など後日確認が困難になるものについては特に重要ですので、事前に撮影
しておいてください。

撮影日 ○年○月○日

○○ビル省エネ化工

１階 事務室

○○○○工事
（工事内容、機器番号 等）
施行中

○○建設株式会社

電子看板を使用の際は、「信
憑性確認（改ざん探知機能）
を有するソフトを使用してくだ
さい。

※撮影日が確認できない場合
は、補助が受けられないことが
あります。
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◇提出書類の確認事項／チェックシート

［事務代行者］※交付申請時および交付変更承認申請時から変更がある場合のみ記入

電話番号 FAX

携帯番号 Ｅ-ｍａｉｌ

［実績報告書］

様式 　提出書類
確認欄

(手書き可)

別記様式第10
令和３年度住宅・建築物環境対策事業費補
助金完了実績報告書 ■

原本写し 交付決定通知書 ■

別紙１ 補助金精算調書 ■

別紙２ 科目別決算内訳 ■

別紙３ 科目別決算内訳の明細 ■

別紙４ 附帯事務費明細書 ■

別添１
建築士による提案内容への適合確認書（実
績報告） ■

別添８
建築士による耐震性の基準への適合確認
書 －

原本写し 耐震性を証明する書類 －

任意様式１０
BELS等第三者機関の省エネルギー性能に
関する評価結果 ■

任意様式１１ 増減額内訳書 ■

任意様式１２
改修工事の内容（仕様・数量）を確認できる
もの ■

原本写し 請負契約書または注文請書・注文書等 ■

任意様式１３
改修工事費等支払いの事実を証明できるも
の ■

任意様式１４ 事業完了報告書 ■

任意様式１５ 設計変更がある場合の設計図面 －

任意様式１６
改修写真や計測機器の設置状況の写真
等、完了出来形が判別できるもの ■

― その他協議会が確認に必要と判断するもの　　　　　　　 　　　 －

■

[補助金の支払い]

様式 　提出書類 確認欄

別記様式第12 請求書 ■

※額確定後に提出すること。

確認事項

法人名
フリガナ　

部署・役職 担当者名
フリガナ　

住所
〒

補助対象事業部分の納品書又は出荷証明書を添付。

交付決定額及び精算額・実施期間等の整合を確認を提出。（作成日は別
添1の作成日・事業完了日以降の日付となっているか）

交付決定通知書の写しを添付。

金額等に不備がないか確認。

金額等に不備がないか確認。

金額等に不備がないか確認。

金額等に不備がないか確認。

建築士は内容について責任を持つものとし、その旨を証明する本書類（建
築士の個人印押印）を提出。不正があった場合は、建築士法に基づき処
分を行う場合があることに留意すること。

記入漏れ等がないか確認のうえ、押印原本を提出。
※交付申請時に「有している」にチェックした場合は提出不要。

耐震診断の結果等の写しを添付。
※交付申請時に「有している」にチェックした場合は提出不要。

評価結果の写し及び引受承諾書の写し

交付決定後の変更や取りやめがあった場合は、見積書を基に変更前及び
変更後の内訳を提出。

提出書類に不備がないように再度チェックをお願いします。
このチェックシートをファイルの一番上に綴じてご提出ください。

確認事項

記入漏れ等がないか確認のうえ、押印原本を額の確定通知書受領後提
出。

収入印紙を貼った公式文書の写しを提出。
※実績報告までに提出済みの場合は不要。

請負契約代金の支払済領収書及び送金伝票等の写しを添付し、建設事
業者の代表者による原本証明がなされたもの（押印原本）を提出。
※請負契約にBELS申請費等が含まれない場合は別途領収書を添付。

記入漏れ等がないか確認のうえ、押印原本を提出。

設計図には工事完了・設計変更部分を明示すること。

・平面図には写真を撮った方向を矢印及び番号で図示。
・補助対象工事が適切に実施されたことが確認できる写真を提出。改修
前、改修中、改修後の写真を現場ボードを入れて撮影。

実績報告書を提出の際、このチェックシートをファ
イルの一番上に綴じてご提出ください。
※事務代行者連絡先は、交付申請時（または交
付変更時）から変更がある場合のみ記入してくだ
さい。（斜線を削除してから記入してください。）

請求書は額確定後に提出することを確認してください。



別記様式第10

一般社団法人　環境共生住宅推進協議会

会長　竹中　宣雄　殿

代表提案者　

建設事業者　

　１．補助事業の名称　　既存建築物省エネ化推進事業

　応募番号

　事業名

　２．補助金の交付決定額及び精算額

　補助金の交付決定額 円（円で記入）

　補助金の精算額 円（円で記入）

　３．補助事業の実施期間 ～

　４．補助事業の成果（添付書類のとおり）

　（申請書類）
１． 交付決定通知書 （原本写し）
２． 補助金精算調書 （別紙１）
３． 科目別決算内訳 （別紙２）
４． 科目別決算内訳の明細 （別紙３）
５． 附帯事務費明細書 （別紙４）

　（添付資料）
１． 建築士による提案内容への適合確認書（実績報告） （別添１）
２． 建築士による耐震性の基準への適合確認書 （別添８）
３． 耐震性を証明する書類（耐震診断の結果等） （原本写し）
４． ＢＥＬＳ等第三者機関の省エネルギー性能に関する評価結果 （任意様式１０）
５． 増減額内訳書（事業量の増減による増減額があった場合はその変更内容および額） （任意様式１１）
６． 改修工事の内容（仕様・数量）を確認できるもの （任意様式１２）

（補助対象事業部分の納品時の納品書または出荷証明書）
７． 請負契約書または注文請書・注文書等 （原本写し）
８． 改修工事の工事費等支払いの事実を証明できるもの （任意様式１３）

（補助対象事業部分の支払済領収書および送金伝票等の写し）
９． 事業完了報告書 （任意様式１４）

１０． 設計変更がある場合の設計図面（平面図、立面図など）、改修部分、
計測の範囲が明確で計測機器の設置が分かる書類等 （任意様式１５）

１１． 改修写真や計測機器の設置状況の写真等、完了出来形が判別できるもの （任意様式１６）
①改修写真は施工前全景、メーカー名、寸法がわかるもの
②施工前・施工後に撮影
③隠蔽部分は隠蔽前の写真
④計測機器の設置後の写真
⑤省エネルギー性能評価結果の表示の写真（プレート等）

１２． その他協議会が確認に必要と判断するもの

　　（記載上の注意）
１． 用紙の大きさは、日本工業規格で定めるＡ列４とし、縦位置とすること。（設計図書はＡ３折込で可）

令和○年○月○日

代表取締役　○○　○○

令和３年度住宅・建築物環境対策事業費補助金完了実績報告書

記

　令和○年○月○日付けＫＫＪ０３発第ＫＣ００ＸＸ号をもって補助金の交付決定を受け
た標記事業が完了したので、令和３年度既存建築物省エネ化推進事業補助金交付規程第１
０の規定により、関係書類を添え、下記のとおり報告します。

〇〇〇リース株式会社

○○○○建設株式会社

代表取締役　○○　○○

令和○年○月○日 令和○年○月○日

（　21B-0000　）

（　○○病院省エネ化工事　）

49,964,000

49,858,000

事業の実施期間（工事着工日（着工届けと同一）
～工事代金等の最終支払日）を記入してください。

基本情報入力シート
より転記されます。

前回交付決定通知書に記載の交付決定日
と交付決定番号を記入してください。
（変更申請した場合は、変更申請の際の交
付決定日および番号を記入してください。）

交付決定通知書に
記載された金額を記
入してください。
単位は（円）です。

別紙１の精算補助金
額を記入してください。

実績報告書の提出日を記入してください。
全ての添付書類の日付以降となります。

補助事業に関する宣誓書（別添5）の「有」に
該当する場合は、建設事業者を記入してくだ
さい。欄はエクセルの非表示行を再表示して
ください。

基本情報入力シート
より転記されます。



別紙１

金　　額 備　　考

1 149,897,000

2 49,964,000

3 149,581,000

4 49,858,000

6

事業名：○○病院省エネ化工事

補 助 金 精 算 調 書

（単位：円）

区　　分

交
付
決
定
の
内
容

補
助
金
換
算
額

※　精算補助金額は他の補助金の受け入れ未済額とすること。

※　添付する他の様式と金額が整合していること。

補 助 事 業 に 要 す る 経 費

補 助 金 額

5=2-4

補 助 金 受 入 済 額

精 算 対 象 支 払 額

精 算 補 助 金 額

7
差 引 受 入 未 済 額 ま た は 超 過 額

7=6-4

5
補 助 金 不 用 額

△ 106,000

単位は（円）です。

前回交付決定通知書
に記載の補助事業に
要する経費の金額を
記入してください。

前回交付決定通知書
に記載の補助金の交
付決定額を記入してく
ださい。

別紙2の補助対象事
業費の下段の金額の
合計を記入してくださ

別紙2の補助金申請
額合計（Ｉ）の金額を記
入してください。

差額は自動計算され
ます。

6と7は空欄

基本情報入力シート
より転記されます。



別紙２

補助率

( 144,113,000 ) ( )

143,880,000

( 1,852,000 ) ( ）

1,769,000

( 812,000 ) ( ）

812,000

( )

( 3,120,000 ) ( ）

3,120,000

( )

149,581,000

□ あり ■ なし

　　「あり」の場合は他の補助を受ける内容を具体的に記載した資料を添付して下さい。

科 目 別 決 算 内 訳

(単位：円)

事　業　区　分 補助対象事業費 補助金申請額

事業名：○○病院省エネ化工事

1/3
270,000

270,000

0

0

補助金申請額合計
（Ｉ）＝（Ｇ+Ｈ）

事業費計
(Ｇ)＝(Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｅ)

附帯事務費計
（Ｈ）＝（Ｄ+Ｆ）

0

1/3
48,037,000

47,959,000

1/3

1/3
1,040,000

1,040,000

617,000

589,000

49,858,000

0

　　補助対象建築物等における他の補助金の申請有無（予定含む）

（記載上の注意）

１.  交付申請（または交付変更承認申請）に基づく交付決定額を上段（　）内に記載すること。

交付決定額
(Ｊ)

    捨てて記入して下さい。

省エネ改修工事費
(Ａ)

エネルギー使用量の
計測等に係る事業費

（Ｂ）

省エネルギー性能の
表示に係る事業費

（Ｃ）

附帯事務費（Ｄ)
((A＋B＋C)×2.2%以内)

バリアフリー改修に
係る工事費（Ｅ）

附帯事務費（Ｆ)
((Ｅ)×2.2%以内) 0

49,964,000

内
　
訳

２.  補助対象事業費には他の補助金を受けるものを含めることはできません。

３.  実績報告書は円単位での作成となりますが、交付申請額の合計額は交付決定額以内の金額で千円未満を切り

変動増減
(Ｉ-Ｊ) △ 106,000

合
　
計

49,858,000

単位は（円）です。

上段（ ）内には、交付決定に基づく金額、
下段には、別紙3に記載した金額を記入してください。

自動計算されます。

交付決定通知書に記載の交
付決定額を記入してください。

自動計算されます。

基本情報入力シート
より転記されます。

「あり」か「なし」のどちらかに
チェックしてください。



別紙３

補助率

( ２棟 ) ( 144,113,000 ) ( 48,037,000 )

　
２棟 143,880,000 47,959,000

(単位：円)

補助率

( ２棟 ) ( 1,852,000 ) ( 617,000 )

　
２棟 1,769,000 589,000

３．省エネルギー性能の表示に係る事業費
(単位：円)

補助率

( ２棟 ) ( 812,000 ) ( 270,000 )

　
２棟 812,000 270,000

(単位：円)

補助率

( １棟 ) ( 3,120,000 ) ( 1,040,000 )

　
１棟 3,120,000 1,040,000

※1

補助対象事業費

補助金申請額

２．エネルギー使用量の計測等に係る事業費

1/3

補助対象棟数 補助金申請額

科目別決算内訳の明細

１．省エネ改修工事費
(単位：円)

補助対象棟数 補助対象事業費

1/3

事業名：○○病院省エネ化工事

1/3

1/3

補助金申請額

補助金申請額

注２．事業量の減少による減額があった場合はその変更内容および額の積算内訳を添付すること。

補助対象棟数

注１．交付申請(又は交付変更承認申請）に基づく交付決定額を上段（　）内に記載すること。

バリアフリー改修に係る工事費は、バリアフリー改修工事を行う場合のみ記載すること。

補助対象事業費

補助対象棟数 補助対象事業費

４．バリアフリー改修に係る工事費　※1

単位は（円）です。

補助対象事業費の上段（ ）内には、交付決定に基づく金額、下段
には最終的に工事に費やした補助対象事業費を記入してください。

補助金申請額の上段（ ）内には、交付決定に基づ
く金額、下段には補助金精算額を記入してください。

基本情報入力シート
より転記されます。



別紙４

費　目 科　目 積　算　内　訳 使　　途

( 0 )

0

( 0 )

0

( 0 )

0

事業名：○○病院省エネ化工事

附帯事務費明細書

(単位：円)

金　額

旅　　費

合　計

注１．積算内訳の欄には，当該経費に係る額の算出について積算内訳の概要を記載すること。

庁　　費

　　　とする。

注６．附帯事務費は本補助金事務にかかった費用と判断できるものとし、実費を超える額での申請は不可

注２．使途の欄には、必要に応じて、当該積算内訳についての使途の内容を記載すること。

注３．旅費については、「氏名」、「期間」、「金額」、「行先」、「目的」の分かる一覧表を添付すること。

注４．交付申請（または交付変更承認申請）に基づく交付決定額を上段（　）内に記載すること。

注５．領収書は提示を求めた際に提出できるよう、申請者にて保管すること。

単位は（円）です。

合計が交付決定時の金額を上回る場合
は交付決定時の金額を記入してください。

（ ）内には交付決定時の
金額を記入してください。

積算内訳の合計を記入してくださ
い。（千円未満切捨て）

基本情報入力シート
より転記されます。



別添１①

( )

)号

印

（ )号

１．建築物の基本事項

事　業　名

建築物の所在地

構造・階数等

２．申請者等の概要

(

(

- )　第(

　当該報告に係る建築物等の整備内容と、交付申請書に記載されている内容との適合

状況は、次のとおりであることを証明します。

建築士による提案内容への適合確認書 (実績報告)

一級 )建築士 ( 大臣

令和○年○月○日

○○○○○○登録番号(

○○　○○

○○○○建築設計事務所

）建築士事務所( ○○県 )知事登録　第( ○○○○○○

建築士事務所名または会社名

建築士の氏名

○○病院省エネ化工事

○○県○○市○○1-1-1

○造、地上○階建て、地下○階建て

代表提案者
 名称・役職・氏名 〇〇〇リース株式会社　代表取締役　○○　○○

 住所 東京都○○区○○1-2-3 電話番号 03-1234-5678

建　築　主
(建物所有者)

 名称・役職・氏名 医療法人社団　〇〇〇〇　理事長　△△　△△

 住所 東京都○○区○○9-8-7 電話番号 03-9876-5432

)号

 氏名 ○○　○○

 建築士事務所名
 または会社名

○○○○建築設計事務所

一級 )建築士( 大臣 ) 登録番号( - )　第(

)許可( 特-管29 )第(

建　築　士

○○○○○○

一級 )建築士事務所( ○○県 )知事登録　　第(

【建築士は内容について責任を持つものとし、その旨を証明する本書類を提出すること。

　不正があった場合は、建築士法に基づき処分を行う場合があることに留意すること。】

一級

○○○○○ )号

 氏名又は名称 ○○○○設備株式会社（断熱工事・空調工事）

 住所 ○○県○○市○○3-3-3

○○○○○○ )号

 住所 ○○県○○市○○2-2-2

建設事業者

 建設業許可番号( 国土交通大臣

事業完了日以降かつ交付決定日以降
の適合確認した日付を記入してください。

交付申請書の別添１①の内容が転記されます。

交付申請の内容が採択された内容に適合していることを確
認した建築士の氏名等を記入し、建築士の個人印を押印し
てください。
【建築士は本内容について責任を持つものとし、その旨を証
明する書類を提出すること。不正があった場合は、建築士
法に基づき処分を行う場合があることに留意すること。】



別添１②

３．計画の変更等の適合状況

48.2 ％ 48.3 ％

19.2 ％ 19.2 ％

注１．建物全体の省エネ率または躯体(外皮)の改修面積割合に変更がある場合は、

　　　最終の計算書(参考様式１ 等)を添付すること。

上記（１）で「有」を選択した場合、次の内容を記載すること。

建物全体の省エネ率（％）

躯体(外皮)の改修面積割合（％）

交付時 実績時

交付時 実績時

⑤　照明設備の変更による金額変更　（２階　○○室）（増減額内訳書の添付あり）
　　理由:照度不足により商品変更
　　添付資料：変更契約書、見積書、変更前後図面、定価資料、仕様書、施工写真
　　交付：機器番号：D3（型番L321）5台　→　実績：（型番L123）5台
　　補助金申請額（増額）　￥10,000

⑥　天井解体・復旧工事取り止めによる金額変更（1階○○室）（増減額内訳書の添付あり）
　　理由:空調機器設置取り止めにより、解体・復旧が不要になったため
　　添付資料：変更前後図面
　　補助金申請額（減額）　△\100,000

⑥　計測機器の台数変更による金額変更（増減額内訳書の添付あり）
　　理由:回路集約のため　　添付資料：変更前後図面（単線結線図）
　　交付：多回路モニタ（型番○○○○）5台　→　実績：4台
　　交付：電子センサー（型番△△△△）10台　→　実績：8台
　　補助金申請額（減額）　△\83,000

（２）変更内容が提案された省エネ性能(省エネ率)に関係するものであるか
　　　ないか

有

有

変更内容及び理由

①　断熱材の数量変更による金額変更（増減額内訳書の添付あり）
　　理由:施工上の都合で追加
　　添付資料：変更契約書、見積書、変更前後図面、面積表、施工写真
　　交付：846.4㎡　 →　実績：865.0㎡
　　補助金申請額（増額）　￥93,000

（１）交付申請時からの省エネ改修工事における設計変更の有無

③　空調機器の設置取り止めによる金額変更（1階○○室）PAC-3（増減額内訳書の添付あり）
　　理由:現地確認後、施工困難と判断されたため
　　添付資料：変更前後図面、機器一覧表
　　交付：□□□□40：1台　→　実績：□□□□40：0台
　　補助金申請額（減額）　△￥210,000

④　照明設備の台数変更による金額変更（１階　○○室）（増減額内訳書の添付あり）
　　理由:プラン変更のため　　　添付資料：変更前後図面
　　交付：機器番号：A1（型番L999）18台　→　実績：15台
　　補助金申請額（減額）　△￥25,500

②　空調機器の型番、台数の変更（1階△△室）PAC-1
　　変更前：□□□□80（ツイン）：1台(COP○○○)→ 変更後：○○○○40：2台(COP○○○)
　　理由：間仕切り変更に伴う空調室内機のグルーピングの変更による
　　添付資料：変更前後図面、機器仕様書、定価資料
　　交付：□□□□80（ツイン）：1台　セット　￥300,000
　　実績：○○○○40：2台　×　￥150,000　＝　￥300,000　　金額の変更なし

変更内容を詳細に記入してください。
任意様式11の添付が必要です。

金額に増減が
無い場合は、
その旨を記載
してください。

変更箇所が分かるように図示および
マーキング等をしてください。

省エネ率に変更が生じる場合は、添付し
てください。



別添１③

上記（３）で「有」を選択した場合、次の内容を記載すること。

４．交付申請されたバリアフリー改修の補助対象となる改修箇所と仕様

改修箇所

仕様番号 1 2 1 2 3 4 1 2 3 4 5

チェック ■ ■ □ □ □ □ □ □ □ □ □

改修箇所

仕様番号 1 2 3 4 5 6 7

チェック □ □ □ □ □ □ □

改修箇所 Ⅶ

仕様番号 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 1

チェック ■ ■ ■ ■ ■ ■ □ □ □ □ □

改修箇所

種別 水洗 男子

仕様番号 1 2 1 1

チェック □ □ □ □

(注)　該当するチェック欄にチェック(☑または■)をすること。

 （３）交付申請時からのバリアフリー改修工事における設計変更の有無 無

変更内容

車椅子使用者

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ Ⅵ

Ⅷ

該当する改修箇所に
○をしてください。

該当する改修箇所について、仕様欄におけ
る各項目について適合していることを確認
し、該当するものをチェックしてください。
各改修箇所における仕様欄の全ての項目
を満たすものが補助対象となります。



補助対象事業費
（Ａ）

補助対象事業費
（Ｄ）

省エネ改修工事費 省エネ改修工事費

エネルギー使用量の
計測等に係る事業費

エネルギー使用量の
計測等に係る事業費

省エネルギー性能の
表示に係る事業費

省エネルギー性能の
表示に係る事業費

100,670 33,556

905 301

512 170 ( 34,133 ) ( 0 ) ( 1,040 ) ( 0 ) ( 35,173 )

43,210 14,403

864 288

300 100 ( 14,791 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 14,791 )

( ) ( ) ( ) ( ) ( 0 )

( ) ( ) ( ) ( ) ( 0 )

( ) ( ) ( ) ( ) ( 0 )

省エネ改修工事費 143,880 47,959
エネルギー使用量の
計測等に係る事業費 1,769 589
省エネルギー性能の
表示に係る事業費 812 270 ( 48,924 ) ( 0 ) ( 1,040 ) ( 0 ) ( 49,964 )

（単位　：　千円）
※ （Ｂ）は(A)×1/3の金額を記載して下さい。また、（E）は(D)×1/3の金額を記載して下さい。 千円未満の端数は切捨て
※ 他の補助金の対象と重なる工事は補助対象事業費に含めることはできません。
※ 新たに申請するもの（新規）、変更の申請（変更）、交付申請済み（申請済）のいずれかを選択して下さい。
※ 附帯事務費が発生するものについては別紙３附帯事務費明細書にその詳細を記載して下さい。
※1 下段（　）内には採択通知書の金額（またはその合計）を記載して下さい。

事業名：○○病院省エネ化工事

1,040 0 49,858

合計　（Ｉ）
（小計の合計額）

49,858

小計
（H）

（※1）

48,818 0
3,120

1/3
0新

規 1/3

1/3
0新

規 1/3

1/3
0新

規 1/3

0 1/3
0 0 14,791新

規
○〇○病棟 1/3

14,791 0

3,120 1/3
1,040 0 35,067新

規
○○病棟 1/3

34,027 0

別添３

交　付　申　請　内　訳　書
（複数の建築物等を改修する提案の場合）

棟名
補
助
率

補助基本額（Ｂ）
（※1） 附帯事務費(Ｃ)

(※1)

（B)小計×2.2%以
内

補
助
率

補助基本額（E）
（※1） 附帯事務費(Ｆ)

(※1)

（E)小計×2.2%以
内

補助金交付
申請額(G)(※1)

(G) = (B)小計+(C)
+ (E）+(F)

小計
バリアフリー改修工事

に係る事業費

バリアフリー改修工
事

に係る事業費

下段（ ）内は、交付申請時の金
額とその内訳を記入してください。

交付申請書の様式を使用してください。
１棟申請の場合、金額変更がない場合は提出不要で
す。

建物毎に記入
してください。

任意様式11にて
算出した金額を
反映させ、補助
対象事業費を記
入してください。

新たに報告するもの（新規）、
実績報告済み（申請済）
のいずれかを選択してください。

補助基本額は、下段（ ）内の金
額を上限額として、補助対象事
業費の1/3以内の金額を記入し
てください。

（Ｇ）は
自動計算
されます。

小計（H)、合計（I)は自動計算されます。

基本情報入力シート
より転記されます。



複数棟用 参考様式２－１(建物毎)

※建物ごとに作成してください。 建物名 〇〇病棟 2棟目／計2棟

１．事業費
（１）省エネ改修における建
設工事等

 ｄ 102,283

（２）エネルギー使用量の計
測等

 ③ 905

（３）省エネルギー性能の表
示

 ④ 512

（４）バリアフリー改修工事  ９． 3,120

合計  ア＝ｄ＋③＋④＋９． 106,820

 イ＝ａ’＋ｃ 58,954

 ウ＝ｂ 41,716

 エ＝ｄ’＝イ＋ウ 100,670

905

工事費  カ＝オ×②／③ 547

設備費  キ＝オ－カ 358

（３）省エネルギー性能の表
示

 ク＝④ 512

（４）バリアフリー改修工事  ケ＝９． 3,120

３．補助額  コ＝（イ＋カ）×１／３ (切り捨て) 19,833

 サ＝（ウ＋キ）×１／３ (切り捨て) 14,024

 シ＝コ＋サ 33,857

 ス＝ク×１／３ (切り捨て) 170

（２）バリアフリー改修工事に
係る補助額

 セ＝ケ×１／３ (切り捨て) 1,040

 コ 19,833

 ソ： サ、または２５百万円のいずれか低い額 14,024

 ス 170

 タ＝（コ＋ソ＋ス）×２．２％以内 (切り捨て)

 チ＝コ＋ソ＋ス＋タ 34,027

 ツ＝セ 1,040

 テ＝セ×２．２％以内 (切り捨て)

 ト＝ツ＋テ 1,040

 ナ：チ、または５０百万円のいずれか低い額 34,027

 ニ：ト、または２５百万円のいずれか低い額。
ただし、「ナ」の金額以下であること

1,040

 ヌ＝ナ＋ニ 35,067

■他の補助金の有無

注１）消費税等は除いた額を記載してください。
注２）千円未満は、切り捨て処理としてください。

　本事業以外に、国や地方公共団体の補助金を申請又は受領する予定がある場合、下記に事業名と本事業との区分けを明記してください。

（２）バリアフリー改修工事に
係る補助金の額

工事費

附帯事務費

小計

（３）補助申請額

建設工事等、ｴﾈﾙｷﾞｰ計測等
及び省ｴﾈﾙｷﾞｰ性能の表示

バリアフリー改修
工事

合計

４．補助申請
額

（１）省エネ改修における建
設工事等、エネルギー使用
量の計測等及び省エネル
ギー性能の表示に係る補助
金の額

工事費

設備費

省エネルギー性能
の表示

附帯事務費

小計

（２）エネルギー使用量の計
測等

 オ：③が100万円を超える場合はｄ×10％と③のいずれか低い額、
③が100万円以下の場合は③

内訳

（１）省エネ改修における建
設工事等、エネルギー使用
量の計測等及び省エネル
ギー性能の表示に係る補助
金額

工事費

設備費

小計

省エネルギー性能
の表示

補助対象事業費内訳
（バリアフリー改修工事を実施する場合）

区分 項目
金額

(単位：千円）

２．補助対象
事業費 （１）省エネ改修における建

設工事等

工事費

設備費

小計

グレー部分は自動計算です。

交付申請書の様式を使用してください。
金額変更がない場合は提出不要です。



参考様式２－２

※建物ごとに作成してください。 建物名 2棟目／計2棟

省エネ改修に係る建設工事等に係る事業費の内訳

１．躯体改修工事（工種別に記載）

屋根断熱工事（865.0㎡） 1 式 4,325

天井点検口（50ヶ所） 1 式 1,500

日射調整フィルム工事（215.0㎡） 1 式 3,225 1/2　1,612千円

小計　ａ 　　 9,050

小計　ａ’ 　 7,437

２．設備改修工事（本体機器費：設備別に記載）

室外機（63台）、室内機（67台） 1 式 36,600 36,750千円（対象外150千円）

LED照明（425台） 1 式 5,116 5,126千円（対象外10千円）

小計　ｂ 41,716

３．設備改修工事（附帯工事費：設備別に記載）

熱源機、室内機、全熱交換機 1 式 22,320 22,350千円（対象外30千円）

既存熱源、室内機、グリル等 1 式 5,080

ドレン管、冷媒管、、保温等 1 式 18,520 18,550千円（対象外30千円）

熱源廻り 1 式 2,500

天井材：化粧石膏ボード（100㎡） 1 式 750 850千円（対象外100千円）

1 式 1,706 1,712千円（対象外6千円）

1 式 641

小計　ｃ 51,517

４．省エネ改修における建設工事等に係る事業費 102,283

５．省エネ改修における建設工事等に係る補助対象事業費 100,670 　合計　ｄ’＝ａ’＋ｂ＋ｃ　

③

④

　合計　ｄ＝ａ＋ｂ＋ｃ

①空調設備

　機器取付

　機器撤去

　配管工事

　配管撤去

  内装復旧工事

②照明設備

　機器取付

　機器撤去

②照明設備

　機器費

③

④

　機器費

複数棟用

補助対象事業費内訳

　〇〇病棟

項目
（部位別・機器別）

仕様 数量 単位
金額

(単位：千円)
備考

断熱工事

日射調整フィルム

①空調設備

フィルムの項目は、自動計算で工事費を
1/2した金額が加算されます。
※項目欄に「フィルム」と記入してください。

見積書の金額を記載してください。
千円未満は切り捨てをしてください。

２．設備改修工事
設備工事毎に分けて記載してください。

３．設備改修工事
見積書に沿って、設備工事毎に分け
て記載してください。

補助対象金額が採
択金額を超える場合
は、ラベリングをして
採択限度額内に調
整をしてください。

見積書の複数の項目を合計している場合は、
該当するページを備考欄に記載してください。

仕様の欄には、補助対象項目の
数量や台数を記入してください。



参考様式２－３

※建物ごとに作成してください。 建物名 2棟目／計2棟

エネルギー使用量の計測等に係る補助対象事業費の内訳

６．設備費（計測機器費）

多回路モニタ　○○○　４台 1 式 358 433千円（対象外75千円）

電子センサー　△△△　８台

小計　① 358

７．設置工事費（機器設置費等）

1 式 547 555千円（対象外8千円）

小計　② 547

905

省エネルギー性能の表示に係る補助対象事業費の内訳

９．省エネルギー性能の表示に係る費用

BELS申請料 1 式 250

表示プレート代 1 式 12

申請書作成料 1 式 250

小計　④ 512

※ 省エネルギー性能の表示に係る費用は、提案申請時の金額を超えて申請する事はできません。

尚、提案申請時から交付申請時の差額を省エネ改修工費費及びエネルギー使用量の測定等の費用として

移動することもできません。

金額
(単位：千円）

備考

　申請費用

　表示費用

　作成費用

８．エネルギー使用量の計測等に係る事業費　合計　③＝①＋②

項目 仕様 数量 単位

エネルギー計測器

　設置工事

複数棟用

補助対象事業費内訳

〇〇病棟

項目
（部位別・機器別）

仕様 数量 単位
金額

(単位：千円）
備考

提案時の合計金額が上限となります。
建設工事費への流用は不可です。



別添８

（ 一級 大臣 ）

登録番号（ - ）　 第（ )号

建築士の氏名　 印

建築士事務所または会社名　

( 一級 ○○県 )号

所在地　

■耐震性に関するチェック項目

確認

□

■

□

□

□

■

※「耐震性を有する」とは新耐震基準（昭和56年6月1日に施行された建築基準法施行令第3章および第5章の4に規定

　する基準をいう。）に適合、又は、耐震改修促進法に基づく「地震に対する安全上耐震関係規定に準ずるものとして

　国土交通大臣が定める基準」（平成18年国土交通省告示185号）に適合しているものを表す。

(代表提案者）

ﾌﾘｶﾞﾅ

部署名 役職名

ﾌﾘｶﾞﾅ

ﾌﾘｶﾞﾅ

）建築士　　　　　（

建築士による耐震性の基準への適合確認書

　当該申請に係る建築物の耐震性の基準への適合状況は下記のとおりであり、当該申請に係る

建築物が耐震性を有していることを証明します。

令和○年○月○日

○○○○○○

○○　○○

○○○○建築設計事務所

)建築士事務所（ ）知事登録　第（ ○○○○○○

○○県○○市○○2-2-2

①

申請する建築物が、耐震性を有している※か？該当する項目の□を■としてチェック

　「有している」にチェックされた方は下記②にお進みください 　有している

　「有していない」にチェックされた方は下記③にお進みください 　有していない

　ハ）　その他耐震性を有することを証明する書類（耐震診断の結果等）

事業名 ○○病院省エネ化工事

建物名 ○○ビル 1棟目／計1棟

③
実績報告時に、以下の書面のいずれかを提出いたします。該当する項目の□を■としてチェック

　イ）　耐震性を有することを証明する書類（耐震診断の結果等）

②

交付申請時に、以下の書面のいずれかを提出いたします。該当する項目の□を■としてチェック

　イ）　表示登記がなされた日付が昭和58年4月1日以降である登記事項証明書

　ロ）　建築確認がなされた日付が昭和56年6月1日以降である建築確認検査済証等

建物所在地 ○○県○○市○○1-1-1

建築主（建物所有者） 医療法人社団　〇〇〇〇

法人

法人名

代表者名

〇〇〇ﾘｰｽ ｶﾌﾞｼｷｼｶｲｼｬ

〇〇〇リース株式会社

【建築士は内容について責任を持つものとし、その旨を証明する本書類を提出すること。不正があった場合は、建築
士法に基づき処分を行う場合があることに留意すること。】

個人 氏名

代表取締役

○○　○○

○○　○○

交付申請時に「有していない」にチェックをした場合
は、実績報告時も本書を提出してください。
（交付申請時に「有している」にチェックをした場合
は、実績報告時は本書の提出は不要です。）

実績報告時に書類を
添付してください。

交付申請時と同様に、
①「有していない」
③「イ）」
にチェックをしてください。



任意様式１１

１．省エネ改修工事費 （単位：円）

項目名称 数量 単価 金額 項目名称 数量 単価 金額

1 P3 断熱工事 846.4 5,000 4,232,000 複層ガラス　1600×1200 865 5,000 4,325,000 93,000

2 P7
パッケージエアコン　PAC-1
□□□□80

1 300,000 300,000
パッケージエアコン　PAC-1
○○○○40

2 150,000 300,000 0

3 P7
パッケージエアコン　PAC-3
□□□□40

1 150,000 150,000 0 -150,000

施工費 1 30,000 30,000 0 -30,000

配管工事費 1 30,000 30,000 0 -30,000

4 P12 照明器具　A1　L999 18 6,500 117,000 15 6,500 97,500 -19,500

取付費 18 2,000 36,000 15 2,000 30,000 -6,000

5 P12 照明器具　D3　L321 5 10,000 50,000 照明器具　D3　L123 5 12,000 60,000 10,000

6 P13 天井解体・復旧 1 100,000 100,000 0 -100,000

5,045,000 4,812,500 -232,500

２．エネルギー使用量の計測等に係る事業費

項目名称 数量 単価 金額 項目名称 数量 単価 金額

6 P21 多回路モニタ 5 65,000 325,000 4 65,000 260,000 -65,000

P21 電子センサー 10 5,000 50,000 8 5,000 40,000 -10,000

P21 施工費 5 8,000 40,000 4 8,000 32,000 -8,000

415,000 332,000 -83,000

３．省エネルギー性能の表示に係る事業費

項目名称 数量 単価 金額 項目名称 数量 単価 金額

４．バリアフリー改修に係る工事費

項目名称 数量 単価 金額 項目名称 数量 単価 金額

5,460,000 5,144,500 -315,500 補助金申請額 -106,000

備考

備考

備考

集約したため1台不要

〃

施工上の都合で台数変更

施工上の都合で製品変更
（変更契約締結済）

解体・復旧が不要になっ
たため

施工上の都合で追加
（変更契約締結済）

グルーピング変更のため

施工上の都合で取り止め

増減額内訳書

No. 見積書頁
交付申請時 実績報告時

増減額 備考

小計

No. 見積書頁
交付申請時 実績報告時

増減額

小計

No. 見積書頁
交付申請時 実績報告時

増減額

小計

No. 見積書頁
交付申請時 実績報告時

増減額

小計

合計

必要に応じて編集してください。
金額の増減に関わらず、交付申請時から
変更がある項目はすべて明記してください。

該当する見積書の頁を記入してください。
見積書に記載がない場合は、実績報告時
に見積書を添付してください。

具体的な変更理由を
記入してください。

増額については変更契約書（覚書等）及び
出荷証明書・実績写真で確認できたものは、
認められます。



任意様式１２

令和○年○月○日

宛先 （建設業者名）

出荷元 (メーカー社名)　　　　㊞

補助事業の名称（物件名）

建築主

現場住所

下記の内容で出荷したことを証明します。

商品名 型番 数量 出荷日 備考

○○○ ○○○ ○○○ ○年○月○日 ○○○-○

出荷証明書

宛先は建設業者様（元請）
または代表提案者様名。

押印の明記を確認し
てください。

交付申請時から変更がな
いかを確認してください。

機器番号を記載してください。
例: PAC-1 AW-1など
契約見積書や機器一覧表等
との整合確認用に追記をお
願いします。余白に手書きで
構いません。

記載もれに注意
してください。

※見積書記載と同一の記載

出荷証明書は、建設地、納品日などの
物件が特定できるものとしてください。



任意様式１３

上記添付書類(写し)は、原本に相違ないことを証明します。

応募番号

事業名

建設事業者名

代表者の氏名 印

○○○○建設株式会社

代表取締役　○○　○○

領収書 等（写し）を貼付け

令和○年○月○日

21B-0000

○○病院省エネ化工事

建設事業者の会社名・役職・
氏名を記入のうえ、代表者印
を押印してください。

作成日は領収書の日付以降
としてください。

応募番号と事業名は、
基本情報入力シートより転記されます。

請負契約代金の支払いを証する書類として、
領収書および送金伝票の写し２点を枠内に収めて添付してください。
（枠内に収まらない場合は、別紙として添付いただいても結構です。）

①領収書 ： 建設事業者が発行した領収書
※領収書がない場合は作成をお願いいたします。

②送金伝票 ： 銀行等の第三者機関を通して入金が確認できるもの
※依頼人・受取人の会社名等が確認できるものを添付してください。

（通帳入金記録、振込受付書(口座振込)、振込金受取書(現金振込)、
振込明細書、ネットバンキングの入金確認画面 等）



任意様式１４

　甲：

　乙：

　丙：

代表提案者［甲］

印

建設事業者［乙］

印

建築士［丙］

印

　甲と乙との間において締結した建築工事請負契約に基き、丙が下記事業の内容を確認

令和３年度既存建築物省エネ化推進事業

事業完了報告書

株式会社○○○○

株式会社△△△△

□□□□建築設計事務所

すると共に、甲から乙へ補助対象工事の支払いが完了し、乙から甲に引渡したことを報

告いたします。

応募番号 21B-0000

事業名 ○○病院省エネ化工事

事業完了日 令和○年○月○日

令和○年○月○日

株式会社○○○○

代表取締役　○○　○○

株式会社△△△△

代表取締役　△△　△△

□□□□建築設計事務所

□□　□□

代表提案者および
建設事業者は、会社
名・役職名・氏名を記
入のうえ、代表者印
を押印してください。

建築士は、会社名・
氏名を記入のうえ、
個人印を押印してく
ださい。

支払日以降にしてください。

応募番号と事業名は、
基本情報入力シートより転記されます。

工事代金等の最終支払日を記入してください。

建築士は適合確認をした者と同一とします。
建築士事務所登録をしていない場合は、所属している法人名をご記入ください。



別記様式第12

請求額　　金 円

一般社団法人　環境共生住宅推進協議会

会長　竹中　宣雄　殿

請求者　住所　

氏名又は名称　

代表者の職名・氏名　

＜ 振 込 先 ＞

1 2 3 4 5 6 7

0 1 2 3 4 5 6

東京都○○区○○1-2-3

請　　求　　書

49,858,000

　ただし、令和○年○月○日付、ＫＫＪ０３発第ＫＣ００ＸＸ号で交付決定のあった令
和３年度既存建築物省エネ化推進事業に係る国庫補助金として、上記の金額を請求いた
します。

令和○年○月○日

〒123-4567

〇〇〇リース株式会社

代表取締役　○○　○○

振込先

銀行コード 支店コード

口座名義(漢字) ○○○リース株式会社　代表取締役　○○　○○

銀行名 支店名

預金種別 普通　・　当座　・　貯蓄　・　その他

口座番号(右詰)

口座名義(カナ)
〇〇〇リース　カ）　ダイヒョウトリシマリヤク　〇〇　〇
〇

〇〇銀行 〇〇支店

請求書は、額確定後に提出してください。

額確定金額を記入してください。
単位は（円）です。

交付決定通知書に記載の交付決定日と交付
決定番号を記入してください。
（変更申請した場合は、変更申請の際の交付
決定日および番号を記入してください。）

額の確定通知日以降の日
付を記入してください。

交付申請時の振込口座登録票の口座情報が転記されます。

交付申請時の振込口座登録票
「５．郵便番号及び住所」

が転記されます。

基本情報の代表提案者
（法人名・役職名・代表者氏名）

が転記されます。

預金種別に○を
付けてください。
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